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平成 30年度労災疾病臨床研究事業費補助金 

「治療と就労の両立支援のための事業場内外の産業保健スタッフと医療機関の連携モデルとその活動評

価指標の開発に関する研究」（１７０４０１―２） 

総括研究報告書 

 

研究代表者 堤 明純 北里大学医学部公衆衛生学教授 

 

研究要旨：疾病の治療と就労を両立させるための、企業、産業保健スタッフ、医療機関等の連携につい

ては種々のツールが開発されつつあるが、それらを有機的に活用した両立支援モデルは少ない。本研究

では、両立支援に関わる関係機関のニーズ調査に基づいて、情報の発信方法を含めて、包括的な両立支

援モデルを提供しようとする。さらに、PDCA サイクルに基づく活動評価指標を開発することで、支援活

動を継続的に改善させることを目指す。活動評価指標には経営的な要素を盛り込み、経営者に両立支援

を行うことのインセンティブを示し、社内リソースに限りがある中小企業でも両立支援を進めるドライ

ブとする。実務的には、「事業場における治療と職業生活の両立支援のためのガイドライン」で示されて

いる両立支援に関わる関係者間の様式集に具体的な連携方法を付加する。さらに、両立支援を必要とす

る労働者、事業者からの相談を、産業保健総合支援センター、地域の労災病院を軸とする関係施設の連

携のもとに総合的に対応する「ワンストップサービス」モデルを提案し、とくに中小企業の利便性向上

を図る枠組みの形成を目的とする。２年度目にあたる平成 30年度は以下８つの研究を行った。 

１．産業保健総合支援センターにおける治療と就労の両立支援の検討（渡辺） 

関東労災病院と共に県内大学病院と構成した神奈川両立支援モデルに関係団体を加え、神奈川県両

立支援推進チームとして拡充した。神奈川産業保健総合支援センターで、19 名の両立支援促進員と

１名の常勤保健師を配置し､両立支援事業を行った。３回の認定産業医研修と５回の産業保健セミナ

ーを開催し、そのほか事業者向け、労働者・家族向け、医療関係者向けセミナーを開催した。さら

に両立支援コーディネーター基礎研修会､医師向け両立支援セミナーを開催した。両立支援カードを

利用し、センターの両立支援活動の周知・広報活動を展開した。 

２．労災病院両立支援センターによる両立支援の検討（久保田） 

労災病院両立支援センターと外部資源との連携を模索し関西地区の地域産業保健センターの支援実

態を調査した。対象地区の地域産業保健センターでは両立支援の相談数が少ないこと、ネットワー

クが希薄なこと、地域産業保健センターから産業保健総合支援センターに紹介する形が実際的であ

ることが確認された。年間 100 件程度がん患者の両立支援活動を行っている MSW が患者の心理的な

側面を重視した段階的支援体制づくりに着手した。 

３．疾患別拠点病院による両立支援の検討（荻野） 

拠点病院の視点で神経内科を中心とした専門医（553名）に対するパイロット調査で 200名の回答を

得た。就労全般の利用可能な就労支援システムについての知識を持っている専門医は少なく、就業

に関する情報収集は初診時や病状変化時に限られていること、治療方針決定時に就業を考慮するこ

とは半数程度であり、主治医として就労継続に積極的には働きかけていないこと、両立支援のため

の意見書の書き方が分からないこと等、両立支援の認識が十分でないことを明らかにし啓発的な情

報提供を行った。 

４．中小企業における治療と就労の両立支援の推進に産業保健師が果たす役割の明確化と多職種連携モ

デル開発に関する検討（錦戸） 

労働衛生機関、開業保健師、地域産業保健センター、産業保健総合支援センター、産業保健師、中

小企業経営者へのインタビュー調査および以上のリソースを用いたフォーカスグループインタビュ

ーを実施し、中小企業における治療と就労の両立支援に産業保健師が果たす役割を整理した。産業

保健師の活動は、両立支援も健康管理のトータルな予防活動の中で位置づけられており、両立支援

における役割が明確になることで地域の窓口や啓発のリソースとなることが期待された。前年度の

経営者インタビュー調査結果を基に両立支援の課題を整理し、社労士や SWを含む両立支援に関する

多職種連携モデル案を作成し、多職種フォーカスグループインタビューや中小企業経営者からの意

見を得て改訂した。 

５．企業外労働衛生機関における治療と職業生活の両立支援についての実態調査―全国労働衛生団体連

合会会員機関へのアンケート調査まとめ 

企業外労働衛生機関向けの啓発ツールおよび健診・検診の全受診者向け「両立支援カード」の作成   
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（森口） 

全衛連所属企業外労働衛生機関に調査を行い、一部（10％程度）が顧客事業所向けの両立支援のサ

ービスを行っていること、企業外労働衛生機関の専門職や経営層向けの研修や、健診またはがん検

診等の受診者向けの啓発ツール等のニーズがあることが判明した。企業外労働衛生機関を起点とす

る情報提供ツールとして健診・検診受診者向けの両立支援カードを作成した。健診機会における活

動を模索して企業外労働衛生機関向けのマンガパンフレットを作成した。 

６．職場における一次予防に関する介入研究ならびに中小企業の両立支援に関する事例研究（北居） 

Appreciative Inquiry を応用した職場への介入によりワーク・エンゲイジメントや裁量度など両立

支援に関与する指標の増加や、調子が悪くなった同僚を早期に発見できるようになり病気休職者が

ゼロになった職場の事例を確認した。 

７．治療と就労の両立支援の活動評価指標の開発（井上） 

広範な文献レビューに基づいて作成した評価指標のひな型を各機関の活動を実地調査して取りまと

め、産業保健総合支援センターと企業外労働機関で PDCAサイクルの視点で使用する活動評価指標の

モデル試用版を完成させ、関連組織で試行する内諾を得た。 

８．当事者からの好事例の収集、支援モデル、活動評価指標の作成と検証、研究会開催（江口） 

北里大学病院で両立支援外来に模した相談窓口を運用し、支援ツールの作成と好事例収集を行った。

産業医を派遣している事業体からも情報を得た。北里大学病院で院内セミナーを開催した。神奈川

両立支援モデルで事例検討会、意見交換会を開催した。先天性心疾患を有しながら就労をしている

当事者と彼らを支援する団体と協力し、中小企業における両立支援を模索した研究会を開催した。

以上をホームページで情報発信した。治療と就労を両立させようとしている労働者のインターネッ

ト調査の結果を投稿した。 

以上より、両立支援の枠組みとして、産業保健総合支援センターを核として、関係者が連携する支援モ

デルを設定し、作成したツール（広報媒体や活動指標）を用いてモデル事業を行う準備を整えた。 

 

分担研究者 

渡辺哲 神奈川産業保健総合支援センター所長 

久保田昌詞（独）労働者健康安全機構大阪労災病

院内分泌代謝内科部長 

治療就労両立支援センター両立支援部長兼務予防

医療部長兼務 

荻野美恵子 国際医療福祉大学医学部・医学教育

統括センター教授 

錦戸典子 東海大学健康科学部看護学科・産業保

健看護学教授 

森口次郎 一般財団法人京都工場保健会理事 

北居 明 甲南大学経営学部経営学科教授 

井上彰臣 北里大学医学部講師 

江口 尚 北里大学医学部講師 

 

Ａ．研究目的 

疾病の治療と就労を両立させるために、事業場

における治療と職業生活の両立支援のためのガイ

ドラインが策定され(厚生労働省 2016)、関係機関

の連携のためのマニュアルやツールの開発が行わ

れるようになったが(江口 2016、立石 2016、堤

2016)、両立支援に関わる関係者間の連携はよりい

っそう普及させていく必要がある。とくに時間や

資源の制約のある中小企業には、情報やサービス

を一元化したワンストップサービスの充実が求め

られる。本研究では、両立支援をさらに進めるた

め、ソーシャルマーケティング調査に基づいて関

係者のニーズを明らかにし、好事例調査に基づい

て具体的な支援活動のためのツールと情報発信法

を整理し、関係者を有機的に連携させた両立支援

システムのモデルと、健康経営の観点も踏まえ、

PDCAサイクルを念頭に置いた活動評価指標の提案

を目的とする。 

本研究では、中小企業支援に詳しい産業保健と

経営学の専門家のチームで、健康経営の観点を踏

まえた、支援活動、事業者による健康管理、医療

機関との連携に関する好事例の収集分析を行い、

両立支援のモデルを構築する。支援モデルの試行、

運用を通じて、ソーシャルマーケティング調査の

手法等を活用して、関係者の具体的なニーズを収

集する。特に中小企業からの相談の利便性を向上

するため、地域産業保健センター等で受け付けた

相談を、内容に応じて産業保健総合支援センター

と各地域産業保健センターの連携のもとに総合的

な支援に結びつけるワンストップサービスを構築

する。研究申請者らが、過去に開発した支援ツー

ル(ハンドブックや職場復帰診断書)や評価指標

(組織風土)等を活用して、関係者を有機的に連携

するための新しいツールとその活動評価指標を提

案する。また、PDCAを回しながら、両立支援を進

めていくシステムを構築する。 

平成 29年度に、先行研究レビュー、関係者のニ

ーズ・好事例収集と分析、関係者を有機的に連携

させた両立支援システムのモデル、事業者向けハ
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ンドブックと活動指標チェックリストのひな型の

作成、平成 30年度に、支援モデル、ツールの試行

と改良、情報発信方法および活動評価指標の作成、

平成 31 年度に、モデル事業で開発したシステム

を検証し、両立支援のための具体的な支援事項、

関係機関を有機的に連携させるためのツールと支

援モデルおよび活動の評価指標を提案することを

計画している。 

２年度目にあたる平成 30年度は、初年度に、神

奈川産業保健総合支援センター、関東労災病院お

よび神奈川県内４大学病院を核に確立した神奈川

両立支援モデルにおいて、そのネットワークを拡

充しながら（図１）、開発を試みている各種ツール

を試行・改良するとともに、労災病院両立支援セ

ンター、疾患別拠点病院（とくに神経）、産業保健

師、企業外労働衛生機関が、両立支援について、

それぞれが有する機能と連携先との関係を整理し、

最終年度に、開発したツールを用いた連携モデル

の試験的運用（モデル事業）を行う準備を整えた。

さらに当事者を交えた研究会等を開催し、中小企

業で両立支援を進めるための情報収集を進めると

ともに、ホームページ等を利用した啓発活動にも

努めた。 

 

Ｂ．方法 

1．産業保健総合支援センターにおける治療と就労

の両立支援の検討（渡辺） 

神奈川産業保健総合支援センターの事業として

１）治療と仕事の両立支援対策の普及促進、産業

保健関係者への啓発活動、２）産業保健関係者に

対する専門的研修、産業保健関係者からの専門的

相談対応、３）労働者と事業者の個別調整支援を

行った。４）さらに両立支援活動の普及、拡大の

ため神奈川県内 4大学病院（北里大学、東海大学、

横浜市立大学及び聖マリアンナ医科大学）と連携

した「神奈川モデル」では好事例を収集するとと

もに、各種団体との連携を図るとともに、神奈川

県両立支援推進チームとしての活動をおこなった。 

 

2．労災病院両立支援センターによる両立支援の検

討（久保田） 

大阪労災病院で平成 30 年度から両立支援を始

めた担癌就労患者 39 人について、（独）労働者健

康安全機構の病職歴データベースで背景調査を行

い、診療録との突合にて復職が達成しているかど

うかについて調査した。 

さらに、労災病院両立支援センターと外部資源

との連携を模索し関西地区の地域産業保健センタ

ーの支援実態を調査した。 

 

3．疾患別拠点病院による両立支援の検討（荻野） 

疾患別拠点病院等で就労が困難な脳卒中や神経

難病を多く診療する神経内科医を対象として、両

立支援の情報提供を兼ねて、両立支援の現状把握

を行うことを目的とした調査を行った。 

 

4．中小企業における治療と就労の両立支援の推進

に産業保健師が果たす役割の明確化と多職種連携

モデル開発に関する検討（錦戸） 

産業保健師が果たし得る役割を明らかにし、中

小企業における多職種連携モデルを開発するため

に、１）両立支援において産業保健師が果たしう

る役割を明確にするための産業保健師へのインタ

ビュー調査の追加、２）多職種連携モデルの作成

と妥当性検証のための多職種多機関へのインタビ

ュー調査、３）多職種連携モデルの活用可能性の

検討と修正のために経営者へのインタビュー調査

を行った。 

 

5．企業外労働衛生機関における治療と職業生活の

両立支援についての実態調査―全国労働衛生団体

連合会会員機関へのアンケート調査まとめ 

企業外労働衛生機関向けの啓発ツールおよび健

診・検診の全受診者向け「両立支援カード」の作

成（森口） 

労働衛生機関における両立支援のための好事例

収集のため、全国労働衛生団体連合会会員機関へ

の調査票調査および一般社団法人全国健康増進協

議会加盟団体へのインタビュー調査を行った。 

調査結果を参考に、「企業外労働衛生機関向けの

啓発ツール」として、労衛機関の経営層は一定の

割合で渉外職出身者を含むことを考慮し、渉外職

向けの事業場における両立支援の好事例を紹介す

るマンガを開発した。合わせて、名刺サイズのカ

ードに産業保健総合支援センターおよび全国労働

衛生団体連合会の連絡先などを記載した「健診・

検診の全受診者向け『両立支援カード』」を作成し

た。 

 

6．職場における一次予防に関する介入研究ならび

に中小企業の両立支援に関する事例研究（北居） 

平成 29 年度に実施した事業所に対する対話型

組織開発の経過を調査した。また、わが国の中小

企業を対象に、両立支援が従業員の行動や態度に

与える影響を調査・分析した。 

 

7．治療と就労の両立支援の活動評価指標の開発：

産業保健総合支援センターおよび企業外労働衛生

機関の活動評価指標（案）の作成（井上） 

関係機関のうち、産業保健領域との関わりが深

い産業保健総合支援センターおよび企業外労働衛

生機関に着目し、昨年度実施した先行研究のレビ
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ューを基に、各ステークホルダー（産業保健総合

支援センター、企業外労働衛生機関および他の関

係諸機関）からの意見聴取と班員間でのディスカ

ッションを行い、それぞれの活動評価指標（案）

を作成した。 

 

8．当事者からの好事例の収集、支援モデル、活動

評価指標の作成と検証、研究会開催（江口） 

両立支援における役割を把握するための衛生管

理者や社会保険労務士へのインタビュー調査によ

る事例の収集、当事者や関係者からの意見収集の

ための初年度に引き続き２回目の研究会の開催、

事例収集やツールを試行するための北里大学病院

内での就労支援に関する体制の構築、両立支援に

関する情報発信のためのホームページの充実、初

年度作成した成果物の配布と意見収集を行った。 

 

倫理的配慮 

本研究は、各研究実施機関の倫理委員会および

北里大学医学部・病院倫理委員会 観察・疫学研究

審査委員会において承認を得て実施した。 

 

Ｃ．結果 

1．産業保健総合支援センターにおける治療と就労

の両立支援の検討（渡辺） 

神奈川産業保健総合支援センターで以下の活動

を行った：１）関東労災病院と共に県内大学病院

と構成した神奈川両立支援モデルは、労働局、神

奈川県、横浜市、医師会、労働者健康安全機構、

社労士の会等 14 の団体をまとめて神奈川県両立

支援推進チームとし拡充した。両立支援カード約

1500枚を配布した。神奈川県と連名で小冊子を作

成した。２）管理監督者や社員教育も兼ねた両立

支援促進員による事業所個別訪問支援（２件）、患

者本人や会社要請を受けた個別調整支援（１件）、

労働者や事業所からの相談対応（20 件；基礎疾患

は、がん８名、脳卒中１名、心疾患１名、難病 10

名）を行った。かながわ難病相談・支援センター

との協力関係を作った。３）産業医研修会（３回）、

医師以外の産業保健セミナー（５回）を含め、事

業所向け、労働者・家族向け、医療関係者向けセ

ミナーを実施した。拠点病院以外の病院と連携の

ため両立支援カードを配布した。 

 

2．労災病院両立支援センターによる両立支援の検

討（久保田） 

大阪労災病院で平成 30 年度から両立支援を始

めた担癌就労患者 39 人について、（独）労働者健

康安全機構の病職歴データベースで背景調査を行

い、診療録との突合にて復職が達成しているかど

うかについて調査した。症例数の多かった乳がん

や子宮がんでは復職を達成しているケースが多か

った。がんのステージが上がるほど復職は困難と

なっていた。職業分類では事務従事者やサービス

職業従事者では復職率が高かったが、専門的・技

術的職業従事者では復職率は低かった。非正規社

員の方が正規社員より復職率が高かった。 

大阪労災病院両立支援センターにおける両立支

援に関しては、外科、産婦人科等のがん患者の相

談支援を今年度は 200 件程度受付け、そのうち半

数程度で両立支援活動を引き続き行っている。両

立支援コーディネーターが、在籍企業とコーディ

ネーターの接触を患者が希望するに至った気持ち

の流れを整理・分析し、患者の心理的フェーズに

合わせた段階的支援体制づくりに着手した。 

大阪地区において、労災病院両立支援センター

から、外部資源との連携を模索して関係地区の地

域産業保健センターの支援の実態を調査した。大

阪府下の 13 箇所全部のセンターの訪問調査を行

った。 

調査対象地区の地域産業保健センターでは、全

般の相談件数は増加しているものの両立支援につ

いては相談数がほとんどないこと、両立支援に関

してはネットワークが希薄であり、地域産業保健

センターがワンストップとなるよりも地域産業保

健センターから産業保健総合支援センターに紹介

する形が実際的でありそうなこと、が確認された。 

 

3．疾患別拠点病院による両立支援の検討（荻野） 

大規模調査のパイロット調査もかねて実施した、

拠点病院の視点で神経内科を中心とした専門医

（553 名）に対する調査で 200 名の回答を得た。

就労全般の利用可能な就労支援システムについて

の知識を持っている専門医は少なく、就業に関す

る情報収集は初診時や病状変化時に限られている

こと、治療方針決定時に就業を考慮することは半

数程度、主治医として就労継続に積極的に働きか

けていないこと、両立支援のための意見書の書き

方が分からないこと等、両立支援の認識が十分で

ないことを明らかにし啓発的な情報提供を行った。 

 

4．中小企業における治療と就労の両立支援の推進

に産業保健師が果たす役割の明確化と多職種連携

モデル開発に関する検討（錦戸） 

インタビュー調査の結果、産業保健師が果たし

うる役割は所属する機関によって異なるものの、

「日頃からの支援」と「病気になった労働者とそ

の職場への支援」を連動させながら支援を行って

いることが明らかとなった。中小企業の両立支援

には、様々な職種や機関が関わっていたが、職種

や機関間の連携はほとんどないことが明らかとな

った。以上を受け、中小企業における両立支援を、
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直接的または間接的に支援できる職種・機関に分

け、支援の内容によって、それぞれの職種・機関

が連携しながら中小企業の両立支援を推進してい

く多職種連携モデルを作成した。 

 

5．企業外労働衛生機関における治療と職業生活の

両立支援についての実態調査―全国労働衛生団体

連合会会員機関へのアンケート調査まとめ 

企業外労働衛生機関向けの啓発ツールおよび健

診・検診の全受診者向け「両立支援カード」の作

成（森口） 

全衛連所属企業外労働衛生機関に調査を行い、

一部（10％程度）が顧客事業所向けの両立支援の

サービスを行っていること、企業外労働衛生機関

の専門職や経営層向けの研修や、健診またはがん

検診等の受診者向けの啓発ツール等のニーズのあ

ることが判明した。 

以上の結果から、企業外労働衛生機関を起点と

する情報提供ツールとして健診・検診受診者向け

の両立支援カードを作成した。健診機会における

活動を模索して企業外労働衛生機関向けのマンガ

パンフレットを作成した。 

 

6．職場における一次予防に関する介入研究ならび

に中小企業の両立支援に関する事例研究（北居）  

Appreciative Inquiryを応用した職場への介入

によりワーク・エンゲイジメントや裁量度など両

立支援に関与する指標の増加や、調子が悪くなっ

た同僚を早期に発見できるようになり病気休職者

がゼロになった職場の事例を確認した。 

アンケート調査からは、わが国の中小企業では、

両立支援に対する認識がまだまだ不十分であるも

のの、両立支援に関する相談窓口や手順、役割が

明確化され、研修会や情報提供によって従業員に

周知されているとワーク・エンゲイジメントや組

織コミットメントが高い傾向があることが見出さ

れた。 

 

7．治療と就労の両立支援の活動評価指標の開発：

産業保健総合支援センターおよび企業外労働衛生

機関の活動評価指標（案）の作成（井上） 

広範な文献レビューに基づいて作成した評価指

標のひな型を各機関の活動を実地調査して取りま

とめ、産業保健総合支援センターと企業外労働機

関で PDCAサイクルの視点で使用する（１）スタッ

フの確保・教育、（２）事業者以外を対象とした研

修・セミナーの実施、（３）近隣病院（大学病院や

労災病院）との連携・多職種連携の強化、（４）周

知広報・両立支援カード／パンフレットの配布、

（５）個別訪問支援・個別調整支援の促進の５カ

テゴリーからなる産業保健総合支援センターの活

動評価指標（案）と（１）情報提供・研修、（２）

顧客事業場・本人への支援、（３）外部専門機関と

の連携、（４）顧客事業場への支援ツールの提供、

（５）自機関職員の経営層の意思表明・支援ツー

ルの提供の５カテゴリーからなる企業外労働衛生

機関の活動評価指標（案）を作成し、関連組織で

試行する内諾を得た。 

 

8．当事者からの好事例の収集、支援モデル、活動

評価指標の作成と検証、研究会開催（江口） 

インタビュー調査に基づいて、社会保険労務士

を活用した事例の作成とそれをもとにした中小企

業経営者向けの社会保険労務士活用のためのマン

ガパンフレットを作成した。先天性心疾患を有し

ながら就労をしている当事者と彼らを支援する団

体と協力して中小企業における両立支援を模索し

た研究会を開催し、アンケート調査も加えて中小

企業で両立支援を進める上での課題を抽出した。

さらに、がん患者を中心とした医療機関での就労

支援担当医師としてのケース対応により、中小企

業における療養・就労両立支援指導料の運用の課

題の把握を行った。 

北里大学病院で両立支援外来に模した相談窓口

を運用し、支援ツールの作成と好事例収集を行っ

た。産業医を派遣している事業体からも情報を得

た。北里大学病院で院内セミナーを開催した。神

奈川両立支援モデルで事例検討会、意見交換会を

開催した。以上、研究班の成果物を掲載するなど

初年度開設したホームページの内容を充実して情

報発信するとともに、成果物の配布・周知を行い、

使用感についての情報収集を行った 

 

Ｄ．考察 

本研究では、事業場における治療と職業生活の

両立支援のためのガイドライン（2016年 2月）が

示す両立支援に関わる関係者間の連携を一層進め

ていくために、産業保健学、臨床医学および経営

学からなる研究班を組織し、両立支援を有効に進

めるための、関係者（当事者、企業（経営者・人

事担当者）、産業保健スタッフ、産業保健総合支援

センター、労災病院両立支援センター、疾患別拠

点病院、労働衛生機関）の活動のニーズをソーシ

ャルマーケティングの手法で明らかにし、好事例

収集で明らかになる諸活動を核として、関係施設

の活動を有機的に連携させた支援モデルを構築す

る。そのうえで、支援活動を評価する指標を開発

し、モデル事業を行ってこれらの検証を行う。特

に、活動評価指標には経営的視点を取り入れ、提

供する支援活動は、関係者の相談に応じて総合的

な支援に結びつけるワンストップサービスを構築
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し、中小企業の利便性向上を図ることを目的とし

ている。 

平成 30年度は、平成 29年度に、神奈川産業保

健総合支援センター・関東労災病院および神奈川

県内４大学病院を核に確立した神奈川モデルにお

いて、ネットワークを拡充しながら、開発を試み

ている各種ツールを試行・改良するとともに、労

災病院両立支援センター、疾患別拠点病院（とく

に神経）、産業保健師、企業外労働衛生機関が、両

立支援について、それぞれの機能と連携先との関

係を整理し、最終年度に、開発したツールを用い

た連携モデルの試験的運用（モデル事業）を行う

準備を整えた。さらに当事者を交えた研究会等を

開催し、中小企業で両立支援を進めるための情報

収集を進めるとともに、ホームページ等を利用し

た啓発活動にも努めた。 

 

1．産業保健総合支援センターにおける治療と就労

の両立支援の検討（渡辺） 

神奈川県下の４大学病院との連係を通して当セ

ンターに相談のあった事例が少しずつ増えてきた。 

両立支援に関しては、大規模事業場よりも従業

員 50 人未満の小規模事業場の労働者に対する支

援が今後より重要になると考えられる。そこで、

次年度は神奈川産業保健総合支援センターが直轄

する 12 の地域産業保健センターとの連係を図り、

一体となって支援にあたる体制を作る予定である。 

 

2．労災病院両立支援センターによる両立支援の検

討（久保田） 

病職歴データベースで患者背景を画一的に収集

し、それら背景と疾病、両立支援内容とその成否

などとの関係を分析・検討することにより、医療

機関内における両立支援の規格化につながる可能

性を示せた。 

大阪府下の 13 の地域産業保健センターにおけ

る両立支援に関する相談はほとんどなかったが、

その背景として地域産業保健センターの事業内容

に両立支援が含まれていないことが挙げられ、結

果として大阪産業保健総合支援センターにつなげ

る形となっていた。今後、地域産業保健センター

を両立支援に関してもワンストップ化するために

は、日本医師会や郡市医師会との協議の上で事業

内容に両立支援を盛り込むことが理想であり、契

約事業場に関する情報共有、産業医賠償保険の充

実などによる医師への側面支援や面談可能回数の

増加が欠かせないと考えられた。 

 

3．疾患別拠点病院による両立支援の検討（荻野） 

神経内科専門医を対象として行ったパイロット

調査のフィージビリティは高く、専門医といえど

も、両立支援に対する十分な認知がないなど、貴

重な情報が得られた。パイロット調査結果を基に

改良した調査票により、神経内科専門医を対象と

した大規模調査を開始した。 

 

4．中小企業における治療と就労の両立支援の推進

に産業保健師が果たす役割の明確化と多職種連携

モデル開発に関する検討（錦戸） 

多職種連携の現状として、様々な機関が両立支

援の推進に関わっており、それらの機関はそれぞ

れ単独で、啓発や制度作り、事例支援を実施して

おり、関連機関との連携はほとんどない。そのた

め、両立支援に関わる支援機関が複数ある中で、

どの機関にどのような内容を相談すればよいか等、

中小企業にとって、非常に分かりにくい状況であ

ると考えられる。従って、産業保健総合支援セン

ターが両立支援に関する最初の相談窓口となり、

相談内容によって関連機関につなぎ、ワンストッ

プで支援を受けられる仕組みづくりが必要である

と考えられた。 

 

5．企業外労働衛生機関における治療と職業生活の

両立支援についての実態調査―全国労働衛生団体

連合会会員機関へのアンケート調査まとめ 

企業外労働衛生機関向けの啓発ツールおよび健

診・検診の全受診者向け「両立支援カード」の作

成（森口） 

企業外労働衛生機関ではケース対応を中心に両

立支援に関わる取り組みが始まっており、さらな

る取り組みのために専門職の研修などの外部支援

を期待していることが明らかとなった。相談・紹

介先として期待される施設は、産業保健総合支援

センターが最も多かった。 

労働衛生機関を対象としたインタビュー調査、

アンケート調査の結果を参考に、使いやすさを旨

とした労衛機関向けの啓発ツールと健診・検診全

受診者向けの啓発ツールを作成した。 

多くの労働者の健診業務を行う労働衛生機関が

両立支援を進めていくうえで関わる媒体として、

渉外職は鍵となると思われるし、発症前の健診・

検診の全受診者を啓発することも必要と思われる。

今回開発したマンガやカードをツールとして、十

分でない認知向上を目指したトライアルを行う。 

 

6．職場における一次予防に関する介入研究ならび

に中小企業の両立支援に関する事例研究（北居）      

対話型組織開発によって改善したコミュニケー

ションをもとに、組織開発だけでは踏み込めなか

ったマネジメント改革や業務改革へと、自走的に

活動が発展していることが確認された。 

アンケート調査からは、中小企業が両立支援に
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取り組み、従業員に周知させることで、彼らのワ

ーク・エンゲイジメントや組織コミットメントを

向上させうることが示され、中小企業における両

立支援の取組が健康経営ともつながる可能性が示

唆された。 

 

7．治療と就労の両立支援の活動評価指標の開発：

産業保健総合支援センターおよび企業外労働衛生

機関の活動評価指標（案）の作成（井上） 

活動評価指標（案）に含めた項目は、先進的に

両立支援に取り組んでいる機関の活動内容に基づ

いて抽出した。これから両立支援のサービス向上

に取り組んでいくことを検討している産業保健総

合支援センターや企業外労働衛生機関の参考にな

るだけでなく、既にサービスの向上に取り組んで

いる機関においても、PDCA サイクルを回していく

ための参考になるものと考えられる。次年度に実

際使用して、実際の使用に耐える評価指標として

完成させる。 

 

8．当事者からの好事例の収集、支援モデル、活動

評価指標の作成と検証、研究会開催（江口） 

専門職としては社労士、衛生管理者、当事者と

しては先天性心疾患を有する方等情報収集対象範

囲を広げ、両立支援の課題を抽出・整理した。ま

た、北里大学病院内での両立支援体制構築をすす

めながら事例を蓄積している。以上得られた情報

から開発したマンガパンフレットなどのツールを

実際に運用する準備を整えた。 

 

Ｅ．結論 

拡充しつつある神奈川モデル等のフィールドに

おいて、初年度から開発したパンフレットや評価

指標およびホームページ等の情報発信ツールを、

実際に運用しブラッシュアップすることで実装化

の準備をした。当事者を含む関係者との研究会等

を通して中小企業で両立支援を進めるための情報

収集を行った。労災病院両立支援センター、疾患

別拠点病院（とくに神経）、産業保健師、企業外労

働衛生機関で、それぞれの機能と連携先との関連

を整理し、「ワンストップサービス」のモデルを描

き、モデル事業を実施する準備を整えた。 

 

Ｆ．健康危険情報 

なし 
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図１．神奈川両立支援モデル 

 

－9－



 

労災疾病臨床研究事業費補助金 

（分担）研究報告書 

 

産業保健総合支援センターにおける治療と就労の両立支援の検討 

分担研究者 渡辺 哲 東海大学医学部客員教授 

 

研究要旨 

神奈川産業保健総合支援センターでは、平成 28年 10月より治療と職業生活の両立支援をセンターの事

業として始めた。今年度は両立支援促進員を 19名、常勤保健師 1名を配置し、その対応にあたった。神

奈川県下の 4大学病院と連携する神奈川モデルを確立し、その運用を進めるとともに、神奈川労働局が

主体となり、神奈川県下で両立支援にあたる各種団体と連携するための会議と研修会を行った。さらに

当センターで作成した両立支援カードを病院、医師会に配布し、両立支援窓口の拡充に務めた。 

 

Ａ．研究目的 

 近年は「少子高齢化に伴う生産年齢人口の減少」

「治療や育児や介護と仕事の両立など、働く人の

ニーズの多様化」などの状況に直面している。一

方では、長時間労働やストレスなどメンタルヘル

ス不調を訴える労働者が増えている。 

現在職場の健康診断で、有所見率が 50%を超え、

種々の疾病を抱えながら仕事を続けている労働者

の数も多い。 

がんを例にとっても 32.5万人が仕事を持ちな

がら通院している。しかし、患者の約 30%は病気

を理由として退職に追い込まれている。病気と就

労の両立支援を進めることは、労働者や事業主に

とって重要課題であると共に、国の働き方改革や

がん対策策基本計画を推進する上でも効果のある

対策が望まれる。そこで本研究では、病気の治療

を受けながら働く人の支援について、産業保健総

合支援センターの立場から、望ましい支援のあり

方を検討することを目的とする。 

 

Ｂ．研究方法 

 当センターは、独立行政法人労働者健康安全機

構に所属し、その方針で重点目標として治療と仕

事の両立支援事業があげられる。そのため、今年

度は常勤保健師 1名の新たな配置と、両立支援促

進員が 19名に増員された。当センターの事業とし

て①治療と仕事の両立支援対策の普及促進、産業

保健関係者への啓発活動 ②産業保健関係者に対

する専門的研修、産業保健関係者からの専門的相

談対応 ③労働者と事業者の個別調整支援を行っ

た。④さらに両立支援活動の普及、拡大のため神

奈川県内 4大学病院（北里大学、東海大学、横浜

市立大学及び聖マリアンナ医科大学）と連携した

「神奈川モデル」では好事例を収集するとともに、

各種団体との連携を図るとともに、神奈川県両立

支援推進チームとしての活動をおこなった。 

 

Ｃ．研究結果 

 ①事業主等に対する啓発セミナーや産業保健関

係者に対する専門的研修では、平成 28年２月に厚

生労働省が作成した『事業場における治療と職業

生活の両立支援のためのガイドライン』の周知徹

底を図るとともに、昨年度から始まった「治療と

仕事の両立支援事業」として、両立支援促進員等
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による専門的な研修、事業場や労働者からの相談、

事業場への個別訪問支援を行った。 

両立支援他施策の普及、啓発のため前年度作成

した「両立支援のポスターとカード」を用いて神

奈川労働局・各監督署、神奈川県両立支援推進チ

ーム、神奈川４大学病院、神奈川病院協会等への

周知及び各企業担当者が参集する安全衛生推進大

会、産業保健フォーラムを活用した広報を展開し

た。こうした活動は、当センターンの知名度をあ

げ、両立支援事業の周知を図り利用を促すために

行った。事業者向けセミナー1回、労働者・家族

向けセミナー1回、医療関係者向けセミナーを 1

回行った。 

②の研修に関しては、当センターが主催した平

成 30年度の日本医師会認定産業医研修のうち、3

回は治療と仕事の両立支援のテーマで行った。ま

た、産業看護師、衛生管理者等対象範囲を広げた

産業保健セミナーでも 5回は両立支援のテーマで

行った。その他事業者向けセミナー､労働者・家族

向けセミナー､医療関係者向けセミナーをそれぞ

れ 1回ずつ開催した。 

③労働者と事業主に対する両立支援は、19名の

両立支援促進員と 1 名の保健師が相談・支援に当

たった。当センターには今年度は 20 件の相談があ

った。男性 13 人、女性 7 人で､その内訳はがん 8

人､脳卒中 1人、心疾患 1人､難病 10人である。基

礎疾患として難病が多いのは､本年度から神奈川

難病・相談支援センターと連携を図ったことによ

る。相談のみが 19 人で､個別調整支援は 1 人だっ

た。相談のきっかけは､カードをみて 2 人、MSW

に勧められて 3 人、地域産業保健センターを通

して 2 人、難病相談・支援センターより 3 人、

会社の人事労務担当から 4人などであった。 

④神奈川県下の 4つの医学部附属病院（北里大

学病院、聖マリアンナ医科大学、東海大学医学部

附属病院、横浜市立大学附属病院）との連携を図

り、ぞれぞれの大学病院の患者相談窓口に両立支

援カードを配布した。追加も含め､それぞれの大学

病院に 1000枚以上配布した。4大学を介した相談

件数は､各大学 1～2件で計 6件であった。 

 神奈川労働局、神奈川県、横浜市、（独）労働

者健康安全機構、神奈川県医師会、神奈川県社会

保険労務士会、神奈川県立がんセンター、（公社）

神奈川労務安全衛生協会、（独）高齢・障害・求

職者支援機構、（公社）神奈川県社会福祉士会、

（一社）神奈川県医療ソーシャルワーカー協会、

NPO法人看護職キャリアサポート、（一社）日本

産業保健カウンセラー協会、東海大学医学部基盤

診療学系公衆衛生学教室を構成メンバーとする事

業場における治療と職業生活の両立支援対策推進

連絡会議（神奈川県両立支援推進チーム）の活動

として両立支援セミナーを開催した。さらに両立

支援コーディネーター基礎研修会を 1回行い､厚

生労働省からの要請で医師向け両立支援セミナー

を開催した。 

 産業保健総合支援センターにおける治療仕事の

両立支援活動の拡充を図るため､両立支援カード

を配布する機会を増やした。秋に当センターも主

催者の一員となった産業保健フォーラム in 

YOKOHAMA（312名参加）や、全国産業安全衛生大

会にブースを出し､カードを 10,000枚配布した。

また、いくつかの基幹病院や郡市医師会への両立

支援カードの配布も開始した。 

 

Ｄ．考察 

 近年の「少子高齢化に伴う生産年齢人口の減少」

「治療や育児や介護と仕事の両立など、働く人の

ニーズの多様化」などの状況に直面している。一

方では、長時間労働やストレスなどメンタルヘル

ス不調を訴える労働者が増えている。 こうした
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中、政府は投資やイノベーションによる生産性向

上とともに、就業機会の拡大や意欲・能力を存分

に発揮できる環境を作るため、働き方改革を進め

ている。その一つとして治療と仕事の両立支援が

あげられている。 

 厚生労働省は、平成 28年 2月に治療と仕事の両

立支援のためのガイドラインを作成し、その意義

や具体的な取り組み方を示し、がん、肝疾患、脳

卒中に関する留意事項を公表している。神奈川産

業保健総合支援センターは、このガイドラインに

基づき、両立支援事業を行ってきた。こうした取

り組みの中で、当センターの認知度が事業主や産

業保健スタッフの間ではまだ低いことから、セン

ターの広報と両立支援事業の啓発を兼ね、両立支

援ポスターとカードを作成し、いろいろな機会に

配布してきた。実際に、カードを通して当センタ

ーの活動を知り相談につながった事例があった。

今後さらに多くの機会にカードを配布し、広報啓

発に努め両立支援事業を展開していく予定である。 

 神奈川県下の 4大学病院との連係を通して当セ

ンターに相談のあった事例が少しずつ増えてきた。 

 両立支援に関しては、大規模事業場よりも従業

員 50人未満の小規模事業場の労働者に対する支

援が今後より重要になると考えられる。そこで、

次年度は神奈川産業保健総合支援センターが直轄

する 12の地域産業保健センターとの連係を図り、

一体となって支援にあたる体制を作る予定である。 

 

Ｅ．結論 

本年度は 19名の両立支援促進員と 1名の常勤保

健師を配置し､両立支援事業を行った。今年度は 3

回の認定産業医研修と 5回の産業保健セミナーを

開催し、そのほか事業者向け、労働者・家族向け、

医療関係者向けセミナーを開催した。さらに両立

支援コーディネーター基礎研修会､医師向け両立

支援セミナーを開催した。両立支援カードを利用

し、センターの両立支援活動の周知・広報活動を

展開した。 

 

Ｇ．研究発表 

なし 

 

Ｈ. 知的財産権の出願・登録状況 

なし 
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労災疾病臨床研究事業費補助金 

分担研究報告書 

「労災病院両立支援センターによる両立支援の検討」 

研究分担者 久保田昌詞 

（独）労働者健康安全機構大阪労災病院治療就労両立支援センター センター長 

研究要旨 

平成 30年度は以下の２つの調査研究を実施した。 

１．両立支援患者の病職歴データを活用した調査研究 

 大阪労災病院で平成 30年度から両立支援を始めた担癌就労患者 39人について、（独）労働者

健康安全機構の病職歴データベースで背景調査を行い、診療録との突合にて復職が達成しているかどう

かについて調査した。症例数の多かった乳がんや子宮がんでは復職を達成しているケースが多かった。

がんのステージが上がるほど復職は困難となっていた。職業分類では事務従事者やサービス職業従事者

では復職率が高かったが、専門的・技術的職業従事者では復職率は低かった。非正規社員の方が正規社

員より復職率が高かった。病職歴データベースで患者背景を画一的に収集し、それら背景と疾病、両立

支援内容とその成否などとの関係を分析・検討することにより、医療機関内における両立支援の規格化

につながる可能性を示せた。 

 

２．地域産業保健センターのヒアリング調査研究 

 大阪府下の 13 の地域産業保健センターにおける「両立支援」に関する相談はほとんどなかっ

たが、その背景として地域産業保健センターの事業内容に「両立支援」が含まれていないことが挙げら

れ、結果として大阪産業保健総合支援センターにつなげる形となっていた。今後、地域産業保健センタ

ーを「両立支援」に関してもワンストップ化するためには、日本医師会や郡市医師会との協議の上で事

業内容に「両立支援」を盛り込むことが理想であり、契約事業場に関する情報共有、産業医賠償保険の

充実などによる医師への側面支援や面談可能回数の増加が欠かせないと考えられた。 

 

【大阪労災病院における両立支援実績】 

 平成 26 年度以前より大阪労災病院看護部では

勤労者看護アセスメントツールを用いて、治療と

就労の両立のために看護計画を立てて介入を進め

てきた。平成 26年 4月より両立支援モデル事業が

始まり、勤労者予防医療センターは治療就労両立

支援センターと名称を変え同事業にかかわってい

る。両立支援コーディネーター基礎研修・応用研

修を受けた医師・保健師・認定看護師（Certified 

Nurse, 以下 CN）・医療ソーシャルワーカー

（Medical Social Worker, 以下 MSW）などが両立

支援チームの構成メンバーで、平成 26 年秋から両

立支援外来を開設した。当初から乳腺外科と協働

し、就労患者が復職する際に乳がんＣＮより情報

を得て両立支援外来を紹介するシステムをとって

いた。しかし、この流れでの両立支援対象者は年

間数例に留まっていた。 

 厚生労働省の両立支援に関する研究報告（文献

１）では、がんと診断された後、治療が始まる前

に４割の患者が治療開始前に離職していること

や、それまで病院との兼任であった MSWが平成 30

年度より両立支援センター専従になったこともあ

り、告知段階からの両立支援を検討した（図１）。

がん相談支援センターのがんＣＮが、各科外来で

のがん告知時に同席していることから、がんＣＮ

がリストアップした就労患者に告知時よりＭＳＷ

が介入していくように修正した。当初予想では年

間約 800 例のがん告知のうち、約 200 例が就労担

癌患者で、経済的問題があればメディカルサポー

トセンターを経て、なければ直接に両立支援セン

ターへ紹介するシステムとした。また、外来・病

棟看護師や各科外来医師からも患者に両立支援に

関する情報提供をしてもらったり、がん相談支援

センターを介さずに直接紹介してもらうことも増

えた。現在すべてのがん種の就労患者に両立支援

の対象を拡大し、乳腺外科、消化器外科、婦人科

や消化器内科、泌尿器科とも連携を図っている。

このような取り組みの成果として、今年度は 12月

末現在 163 人の患者さんを両立支援センターに迎

えるに至った（表１）。 

 

１． 両立支援患者の病職歴データを活用した調査

研究 

 

A.研究目的 

 労働者健康安全機構の病職歴調査は、労災病院

に入院された患者さんの病歴と職業歴及び喫煙歴

等の生活習慣を併せて調査し、それにより得られ

た情報を診療に役立てるとともに、労災病院グル

ープ（全国 33病院等）のネットワークを活用して
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多くの情報収集を行い、職業と疾病との関連性の

研究を実施し、これらの研究成果を勤労者の健康

の保持増進及び疾病の予防・治療・職場復帰支援

に活用することを目的としている。病職歴データ

は、病職歴調査による情報をデータベース化した

ものであり、勤労者医療調査による職歴情報と入

院時の病歴情報で構成されている（労働者健康安

全 機 構 の ホ ー ム ペ ー ジ か ら 、

https://www.research.johas.go.jp/bs/index.ht

ml#about）。このデータベースには、年齢、男女

別、在院日数、病名、手術名、入院経路、退院経

路、転帰事由、労災の有無、産業名（現職、前職

１～３）、職業名（現職、前職１～３）、雇用形

態、交替制勤務の有無、特殊健診受検の有無、喫

煙歴、飲酒歴、生活習慣病既往の有無、職場復帰

希望の有無などが記録されている。病職歴データ

ベースで患者さんの背景を画一的に収集し、それ

ら背景と疾病、両立支援内容とその成否、などと

の関係を分析・検討することは両立支援の規格化

につなげられ、両立支援の幅広い展開に資するも

のと考える。そのためのパイロットスタディとし

て当センターにおける担癌患者の両立支援事例を

取りまとめ、両立支援センターにおける両立支援

の進め方について検討した。 

 

B.研究方法 

 平成 30 年４月以降 12 月末までに支援を開始し

た患者で、文書にて同意を得た 39 名について病職

歴データベースにより患者の性別、病名、手術名、

転帰事由、産業名（現職、前職１～３）、職業名

（現職、前職１～３）、雇用形態、交替制勤務の

有無、職場復帰希望の有無に関するデータを集計

した。また、これら患者の診療録より疾患や両立

支援状況についての情報も収集した。本研究は大

阪労災病院倫理委員会にて承認されている。 

 

倫理的配慮 

本研究は、（独）労働者健康安全機構大阪労災

病院倫理委員会において承認を得て実施した。 

 

C.研究結果 

１）病職歴データベースでの背景調査 

 対象とした 39名はすべて担癌患者であった（表

２）。性別は男性４名（10.3%）、女性 35名（89.7%）

であった。年代は男性では 40 代および 50 代が各

１人（25.0%）、60代が 2人（50.0%）。女性では、

30 代が 2人（5.7%）、40代が 15人（42.8%）、50

代が 14 人（40.0%）、60 代が４人（11.4%）であ

った。 

 疾患は男性では胃がん、大腸がん、膵がんが各

１人で原発巣不明の多発骨転移が１人。女性では、

乳がん 22人（62.8%）、子宮がん ６人（17.1%）

が多く、続いて胃がん・大腸がん等消化器系のが

んが合わせて５人（14.3%）、卵巣がん１人（2.9%）、

腎がん１人（2.9%）であった。女性でさらに年代

別にみると、30代 2人のうち乳がん２人（相対的

な比率は 100%、以下同様）、40 代 15 人中 乳が

ん 12人（80.0%）、子宮がん２人（13.3%）、胃が

ん１人（6.7%）。50代 14人中 乳がん７人（50%）、

子宮がん３人（21.4%）、卵巣がん１人（7.1%）、

食道がん等消化器系がん２人（14.3%）、腎がん１

人（7.1%）。60代４人中では乳がん、子宮がん、

胃がん、大腸がんが各１名（各 25%）であった。

絶対数の少ない 60代を除くと、相対的割合で女性

で乳がんは 30代〜40代に多く、子宮がんは 40代

〜50代に多かった。 

 病職歴データの職歴について、データベースへ

の登録に同意されたのは 39 人中 37 人いたが、勤

務先名を記載されたのは 26人であった。 

 病職歴データベースに登録されている産業分類

は大分類、中分類あるいは小分類で混在して登録

されている。これを日本標準産業分類（平成 25年

10 月改定）（平成 26 年４月１日施行）をもとに

大分類にまとめてみてみると、P 医療福祉 13 人

（32.5%）、 I 卸売業，小売業７人（17.9%）、

E 製造業４人（10.3%）、O 教育，学習支援業３

人（7.7%）、J 金融業，保険業２人（5.1%）の順

で、その他は F 電気・ガス・熱供給・水道業、G 

情報通信業、H 運輸業，郵便業、K 不動産業，

物品賃貸業、L 学術研究，専門・技術サービス業、

M 宿泊業，飲食サービス業、N 生活関連サービ

ス業，娯楽業がそれぞれ１人（2.6%）、未回答３

人（7.7%）であった。職業分類も同様であるが、

日本標準職業分類（平成 21年 12月統計基準設定）

によって大分類にまとめると、B－専門的・技術的

職業従事者 12人（30.8%）、C－事務従事者 11人

（28.2%）、E－サービス職業従事者９人（23.1%）、

D－販売従事者３人（7.7%）、K－運搬・清掃・包

装等従事者１人（2.6%）、未回答３人（7.7%）の

順であった。E－サービス職業従事者の中では中分

類で 36－介護サービス職業従事者５人（12.5%）

が多かった。B－専門的・技術的職業従事者の中で

は 16－社会福祉専門職業従事者２人（5.0％）、

19－教員２人（5.0%）、08－製造技術者（開発を

除く）１人（2.5%）、10－情報処理・通信技術者

１人（2.5%）、などであった。 

 雇用形態では、正規社員 20人（51.3%）、パー

ト８人（20.5%）、契約社員・嘱託４人（10.3%）、

派遣社員２人（5.1％）、未回答５人（12.8%）で

あった。正規社員２0 人のうち２人は裁量労働制

であった。表２には示していないが、時間外時間

数は正規社員８人で発生しており、最小４時間、
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最大 30時間であった。同様にパートでは２人で１

時間と 10時間、契約社員・嘱託では２人で４時間

と 12時間であった。夜勤があるのは正規社員で１

人（月２回）、パートで１人（月８回）。交代制

勤務が正規社員で２人であった。  

 入院時における職場復帰についての考えは、「復

職を希望」 かつ 「元の職場（元の業務）」への

復職希望 が 32人（82.1%）と雇用形態によらず多

かった。「検討中・判断困難」は３人（7.7%）で、

正規社員で２人、パートで１人であった。復職に

関しての不安の有無については、正規社員で「復

職を希望 」かつ 「元の職場（元の業務）」への

復職希望 18人中、11人が「有」と回答した。「無」

は６人、「不明」が１人であった。同様にパート

で「復職を希望 」かつ 「元の職場（元の業務）」

への復職希望 7人中、４人が「有」と回答した。

「無」は２人、「不明」が１人であった。契約社

員・嘱託 ４人はいずれも「復職を希望 」かつ 「元

の職場（元の業務）」への復職希望であったが、

不安については３人が「有」、１人が「無」であ

った。派遣社員２人はいずれも「復職を希望 」か

つ 「元の職場（元の業務）」への復職希望であっ

たが、２人とも「有」であった。以上、雇用が安

定していると考えられる正規社員においても復職

への不安が有る人が半数以上にのぼった。 

 不安と感じている事柄についての回答（複数回

答）では、「職場の理解」10 人（25%）、「職場

での生活」12 人（30.8%)、「仕事の実施」９人

（23.1%）、「職場復帰時期」10人（25.6%）、「通

勤方法」３人（7.7%）であった。これを正規社員

とそれ以外に分けてみると、正規社員で「復職を

希望 」かつ 「元の職場（元の業務）」への復職

希望 、および「検討中・判断困難」を含めて、不

安が「有」と回答した 13人中、「職場の理解」６

人（13 人中 46.2%）、「職場での生活」７人（以

下同様に 53.8%)、「仕事の実施」４人（30.8%）、

「職場復帰時期」８人（61.5%）、「通勤方法」１

人（7.7%）であった。正規社員以外で同様の不安

を有する 11 人中、「職場の理解」４人（11 人中

36.4%）、「職場での生活」５人（以下同様に 45.5%)、

「仕事の実施」５人（45.5%）、「職場復帰時期」

３人（27.3%）、「通勤方法」２人（18.2%）であ

った。複数の事柄について不安を感じている人は

９人（不安を有する 24 人中 37.5%）であった。正

規社員では５人（上記の 13人中 38.5%）、正規社

員以外では４人（上記 11人中 36.4%）であった。 

２）病職歴データで得られた患者背景と復職の成

否との関連について 

 対象者 39 名の病職歴データは入院時期に聴取

したものであり、入院が１回だけの場合は勿論の

ことながら、２回以上入院している場合にも「再

入院」とだけあって、新たに職歴データが入力さ

れている事例は皆無であった。このため、両立支

援が復職につながったのか、休職中なのか、ある

いは退職に至ったのかについては残念ながら判断

できなかった。このため、診療録（電子カルテ）

を参照し、復職の成否と両立支援の転帰を追った

（表３）。 

 今回の調査対象が期間中（平成 28年４月以降、

本報告書を作成した平成 29 年２月 15 日まで）に

復職できたかどうかを、「休業なし」、「達成」、

「休職・復職を繰り返す」、「未達成」に分けた。

これらを、「達成」＋「休業なし」の A群（achieved）

と、「未達成」＋「休業・復職を繰り返す」の NA

群（not achieved）の２群に分けて検討した。 

 

２a）がん種との関係（表４） 

 乳がんでは A群が 14人で NA群 7人の２倍であ

った。女性性器がんは A群の方が NA群よりもやや

多かった。消化器系がんでは NA 群 の方が多かっ

た。 

  

２b）ステージとの関連（表５） 

 がん種によらずステージⅠ〜Ⅳ 別に A 群と NA

群の人数を示した。ステージが上がるにつれて、

NA群が増加した。ステージⅠとⅡ、ステージⅢと

Ⅳをそれぞれ合わせるとステージⅠとⅡでは有意

に A 群が多かった（ピアソンの χ２乗検定, 

p<0.0001）。 

 

２c） 職業分類との関係（表６） 

 B-専門的・技術的職業従事者で A群が NA 群の半

分と少なかった。D-販売従事者３人はいずれも NA

群であった。一方、C-事務従事者では 10人中７人

が、また、E-サービス職業従事者では８人中７人

が A群であった。 

 

２d） 雇用形態との関係（表７） 

 正規社員は A群が８人、NA群は 12人であった。

非正規社員のうち、パート８人は A 群４人と、NA

群４人に別れた。派遣社員２人は２人とも A群で、

契約社員・嘱託４人も全員が A群であった。 

 正規社員と非正規社員全体を比較すると非正規

社員で A 群の比率が高かったが有意ではなかった

（ピアソンのχ２乗検定, p=0.0708）. 

 

D.考察 

 本研究の対象者は女性が約９割を占めていた。

就労年代に多いがん種として乳がんや子宮がんが

従来からあげられているが、本研究においても同

じ背景があると推察する。産業大分類で P 医療福

祉が多かったが、女性が関わることの多い分野で
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あることも関係していると考える。当院では 2017

年度までは乳腺外科とタイアップして乳がん患者

の両立支援を中心に取り組んできた。2018 年度以

降は MSW１人が両立支援センター専属になったこ

ともあり、他のがん種にも拡大したが、今後も乳

がん患者が主たる対象者となる傾向は続くものと

推測する。 

 

 復職を達成しているかどうかについては、がん

種やステージで明らかな差を認めた。乳がんや子

宮がんでは比較的復職達成率が高かった一方で、

食道がんや膵臓がんでは復職は実現していない。

また、ステージについてはがんのステージがⅠで

あれば概ね復職を達成していたが、ステージが上

がるにつれて復職達成者は減り、ステージⅣでは

観察期間中で皆無であった。これらの結果は過去

の報告と同様と考える（文献２）。 

 

 今回の「未達成」の中には、特に支援開始日が

調査期間終了（2018 年末）近くに対象者に加わっ

た方ほど必然的にフォロー期間は短くなるため、

術後療法がまだ始まっていなかったり、あるいは

前段階の化学療法をしていて放射線治療はまだ先

というような方が含まれている。きちんとした疫

学データにするためには支援開始からたとえば１

年後として、時期を揃えてあらためて集計する必

要があると考えている。 

 

 一方、大企業に比べて中小企業では病休期間が

一般的には短い（文献３）ことを考えると、術後

治療方針の早期確定と実施に向けての医療機関内

の連携（主科と化学療法科あるいは放射線治療科

や両立支援部門などのコメディカル部門）を可及

的速やかに推し進めなければならないと考える。

さらには、本人を通じてあるいは本人の了解のも

とに医療機関関係者が企業関係者と調整を行って

いく必要がある。中小企業でも産業医が選任され

ている場合には、医療機関からは就労に関わる診

療情報の提供を、産業医側からは就業の実情を踏

まえた治療方針についての意見を交換することが

重要である（なお、このようなやり取りはがんに

ついては 2018 年度から診療報酬として算定され

ている）。 

 

 今回の研究では非正規社員の方が正規社員に比

べて復職達成率が高かったが、その理由は不明で

ある。正規社員は一般的にはある程度の期間、病

休をとることが可能であるが、非正規社員の場合

には制度的に保障されておらず、また、経済的に

も弱い立場の人が多いと思われる。正規社員にお

いては休める期間が今回の観察期間より長く、ま

だ、休職していることが可能な方が多いのかもし

れない。逆に非正規社員の場合には身分の保証や

経済的な問題から復職を急いでいる可能性もあ

る。今後、例数を増やし、前述のとおり観察期間

を揃えて議論していくことが必要と考える。 

 

 なお、当院の両立支援コーディネーター本田優

子は、本研究の対象者の中で、就労先との交渉を

両立支援コーディネーターに依頼するに至った担

癌患者の心理社会的プロセスを質的データ分析法

により解析し、図示化した（図５、2019年５月に

名古屋で開催される第 92 回日本産業衛生学会に

投稿）。患者がどのような心理社会的段階にある

のかを把握しながらその段階に求められる支援を

示したもので、医療機関における両立支援の規格

化の一助になるものと考えている。 

 

 本研究では病職歴データベースを背景調査に活

用した。職歴については再入院があっても１年以

内で、前職場と同様であれば「再入院」と入力さ

れるため、少なくとも転職はしていないと判断さ

れるが、患者が入院する機会がないとデータベー

ス上では現在どうなっているかをつかむことはで

きない。即ち、病職歴データベース上で職歴の変

遷を追うためにはある程度の年数をあけて、なん

らかの傷病による再入院をしている場合のみ対象

となりうることを実感した。また、病職歴データ

ベースには職場の従業員数を記載するところがな

く、企業名記載も患者の任意であるため、中小企

業なのか大企業なのかを把握するのは容易ではな

いと感じた。この辺りは病職歴データベースの今

後の活用を推進する上で、改善を期待したいとこ

ろである。 

 

 

２． 地域産業保健センターのヒアリング調査研究 

 

A.研究目的 

 労災病院治療就労両立支援センターは、同じく

労働者健康安全機構傘下の組織である都道府県産

業保健総合支援センターとさまざまな連携をして

いる。一方、中小企業の産業衛生を支援する立場

の地域産業保健センターは産業保健総合支援セン

ターの支援も得て活動している。各地域の中小企

業と直接接する機会があり、産業保健に関する企

業のニーズを直接感じ取れる「センサー」とも言

える。また、中小企業からみて距離的な利便性か

ら、産業保健に関する様々な相談を「ワンストッ

プ」で行うための窓口となることが期待される。 

 以上の３つの組織間では労災病院治療就労セン

ターと地域産業保健センターのつながりはない
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（図２）。地域産業保健センターが「治療と仕事

の両立支援」に関してどのような対応をしている

のか、中小企業からのニーズはあるのか、さらに

は労災病院との直接的な連携の可能性があるのか

について調査研究を行った。 

 

B.研究方法 

 大阪府下の 13の地域産業保健センター（図３、

大阪産業総合支援センターホームページ 

osakas.johas.go.jp/sanpo-center/から）を個別

に訪問して、各センターのコーディネーターに直

接ヒアリングを行った。事前に、大阪産業総合保

健センターの担当者から研究の趣旨を伝えて頂

き、各センターのコーディネーターと日程調整を

行った上で、順次訪問した。訪問は 2018 年 12 月

から１月にかけて行い、20〜60分間のヒアリング

をした。 

 ヒアリング内容は、地域の産業や医師会との関

係などの特徴、産業保健に関する活動の実績およ

び内容の特徴、両立支援に関する相談の有無や内

容、労災病院との連携の可能性などである。これ

らのうち本稿では両立支援に関する回答内容を中

心に結果にまとめた。 

 

C.研究結果 

 大阪府下 13 地域産業保健センターの活動実績

は最近は「定期健診後の医師の意見」が中心にな

っている（図４、大阪産業保健総合支援センター

の内部資料から）。一方で、長時間労働に関する

面接指導やメンタルヘルス不調者やストレスチェ

ック後の高ストレス者への面接指導は件数が減少

傾向にある。両立支援に関する相談は、復職に関

する相談も含めると表８の結果となった。すなわ

ち、「なし」または「まずなし」が合わせて５箇

所、「あり」は５箇所、「不詳」は３箇所であっ

た。「不詳」の理由は、コーディネーターが医師

と企業担当者との面談に陪席しないためであっ

た。「あり」の場合、メンタルヘルス不調者の復

職相談が多く、癌患者の復職相談は１箇所で話を

聞けたのみであった。 

 府下地域産業保健センターの中でも件数の多

い、H センターでは「ワンストップ」で対応する

ように努めていた。しかし、H センターやその他

の事例も含め、「両立支援」の対応としては「主

治医と相談して就業制限の内容を決めてくださ

い」という対応がコーディネーターの認識として

多かった。また、社員であり患者である本人との

相談は一部あるものの、多くは企業担当者と当日

の担当医師とのやりとりで終結していた。（H セ

ンターを除く）他の地域産業保健センターでは「両

立支援」、「復職」に関する相談は大阪産業保健

センターの担当保健師に話をつないだり、あるい

は、つなぐよう大阪産業保健センターから指示を

受けていた。この他、「両立支援」に関連して、

各地域産業保健センターのコーディネーターから

貴重な意見を聴取できた。代表的な意見を表９に

まとめた。 

 なお、表には示していないが、「両立支援」に

関する労災病院との連携、例えば「労災病院両立

支援センターで支援している患者さんが産業医等

のいない中小企業社員である場合に、両立支援セ

ンターと会社担当者との協議の側面援助をお願い

できるか」等の依頼に関しては、地域性もあるが、

多くの地域産業保健センターは困難と感じられ、

その理由としては「両立支援は事業の中に入って

いない」「医師会との調整が必要」などが聴取さ

れた。 

 

D.考察 

 今回のヒアリング調査の途中で知ったことでは

あるが、地域産業保健センターが行う『保健相談・

面接指導』は、１）「脳・心臓疾患のリスクが高

い労働者に対する保健指導」、２）「メンタルヘ

ルス不調の労働者に対する相談・指導」、３）「健

康診断結果に基づく医師からの意見聴取」、４）

「長時間労働者に対する面接指導」、５）「高ス

トレス者に対する面接指導」、に限られている。

この中には「両立支援」に関連する相談・指導は

入っていない。しかし、２）のメンタルヘルス不

調の労働者に対する相談・指導の中では復職に関

する相談をする余地はあると考えられ、一部コー

ディネーターからの聴取内容には実際にそのよう

な事例もあった。 

 一方、『個別訪問による作業環境改善などの助

言等』では、「医師及び労働衛生工学専門員が事

業場を訪問し、健康管理や作業環境改善などの指

導・助言を行います。※事情により健康相談・面

接指導を行います。」とある。 

 一般に企業の中で両立支援は、健康管理は勿論

のこと、作業管理・作業環境管理を含めて総合的

に３管理を行うものであり、上記の『個別訪問』

の目的に適っていると推察する。現に本調査では

『個別訪問』時にがん患者の復職について相談を

受けている地域産業保健センターの例があった。

その多くは「健康診断結果に基づく医師からの意

見聴取」で訪問した際に、復職してきた社員のこ

とで会社担当者から相談を持ちかけられたと聞い

た。その場合の「両立支援」の対応としては、「ワ

ンストップ」として機能している H センターを含

め、「主治医と相談して就業制限の内容を決めて

ください」という対応がコーディネーターの認識

として多かった。実際、同じ労働者が年間に２回
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以上、地域産業保健センターのサービスを受けら

れないという制約があるなかで、指導する医師の

側の姿勢としては主治医と本人・会社との相談に

委ねるしかないのだろうと推測する。 

 本調査では「両立支援の話を受けることは現在

の受託契約内容にはない。もし、受けるとなると

医師会の協力がないと進められない。」との意見

があった。大阪産業保健総合支援センター担当者

は、地域産業保健センターを開設した当時の医師

会との話し合いの中で、企業の個別の状況を把握

しなくても（実際に現場を巡視したり関係者から

事情聴取をするなど産業医として普通行っている

ことをしなくても）指導できる内容に限って健康

相談を受けるという方針が決められたと解説して

くれた。 

 歴史を改めて振り返ったところ、小規模事業場

の労働衛生管理の一層の向上を目的として、「地

区労働衛生相談医制度モデル事業」が平成元年

[1989年]度から実施することとされ、当初は全国

27の地区労働衛生相談医制度モデル事業実施地区

が指定され、事業が始められている。この成果等

を基に、小規模事業場に働く労働者に対する産業

保健サービスを充実させることを目的として、「地

区労働衛生相談医制度モデル事業」を廃止して、

「地域産業保健センター事業」が設けられた（文

献３ 平成 5 年[1993 年] 4 月 1 日付け基発第 225

号通達）。 

 この通達をみると、『健康相談窓口』では、「医

師等が健康相談に応じる」、「（相談内容として

は）相談者が関心を有する健康に係る事項とする」

とある。また『個別訪問による産業保健指導』に

ついては、「（事前調査）個別訪問による産業保

健指導に先立って、対象事業場の労働衛生管理体

制等に関する情報を収集し、整理する」、「（内

容）医師等が対象事業場を個別に訪問し、健康診

断結果に基づいた健康管理等に関して指導、助言

を行う。個別訪問による産業保健指導の実施後、

医師等は産業保健指導の内容等を記録する」とあ

る。この通達が出されて以降、「長時間労働者の

面接指導」、「メンタルヘルス不調者の面接指導」、

「ストレスチェックの実施と高ストレス者の面接

指導」など産業保健における様々な制度の改革・

導入がなされ、結果として「地域産業保健センタ

ー」の事業内容も拡張されてきたと推察する。 

 あらためて基発第 225 号をみると、『健康相談

窓口』では「相談者が関心を有する健康に関する

事項」の相談に応じ、また、『個別訪問による産

業保健指導』では「健康診断結果に基づいた健康

管理等」について助言、指導を行うとある。 

 「両立支援」は事業場においては「健康管理」

の一環である。さらに、「両立支援」は「働き方

改革」の中でも取り上げられている施策の一つで

あり、世界で最初の高齢社会となった我が国にお

いて働き手を確保するための重要な課題となって

いる。このような時代の流れの中で、「両立支援」

も地域産業保健センター事業の中に含まれるべき

と感じている。その実現のためには、厚生労働省、

日本医師会、労働者健康安全機構の間であらため

て地域産業保健センターの運営法について協議さ

れることを強く期待したい。 

 また、一般的には「両立支援」では主治医・会

社・産業医の間の複数回のやりとりが普通である

ことから、少なくとも２回以上の相談が可能とな

るように仕組みを変えていく必要があろう。でき

ることならば、「メンタルヘルス不調者」や「高

ストレス者」についても同様の対応が望まれる。

コーディネーターがフォローして最初に相談に応

じた医師に経過報告をし、必要なら医師はさらな

る意見を行うことが理想と考える。 

 地域産業保健センターの「個別訪問」の充実に

は、「対象事業場の労働衛生管理体制等に関する

情報を収集し、整理する」ことが重要と考える。

本調査ではこれについてのヒアリングは行わなか

ったが、コーディネーターの方々には契約した事

業場を事前訪問し、事業内容や安全衛生上の課題

など得られた情報をデータベース化して定期的に

更新し、関係郡市医師会と情報共有していくこと

が期待される。これによって健康相談担当医が替

わった場合でも事業場の状況を踏まえた指導が可

能になると推察する。また、医療訴訟が頻発して

いる時代において、産業保健分野でも医師を相手

とした訴訟も起こされている。地域産業保健セン

ターで活動して頂く産業医が安心して指導、助言

していただくために産業医賠償保険の充実と加入

促進も今後の課題と考える。 

 

<謝辞> 

数々の貴重な助言・情報提供を頂いた大阪産業

総合支援センター森岡学副所長、板直三労働衛生

専門職、谷垣文雄労働衛生専門職、小松教労働衛

生専門職、永田庸子保健師、並びに時間を割いて

ヒアリング調査にご協力頂いた各地域産業保健セ

ンターコーディネーターの方々に厚く御礼を申し

上げます。 

 

E.結論 

 病職歴データベースで患者背景を画一的に収集

し、それら背景と疾病、両立支援内容とその成否

などとの関係を分析・検討することにより、医療

機関内における両立支援の規格化につながる可能

性を示せた。 
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 地域産業保健センターを「両立支援」に関して

もワンストップ化するためには、日本医師会や郡

市医師会との協議の上で事業内容に「両立支援」

を盛り込むことが理想であり、契約事業場に関す

る情報共有、産業医賠償保険の充実などによる医

師への側面支援や面談可能回数の増加が欠かせな

いと考えられた。 

 次年度は両立支援の規格化を頻度の高いがん種

において試みるとともに、外部健診機関から精査

目的で紹介される就労者に対する両立支援モデル

の検討を行う予定である。 

 

F.健康危険情報 

 

G.研究発表 

１．論文発表 なし 

２．学会発表 なし 

 

H.知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 なし 

２．実用新案登録 なし 

３．その他 なし 

  

I．引用文献 

１．高橋 都：働くがん患者の職場復帰支援に関

する研究－病院における離職予防プログラム開発

評価と企業文化づくりの両面から、厚生労働科学

研究費補助金 疾病・障害対策研究分野 がん対策

推進総合研究 平成 27(2015)年度 

２．遠藤 源樹：企業ができるがん治療と就労の

両立支援実践ガイド、日本法令、2017 

３．「地域産業保健センター事業について」基発

第 225号（平成 5年 4月 1日） 

 

 

－19－



 

図 1　大阪労災病院における平成 30 年度からの就労がん患者に対する両立支援の案内
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平成 30 年度労災疾病臨床研究事業費補助金 

治療と就労の両立支援のための事業場内外の産業保健スタッフと医療機関の連携モデルとその活動評価

指標の開発に関する研究（１７０４０１―２） 

疾患別拠点病院による両立支援の検討 平成30年度報告 

 

分担研究者 荻野美恵子 国際医療福祉大学医学部医学教育統括センター 

研究要約：疾患別拠点病院等で就労が困難な脳卒中や神経難病を多く診療する神経内科医を対象として、
両立支援の情報提供を兼ねて、両立支援の現状把握を行うことを目的とした調査を行った。神経内科を
中心とした専門医（553名）に対するパイロットスタディーで200名の回答を得た。就労全般の利用可能な
就労支援システムについての知識を持っている専門医は少なく、就業に関する情報収集は初診時や病状
変化時に限られていること、治療方針決定時に就業を考慮することは半数程度であり、主治医として就
労継続に積極的には働きかけていないこと、両立支援のための意見書の書き方が分からないこと等、両
立支援の認識が十分でないことを明らかにし啓発的な情報提供を行った。本調査結果を基に調査票を改
良し、神経内科専門医5739名中パイロットスタディーの対象者553名を除いた5186名のうち、ランダムに
選択した4400名を対象とした大規模調査を開始した。専門医といえども、両立支援に対する十分な認知
がなく、調査によって介入のポイントを把握するとともに、同時に配布する資料で周知を進めていく。 

 
Ａ．研究目的 
 神経疾患は身体障害を伴うことが多く、疾患の
程度により就労が困難になる。神経疾患領域の両
立支援の対象疾患として頻度が多いものとして脳
卒中があげられ、難易度が高いものとして神経難
病があげられる。特に進行性疾患の場合には、今
後の変化を予測した両立支援が行われなければな
らない。そのため、このような神経疾患を多く診
療する拠点病院の医師は両立支援についての理解
や実践が求められる。 本研究では疾患別拠点病
院の両立支援における役割を明らかにし、活動評
価指標案を作成することを目的としている。その
ためまず現状を把握すべく、疾患別拠点病院等で
働く神経内科医を対象に両立支援に対する調査を
行うことを計画した。 
 平成29年度は大規模調査にあたり、パイロット
スタディーを計画し、調査票を配布した。今年度
は回収したパイロットスタディーの結果を解析し、
大規模調査にむけて検討し、大規模調査票の配布
および回収を行うことを目的とした。 
 
Ｂ．研究方法 
１．神経内科専門医にむけて、両立支援につき、
大規模アンケート調査を行うにあたり、日本神経
内科学会評議員553名を対象に昨年度検討した質
問内容でパイロットスタディーを行った。パイロ
ットスタディーにおいて、質問内容の妥当性、回
答傾向、調査そのものに対するアドバイス等を解
析した。 
２．郵送にて調査を行うにあたり、調査のみなら
ず、実臨床で参考になるような資料を添付し、啓
蒙活動を同時に行うことを試みたが、資料につい
てのコメントも解析した。  
３．パイロットスタディーをもとに神経内科専門
医5739名中パイロットスタディーの対象者553名
を除いた5186名のうち、ランダムに選択した4400
名を対象とした大規模調査を施行した。年度内に
回収しデータ入力を行う。 
４．実務者に対するインタビュー調査 

 
倫理的配慮 
アンケート調査における倫理的配慮については国
際医療福祉大学医学部倫理審査委員会にて審議し、
承認を得た。 
 
Ｃ．研究結果 
１．パイロットスタディーの結果 
日本神経学会評議員553名を対象にパイロットス
タディーを行い、200名の回答を得た（回収率36%）。 
 
回答結果の概略（資料１） 
①両立支援について複数ある相談先をどの程度知っ
ているか 
難病のある人の就労支援ＵＲＬの活用は５%に留ま
るなど、就労全般の利用可能な就労支援システムに
ついての知識を持っている専門医は少なかった。16
項目の内、最も知っているという回答が多かったの
は院内の医療相談窓口であり、それでも21%で、次は
難病相談支援センター14.9%、ハローワーク14.7%あ
った。他の項目は0.5～8.7%にとどまり、そもそも知
られていないことが予想された。そのため、大規模
調査では資料としてこれらの解説を追加したほうが
よいと判断した。また、質問項目としてハローワー
クを挙げた回答者がハローワークに難病担当がいる
ことまで知っているかどうかを明確にするように、
質問項目を変更した。 
②外来診療で就労について聞いているか 
初診時には必ず聞く57.5%だが、通常の外来時では
時々聞くが55.1%、ほとんど聞かないが31.3%、であ
った。病状変化時の対応も聞いているので、質問項
目としてはこのままでよいと判断した。 
③治療方針を決める際に仕事への影響を考慮するか 
常に考慮している52.3%、場合により考慮している4
5.2%であった。 
④患者の就労継続のために職場に働きかけるか 
求められればしているが70.9%、必要時が24.1%であ
った。主には診断書の作成との回答が87.5%と多く、
会社の担当者や患者に聞かれて説明が77%であった。 
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⑤就労における主治医の役割は重要か 
全くそうである38.2%、そうである58.3%であり、関
わる職種としてはMSW97%、主治医67%であった。 
⑥両立支援で困ること、主治医の役割で賛成するこ
と 「その他」の回答が多くはなかったので、質問
項目としては適切と思われた。 
⑦就労支援に関するHPを知っているか 
95%が知らないと答えているので資料として充実さ
せる必要があると思われた。 
⑧回答者の属性 
おおよそ評議員の属性と一致するので、偏りなく回
答を得ていることが予想された。50代54%、60代29.
8%であった。また、施設としては特定機能病院37%、
500床以上24%、急性期病院78%であった。 
⑨調査方法に関する自由記載 
調査項目に対する意見は少なかったが、このよう
な調査自体が有意義であるとの書き込みが多かっ
た。 
資料を同封したことについて目的が調査なのか啓
発なのかが不明との指摘があった一方で、資料の
添付に感謝の言葉が多くきかれた。 
 
Ｄ．考察 
１．パイロットスタディーについて 
選択肢においたその他の選択や書き込みは少なく、
質問項目は少し変える程度でよいと判断できた。 
また、資料の同封は啓発の意味もあり、大規模調
査でも行った方がよいものの、その位置づけにつ
いて、調査の依頼文に明示することが必要である
ことが分かった。 
今回のパイロットスタディーは代議員に向けて行
ったことから、年齢的にも経験豊富な専門医に限
られた調査であり、必ずしも拠点病院の実態を反
映しているとはいいがたい。神経内科専門医は拠
点病院に多く配属されていると考えられ、実態を
把握するためには、さらに多くの層の神経内科専
門医を対象とする大規模調査を行う必要があった。 
２．大規模調査について 

大規模調査においては、調査依頼文に、資料は
後に参考にしていただき、調査自体は資料を見る
前に行ってもらう事を依頼した。 

既に1000以上の回答を得ており（回収率23%）今
年度内にデータ入力を終了予定である。 
３．来年度の計画について 
・大規模調査結果詳細に分析 
・その結果をもとに活動評価指標の設定と評価に
ついて解析する 
・インタビュー内容をまとめる 
 

Ｅ．結論 

神経内科学会の代議員を対象としてパイロットス
タディーを実施し、両立支援に関する基礎的な情
報を得るとともに、調査結果を基に質問票を改良
し神経内科専門医をランダムに抽出した大規模調
査を開始した。専門医といえども、両立支援に対
する十分な認知がなく、調査によって介入のポイ
ントを把握するとともに、同時に配布する資料で
周知を進めていく。 

Ｆ．健康危険情報 

なし 

 

Ｇ．研究発表 

荻野美恵子.就労に関する神経内科専門医の意識
調査パイロットスタディー 第６回 日本難病医療
ネットワーク学会学術集会 2018．11.17岡山 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況(予定を含む。) 

１．特許取得 

なし 

２．実用新案登録 

なし 

３．その他 

なし 

 

I．引用文献 

なし 
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就労に関する神経内科専⾨医
の意識調査

パイロットスタディー

資料１

【⽬的】
•難病患者の就労にとって主治医の就労に対する意識は
⼤きく影響する。
•専⾨医の就労に対する意識調査
•今回は全専⾨医を対象とした調査にむけてのパイロッ
トスタディー
•平成30年度労災疾病臨床研究事業費補助⾦「治療と就
労の両⽴⽀援のための事業場内外の産業保健スタッフ
と医療機関の連携モデルとその活動評価指標の開発に
関する研究」 (170401―2) の⼀環として⾏った
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【⽅法】
•⽇本神経学会評議員553名を対象
•就労についてどのように関わっているか
•現状で利⽤できるツールについてどの程度
知っているか
•無記名アンケートを郵送にて施⾏

＊ご協⼒いただきましてありがとうございます

11%89%

11 性別(%)

⼥性
男性

0.0
0.0

16.2
54.0

29.8
0.0
0.0

0 20 40 60
20代
30代
40代
50代
60代
70代

80歳以上
12 年代別 (%)

32.8
18.2

12.6
3.5
2.5

8.6
9.1

6.1
3.5
3.0

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0
関東
近畿

九州沖縄
甲信越
四国
中国
東海
東北

北海道
北陸

13 勤務地(%)

15.2
82.3

0.0 50.0 100.0

郡部
都市部

14 勤務地の特性
(%)

5%
37%

24%
28%

6%
0%

0% 10% 20% 30% 40%

クリニック
特定機能病院

⼀般病院500床…
⼀般病院200床…
⼀般病院199床…

その他

15-1 勤務先について(%)

3%
3%

78%
12%
3%
3%
8%

0% 100%
その他

回復期リハビリ…
急性期病院
障害者病棟

地域包括ケア病棟
特殊疾患病棟

療養病棟
15-2 病院機能別勤務先(%)

回収率 200/553 36%
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4.5

0.5

70.9

24.1

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0

していない

その他

求められればしている

必要時常にするようにしている

４．患者が仕事を継続できるような⼯夫や職場への
働きかけをしているか(%)

38.2 

58.3 

3.5 

0.0 

0 50 100

1

2

3

4

５ 患者が就業を継続するために
主治医の役割は重要だと思うか

全くそうである
そうである

違う
全く違う
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7.0

97.0

37.5

67.0

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0120.0

その他

医療ソーシャルワーカー…

看護師

主治医

6 医療機関における患者の就業⽀援はど
の職種が関わるべきか(%)

その他：リハビリスタッフなど

2.5

0.0

45.2

52.3

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

あまり考慮していない

その他

場合により考慮している

常に考慮している

3 治療⽅針を決める際の仕事への影響
を考慮するか(%)
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4

38.5

57.5

0

0 20 40 60 80

ほとんど聞かない

時々聞く

必ず聞く

聞かない

2-1 外来での患者の仕事に関する情報
収集 (%) 初診時

10.6

58.3

28.6

2.5

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

ほとんど聞かない

時々聞く

必ず聞く

聞かない

2-2 外来での患者の仕事に関する情報
収集 (%) 病状変化時
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31.3
55.1

7.6
6.1

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

ほとんど聞かない
時々聞く
必ず聞く
聞かない

2-3 外来での患者の仕事に関する情報
収集 (%) 再診時

89%11%

7患者の両⽴⽀援の問題に関った事があるか…

いいえ
はい

87.5

64.5

77.5

77

43.5

1

0 50 100

S2-1

S2-2

S2-3

S2-4

S2-5

S2-6

7-1 患者の両⽴⽀援の
問題にどのように関っ

たか(%)

患者からの依頼で診断書作成

産業医からの依頼で診療情報提供書を作成

会社の担当者から就業上の留意事項に
ついて意見をきかれた

患者から就業上どのようなことに配慮すれ
ばよいか意見を聞かれてアドバイスをした

患者から就業上のことを相談され院内
のMSWを紹介した

その他
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3

31.5

42.5

54.5

21.5

31.5

7.5

0 20 40 60

1

2

3

4

5

6

7

9 主治医の役割につい
て賛成する項⽬(%)

「主治医意見書」の作成や連携で要したコストをどのように
請求・処理すればよいのかわからない。

職場に提出する「職場復帰・就労に関する主治医意見書」
の作成を患者から依頼されたが、そもそも患者の職場で
の情報がわからず、何を書いたらよいかわからない。

連携の趣旨は理解できるが、会社に雇われている産業医や
産業看護職が、患者のために熱心に働くとは思えない。患者
も産業医の存在など職場で見聞きしたこともないという。

連携の趣旨は理解できるが、守秘義務の点での不安や、提
供情報がどのように使われ管理されるのかの不安が大き
い。

患者の仕事を考慮した治療を行う気持ちはあるが、診療
現場が忙しすぎて手が回らない。

臨床医は患者の治療を医学的に検討することが最優先課
題であり、患者の社会生活を考慮する必要性や意義はない

連携の趣旨は理解できるが、会社の窓口が見えずどう連携
したらよいかわからない。
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8 主治医として両⽴⽀援で
困るであろうこと(%)

どのように仕事先を探したらよいかきかれたとき

医療者に相談なく、仕事を辞めてしまった後
に、その事実をしったとき

本人が就労を継続したいのか本人自身も不明確な時
にどのように支援すればよいか

勤務先につたえた内容により、当該患者が不利になる
ことはないのかという心配

本人の承諾があるとはいえ、勤務先にどのような内容
の情報を伝えてよいのかの判断

通勤手段の工夫について聞かれること

業務内容が明確に把握できない状態で就労の継続の
可能性を聞かれることどのような工夫や配慮が必要か
提示を求められること

業務内容が明確に把握できない状態で就労
の継続の可能性を聞かれること
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【結果】
•200名（36%）より回答をえた。
•就労全般の利⽤可能な就労⽀援システムについて
の知識を持っている専⾨医は少なく、難病⽀援セ
ンターなどの難病に特化した⽀援体制については
⽐較的知っている専⾨医が多かった。
•患者の就労に対する主治医の役割が重要であると
いう意識はあるものの、問われたら対応する、
MSW等他の職種に紹介するということが多い現
状が分かった。

【考察】
•就労⽀援における主治医の役割について理解して
いるものの、情報把握は⼀部にとどまっていた。
•今回は評議員対象であったため専⾨医対象では⺟
集団が若くなるため異なる結果が予想される
•今回アンケート⽤紙とともにそれらの資料を同封
したところ、問い合わせもあり、このような情報
の共有がまずは必要と考えた。
•神経内科専⾨医全員に対して⾏う調査では、情報
伝達も含めて施⾏することを予定している。
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中小企業における治療と就労の両立支援の推進に 

産業保健師が果たす役割の明確化と多職種連携モデル開発に関する検討 
 

研究分担者 錦戸 典子 東海大学大学院 健康科学研究科看護学専攻 教授 
研究協力者 石川 真子 東海大学 研究技術員 
      﨑山 紀子 東京医療保健大学千葉看護学部 助教 

 
研究要旨 

本研究の目的は、中小企業ならではの両立支援の在り方を明確にするとともに、産業保健師が果たし

得る役割を明らかにし、中小企業における多職種連携モデルの開発に向けた示唆を得ることである。本

年度は、1）両立支援において産業保健師が果たしうる役割を明確にするために産業保健師へのインタビ

ュー調査の追加、2）多職種連携モデルの作成と妥当性検証のために多職種多機関へのインタビュー調査、

3）多職種連携モデルの活用可能性の検討と修正のために経営者へのインタビュー調査、を実施した。そ

の結果、1）産業保健師が果たしうる役割は所属する機関によって異なるものの、【日頃からの支援】と

【病気になった労働者とその職場への支援】を連動させながら支援を行っていることが明らかとなった。

2）中小企業の両立支援には、様々な職種や機関が関わっていたが、職種や機関間の連携は殆どないこと

が明らかとなった。3）中小企業における両立支援を、直接的または間接的に支援できる職種・機関に分

け、支援の内容によって、それぞれの職種・機関が連携しながら中小企業の両立支援を推進していく多

職種連携モデルを作成した。 
 
 
Ａ．研究目的 

中小企業における治療と就労の両立支援の普

及・推進において、産業保健師が果たす役割を明

確化し、産業保健師を含む多職種連携についての

現状を把握し、中小企業ならではの効果的な多職

種連携モデルの開発を行う。 
 
B．研究方法 
1．両立支援における関連機関ごとの産業保健師

の支援内容と役割 
関連機関ごとの支援内容と役割を整理するた

めに、産業保健師へのインタビューを継続し、実

施した。 
1）対象者 

地域産業保健センターや産業保健総合支援セ

ンターに所属する保健師、および開業保健師、計

11 名。（労働衛生機関所属の産業保健師 4 名は 29
年度調査済） 
2）データ収集方法  
 29 年度使用したインタビューガイドを用いて、

個別またはグループインタビューを実施した。イ

ンタビュー時間は 60～90 分とし、許可を得て IC
レコーダーに録音した。 
3）データ分析方法 
  (1)逐語録を作成し、研究目的に沿った文脈・

フレーズを抽出した。さらに、抽出した文脈・

フレーズをコード化し、内容の類似性に着目し

て類型化した。 
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(2)(1)の結果をもとに、研究者間で検討を行い、

両立支援に関する産業保健師の役割を「日頃か

らの支援」と「病気になった労働者とその職場

への支援」に再整理した。  
 

2．多職種多機関インタビューに基づく多職種連

携モデルの作成と妥当性の検証 
中小企業経営者へのインタビュー（29 年 

度調査済）や、方法 1.の結果をもとに研究者間で

多職種連携モデルを作成した。多職種へのフォー

カス・グループ・インタビュー（FGI）を実施し、

モデルの妥当性について検証した。 
1）対象者 

産業保健総合支援センターの副所長、相談員、

両立支援促進員、産業保健専門職（保健師）、労

働衛生専門職（両立支援担当）、地域産業保健セ

ンター保健師、開業保健師、社会保険労務士等。 
2）データ収集方法 

研究者間で作成した多職種連携モデルを見て

いただきながら、下記インタビューガイドを用い

て、個別またはグループインタビューを実施した。

インタビュー時間は60～90分許可を得て ICレコ

ーダーに録音した。 
インタビューガイド  
①中小企業への両立支援において実践してい

ること、今後実践できると思う事 
 ②①を行う上での工夫や留意点 
 ③両立支援を効果的かつ円滑に行うための他

機関や多職種連携の必要性 
④両立支援を効果的かつ円滑に行うための有

用な情報やツールの必要性 
3）データ分析方法 

インタビュー結果をもとに、研究者間でモデル

案に含まれる関連機関や内容の追加・修正を行っ

た。 
 
3．経営者による多職種連携モデルの活用可能性

の検討と修正 

1）対象者 
中小企業経営者 7 名を対象とした。 

2）データ収集方法 
方法 2.で得られた結果をもとに追加・修正した

モデルを見ていただきながら、モデルの活用可能

性や、今後、中小企業で両立支援を推進するにあ

たり、意見を聴取した。インタビュー時間は 60
～90 分とし、許可を得て IC レコーダーに録音し

た。 
3）データ分析方法 

インタビュー結果をもとに、多職種連携モデル

案の追加・修正を行った。 
 
倫理的配慮 
本研究は東海大学健康科学部倫理委員会 

の承認を得て実施した（第 17-11 号）。 
 
C．研究結果 
1．両立支援における関連機関ごとの産業保健師

の支援内容と役割 
地域産業保健センター、産業保健総合支援セン

ター、労働衛生機関に所属する産業保健師、開業

保健師の計 15 名にインタビューを実施した。両

立支援における産業保健師の役割を【日頃からの

支援】と【病気になった労働者とその職場への支

援】に分け、機関ごとに整理した。（表 1） 
労働衛生機関および開業保健師においては、

【日頃からの支援】として、①事業主や人事労務

に対して、両立支援に関する情報提供を実施、②

社内規定や対応マニュアル作成のきっかけ作り、

など会社の状況やニーズに応じて可能なところ

から両立支援の体制づくりを実施していること

が示された。また、【病気になった労働者とその

職場への支援】としては、①社員（患者）や、そ

の上司・同僚への相談対応、②社員（患者）・主

治医・産業医・事業場担当者の意思疎通が図れる

ように、間に入ってサポートする、などきめ細か

な個別調整支援を実施し、コーディネーター的役
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割を果たしていた。 
小規模事業場への公的支援機関である地域産

業保健センターと産業保健総合支援センターに

おいては、両立支援の推進における役割の明確化

の有無によって、活動範囲に違いがみられた。役

割が明確にされていない地域産業保健センター

では、経営者に対して、安全配慮義務や人材確保

の視点から健康管理の必要性のみ説明し、両立支

援の啓発は殆ど実施できていない状況であった。

また、事業者や社員（患者）から両立支援に関す

る相談の依頼があった場合は、情報収集・アセス

メントを行うものの、実際の支援は行えず、必要

があれば産業保健総合支援センターにつないで

いた。一方、両立支援の推進に関する役割が明確

にされている産業保健総合支援センターでは、

【日頃からの支援】として、両立支援に関する周

知・広報や、関連職種や事業者などを対象とした

研修・セミナーの実施、さらに、事業者からの依

頼に応じて両立支援に関する制度導入支援を実

施していた。また、【病気になった労働者とその

職場への支援】としては、労働衛生機関や開業保

健師と同様に、事業者や社員（患者）からの依頼

に応じて、相談対応や個別調整支援を実施できる

体制であった。しかし、現状では、依頼そのもの

がなく、殆ど実施できていない状況であった。 
 

2．多職種多機関インタビューに基づく多職種連

携モデルの作成と妥当性の検証 
 結果 1．および、29 年度の経営者インタビュー

調査結果をもとに、多職種連携モデル案を作成し、

多職種 FGI を実施した結果、以下の意見が得られ

た。 
1）両立支援における現状 
 中小企業の両立支援を推進するための活動とし

て、①両立支援に関する周知・啓発、②制度作り、

③事例支援の実施、の三つに分類した。①の周知・

啓発に関しては、労働組合、健康保険組合、保健

所・保健センター、がん支援課、都道府県労働局

などが支援を行い、②の制度作りについては、社

会保険労務士などが支援を行っていた。③の事例

支援では、主に、医療機関（がん拠点病院）、保健

師、非常勤産業医が関わっており、状況によって

は、難病センター、ハローワーク、地域障害者職

業センターなども関わっていた。また、産業保健

総合支援センター、開業保健師は①～③全てに関

わる支援を行っていた。①～③に関わる機関や職

種は、それぞれ単独で中小企業への支援を行って

おり、機関同士のつながりは殆ど語られなかった。 
 また現在、現場に近い地域産業保健センターの

業務には、両立支援が入っておらず、支援が実施

できない状況にあるため、地域産業保健センター

の両立支援における役割の明確化や業務の見直し

の必要性が語られた。 
2）多職種連携モデル案に対する意見 
(1)両立支援の周知・啓発について 
①現在、啓発活動を行っている機関だけでは、

情報の周知に限度があること、②今後、効果的に

情報を拡散するために、地域の中核病院、商工会

議所・中小企業家同友会・経団連等の経済団体、

生命保険会社、地域産業保健センター、で啓発活

動を行うこと、などが提案された。 
(2)両立支援の制度づくりと事例支援実施につい

て  
制度づくりにおいては、①社会保険労務士と保

健師が両者の強みを生かし、協働して支援を行い、

より実情に即した支援を実施できる可能性がある

こと、②公的機関の無料のサービスだけでは、対

応できない場合があるため、有料機関のサービス

へつなぐ、③無料で利用できる公的機関から有料

機関へつなぐ際の紹介方法のルールづくり、支援

スキルの標準化などが提案された。 
 

3．経営者による多職種連携モデルの活用可能性

の検討と修正 
 結果 2.で追加・修正した多職種連携モデル案の

活用可能性について、中小企業経営者にインタビ
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ューを実施した結果、以下のような意見が得られ

た。 
1）両立支援における現状 
 両立支援の実施には、経営者の意識や方針の影

響が大きいため、経営者の意識改革が必要である

こと、また、業種によっては、トップからの通達

などにより即実行に移す可能性が語られた。

（例：建設業では、発注先の国土交通省から、両

立支援の実施が入札の必要条件となることが示

されれば即実施する可能性がある。） 
2）多職種連携モデル案に対する意見 
(1)両立支援の周知・啓発について 
 中小企業の経営者は、地域産業保健センターや

産業保健総合支援センターの存在を殆ど知らず、

活用方法も不明ということが語られた。全国労働

衛生週間や社会保険労務士等を活用した周知方

法が提案された。今後、中小企業において、両立

支援を周知・啓発するための方法として、意識の

高い経営者（中小企業家同友会や人を大切にする

経営学会の会員など）をターゲットに、両立支援

の啓発や事例紹介、保健師導入のモデル事業を行

い、その効果を周知する方法が提案された。 
(2)両立支援の制度づくりと事例支援実施につい

て  
 両立支援の制度づくりや、事例支援を推進して

いくためには、両立支援に関わる人々が活用でき

る関連機関や職種を知るだけにとどまらず、日頃

から、お互い顔の見える関係を作ることが重要で

あると語られた。例えば、中小企業の担当者が安

全管理者や衛生管理者の資格を取得した後、産業

保健専門職とお互いに自己紹介できる場をセッ

ティングすることで、必要時スムーズに連携でき

る可能性が示された。 
また、産業保健専門職と社会保険労務士との連

携に関しては、社会保険労務士に対して、産業保

健専門職の存在や活用方法、及び相談機関等の情

報提供が必要であるということが示された。 
3）多職種連携モデルの作成 

 両立支援における産業保健師の支援・役割、多

職種 FGI、経営者 FGI の結果を統合し、多職種

連携モデルを作成した。（図 1） 
 中小企業における両立支援を、①日頃からの支

援、②病気になった社員とその職場への支援の 2
つに大別した。それらの支援を、様々な機関が、

直接的または間接的に実施し、それぞれの機関が

連携しながら中小企業の両立支援を推進してい

くモデルを作成した。 
①日頃からの支援に関しては、「経営者の方

針・意識」、「職場の雰囲気・コミュニケーション」、

「健診後のフォロー」、「勤務・休暇制度」が含ま

れた。これらの支援を直接的に行える可能性があ

るのは、産業保健総合支援センター、地域産業保

健センター、保健所・保健センター、開業保健師

であった。また、直接的な支援を推進していくた

めに、経営者団体、労働組合、健康保険組合、生

命保険会社などの機関が間接的に関わることを

示した。 
②病気になった社員とその職場への支援に関

しては、「勤務・休暇制度」、「社員（患者）に応

じた勤務時間・内容・環境の工夫」、「上司・人事

労務担当者の対応」が含まれた。「勤務・休暇制

度」については、社会保険労務士と開業保健師（非

常勤雇用の保健師）が互いに連携しながら直接的

に支援を行うモデルとした。その他の事例支援に

ついては、医療機関（主治医・看護師・医療ソー

シャルワーカー）、開業保健師、労働衛生機関の

保健師、非常勤産業医、労働・安全コンサルタン

ト、産業保健総合支援センターが直接的に支援で

きる可能性を示した。間接的には、難病センター、

ハローワークなどが関われることを示した。 
 
D. 考察 
中小企業の両立支援に関する、関連機関ごとの

産業保健師の役割を整理した。 
労働衛生機関の産業保健師、開業保健師へのイ

ンタビューから示された役割は、保健師が社風を
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考慮し、経営者および事業場担当者との良好な人

間関係を元に、事業場担当者、産業医、対象者ら

のコーディネーター的役割および情報提供の役

割を担い、事業場と社員との中立の立場として、

きめ細かな個別調整支援を実施する役割であっ

た。小規模事業場への公的支援機関である地域産

業保健センターでは、役割が明確にされていない

ために、両立支援の啓発は殆ど実施できておらす、

事業者や社員（患者）から両立支援に関する相談

の依頼があった場合は、情報収集・アセスメント

を行うものの、実際の支援は行えず、必要があれ

ば産業保健総合支援センターにつなぐという役

割であった。一方、両立支援の推進に関する役割

が明確にされている産業保健総合支援センター

では、両立支援に関する周知・広報や、関連職種

や事業者などを対象とした研修・セミナーの実施

しており、事業者からの依頼に応じて両立支援に

関する制度導入支援を実施する役割であった。ま

た、労働衛生機関や開業保健師と同様に、事業者

や社員（患者）からの依頼に応じて、相談対応や

個別調整の役割を担っている役割が示された。中

小企業の両立支援に関する産業保健師の役割は、

労働衛生機関の保健師、開業保健師、産業保健総

合支援センターの保健師は、事業場担当者、産業

医、対象者らのコーディネーター的役割および情

報提供の役割を担い、事業者や社員（患者）から

の依頼に応じて、相談対応や個別調整の役割等、

共通した役割を担っていた。しかし、地域産業保

健センターの保健師は、情報収集・アセスメント

を行うものの、地域産業保健センターの業務が明

確化されていないために両立支援は実施できて

いない。こうした現状において、両立支援を推進

していくには、地域産業保健センターの役割を明

確にし、中小企業が適切に、スムーズに支援を受

けることができる体制を整備することが必要で

あると考えられた。 
両立支援における多職種連携の現状と課題と

して、両立支援の周知・啓発は、現在、産業保健

総合支援センター、保健所・保健センター、都道

府県労働局などが実施しており、現在の支援機関

だけでは十分に周知できていないことから、今後

は、がんを告知する中核病院、経済団体、生命保

険会社などとの連携の必要性が語られた。現在、

周知活動を行っている機関が中心となり、上記の

ような、中小企業と関わりの多い機関を活用しな

がら、両立支援に必要な情報を拡散させることに

より、中小企業のすみずみまで情報が届きやすく

なる可能性が示唆された。 
制度づくりに関しては、現在は主に社会保険労

務士が両立支援を行っていたが、今後は、医療の

専門知識を有する産業保健師と社会保険労務士

が協働して制度づくりを行うことで、より会社の

実情に即した支援が行える可能性が示された。社

会保険労務士と保健師の連携を実現するために、

まずは、社会保険労務士に対して、産業保健専門

職の存在や活用方法、及び相談機関等の情報提供

を行う必要があると考えられた。 
事例支援実施に関しては、現在は、社会保険労

務士、医療機関（がん拠点病院）、保健師、非常

勤産業医などが、中小企業の担当者と連携して支

援を行っていた。保健師が支援に携わっている場

合は、これらの機関、職種の間に入り、お互いを

つなぐためのコーディネーター的役割を担って

いた。しかし、保健師が携わっていない場合、中

小企業の担当者、または社員（患者）は全て自分

たちで調整を行わなければならず、医療の専門知

識がない不安と非常に手間と労力がかかること

が示唆された。今後、事例支援を実施する際に、

産業保健総合支援センターの保健師、開業保健師、

労働衛生機関の保健師を活用することにより、関

係機関との連携がスムーズに行われ、両立支援に

おける中小企業の負担を軽減できると考えられ

る。今後、中小企業の担当者（安全管理者や衛生

管理者など）と保健師の連携を実現するためには、

中小企業において、保健師の存在や役割が知られ

ていないことを踏まえ、保健師の存在や役割を周

－42－



 

知する必要があると考えられた。また、中小企業

の担当者が安全管理者や衛生管理者などの資格

取得後に産業保健専門職と自己紹介できる場を

セッティングするなどし、顔がみえる関係を構築

しておくことが、スムーズに連携を行う上で欠か

せないと考えられた。 
最後に、多職種連携の現状として、様々な機関

が両立支援の推進に関わっており、それらの機関

はそれぞれ単独で、啓発や制度作り、事例支援を

実施しており、関連機関との連携は殆どない。そ

のため、両立支援に関わる支援機関が複数ある中

で、どの機関にどのような内容を相談すればよい

か等、中小企業にとって、非常に分かりにくい状

況であると考えられる。従って、産業保健総合支

援センターが両立支援に関する最初の相談窓口

となり、相談内容によって関連機関につなぎ、ワ

ンストップで支援を受けられる仕組みづくりが

必要であると考えられた。 
 
E．結論 

1）中小企業の両立支援に関する産業保健師の

支援内容や役割は、所属する機関ごとに役割が異

なることが明らかとなった。2）中小企業におけ

る両立支援の周知・啓発や、事例支援の実施は、

様々な機関が関わっているものの、それぞれの機

関間の連携は殆どないことが明らかとなった。3）
保健師の役割の明確化および両立支援の現状と

課題を踏まえ、多職種連携モデルを作成した。今

後、多職種・多機関間の相互理解を深めるために、

関連機関間のネットワークを構築し、照会できる

ようなシステムがのぞまれる。 
 
G．研究発表 
1．論文発表 
1）錦戸典子．【多様な「働き方」とメンタルヘル

ス】治療と就労の両立支援の推進に向けた課題と

メンタルヘルスの視点 保健師を含めた多職種

連携による支援モデルの検討．産業精神保健 

2018；26 特別号：49－52 
2）﨑山紀子，錦戸典子．産業保健師の産業保健

活動から見た中小企業におけるがんを含む疾病

を持つ社員の治療と就労の両立支援の現状と課

題. 日本健康教育学会誌．2019 【印刷中】 
 
2．学会発表【登録中】 
1）﨑山紀子，錦戸典子，石川真子：中小企業に

おける治療と就労の両立支援 第 1 報：経営者か

ら見た現状と課題. 日本産業衛生学会. 2019 
2）石川真子，錦戸典子，﨑山紀子：中小企業に

おける治療と就労の両立支援 第 2 報：産業保健

師から見た現状と課題. 日本産業衛生学会. 2019 
3）錦戸典子，石川真子，﨑山紀子：中小企業に

おける治療と就労の両立支援 第 3 報：多種連携

モデルの開発と妥当性の検討. 日本産業衛生学会. 
2019 
 
H. 知的財産権の出願・登録状況 
なし 
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表 1．中小企業の両立支援に関する、関連機関ごとの産業保健師の役割 

  日頃からの支援 病気になった労働者とその職場への支援 

地域産業 

保健センター 

■周知活動：労働基準協会や安全衛生週間などを

通じて、地産保や産保センターの周知 

■1、2次予防：健診後のフォローを通じて、社

員に対する 1次・2次予防の必要性を説明、およ

び、経営者に対して安全配慮義務や人材確保の視

点から健康管理の必要性を説明。但し、両立支援

の啓発は殆ど実施できていない 

■連携：医療および産業保健の知識を用いて情報収集・

アセスメントを行い、両立支援が必要な際、ワンストッ

プで産業保健総合支援センターへつなぐ 

 

産業保健総合

支援センター 

■周知・広報：産業保健関連のイベント等での周

知、機関紙・HP等での広報 

■研修・セミナー：関連職種や事業者などを対象

として、両立支援に関する研修・セミナーを実施 

■個別訪問支援：事業者からの依頼に応じて、会

社を訪問し、管理監督者や労働者等に治療と仕事

の両立への理解を促す教育を含め、両立支援に関

する制度導入を支援 

■相談対応：社員（患者）、事業者、人事労務担当者、

産業保健スタッフからの相談に、電話・メール・面談で

対応 

■個別調整支援：事業者からの依頼に応じて、社員(患

者)や医療機関から情報収集した結果を事業者へ伝え、

事業所の状況を考慮しながら就業上の措置に関する助

言を行う。また、本人や事業所の状況に合わせた両立支

援プランを策定するために、関係者間の意見を調整する

役割が担える。但し、実施は殆どできていない 

労働衛生機関

（健診機関） 

■制度導入支援：安全衛生委員会への出席などを

通じた、両立支援を含めた産業保健関連の体制づ

くりや、各種制度づくりの具体的な支援（相談窓

口や各担当者の役割の明確化および連携・支援体

制の確立、等） 

■啓発：疾病への偏見軽減を図るための啓発活動

を含めた情報提供 

■個別調整支援：個人情報の保護に留意しながら、復職

者への連絡と事前の情報収集を行い、事業場担当者およ

び産業医への情報提供と面接日程の調整。復職後は、主

治医からの治療方針等の医療情報に関して、本人や会社

関係者に分かり易く説明し、社員（患者）の心理的側面

のフォローや必要な職場環境調整を実施。復職後、就業

上の配慮が必要な人と、それ以外の人とがフェアに会社

の中で存在するための情報収集・提供 

■相談対応：随時、本人と職場からの相談に対応し、必

要に応じて他職種へもつなぐ  

開業 

保健師 

■啓発：事業主や人事労務に対して、両立支援を

含む、産業保健全般に関する情報提供を行い、可

能なところから社内規定や対応マニュアル作成

のきっかけを作る。安全衛生委員会などにも出席

し、体制・制度づくりを支援。 

1次～3次予防が連携して行えるような支援。 

■制度導入支援：事例発生をきっかけに、事業所内で不

足していた制度導入を支援 

■相談対応：医療知識がなく、社員（患者）への対応方

法が分からない上司や関係者へのアドバイス、及びメン

タル面でのフォロー 

■調整支援：社員（患者）・主治医・産業医・事業場担

当者の意思疎通がうまくいくよう間に入ってサポート

し、本人に合わせた就業措置の決定と実施が行われるよ

う支援。職場復帰後も定期的にフォローを行って、必要

な支援を実施 
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平成 29年度 労災疾病臨床研究事業費補助金 

「治療と就労の両立支援のための事業場内外の産業保健スタッフと医療機関の連携モデルとその活動評

価指標の開発に関する研究」 (170401―2) 研究代表者：堤 明純 

分担研究報告書 

 

企業外労働衛生機関における治療と職業生活の両立支援についての実態調査 

全国労働衛生団体連合会会員機関へのアンケート調査まとめ 

 

【分担研究者】京都工場保健会 理事   森口 次郎 

【研究協力者】北里大学医学部公衆衛生学単位 教授 堤 明純  

【研究協力者】北里大学医学部 講師   江口 尚 

【研究協力者】株式会社イトーキ人事統括部 保健師 鳰原 由子 

 

本研究は平成 29 年度に実施したが、アンケートの回収時期が平成 30 年 3 月中旬となったため、平成 30

年度報告書に掲載した。 

 

研究要旨 

近年、疾病と就労の両立支援への取り組みが進められているが、これまでの疾病と就労の両立支援に

ついての研究は大企業を中心とするものが多く中小企業の情報が不足している。本研究では、中小企業

の産業保健活動の主要な担い手である企業外労働衛生機関における両立支援活動の実態と要望の把握お

よび好事例の収集を目的として、アンケート調査を実施した。 

全国労働衛生団体連合会（全衛連）の会員 111機関にアンケートを郵送し、回答を得た 66機関を対象

とした。両立支援に関する相談対応などの取り組みが一部の機関で始まっており、今後の取り組みに意

欲を持つ機関が多いことが確認された。両立支援を推進するための外部支援では、専門職向けの研修と

機関の経営層向けの研修が上位であった。支援を得たい機関では、「産業保健総合支援センター」が最上

位であった。「事業場における治療と職業生活の両立支援のためのガイドライン」の認知度は、専門職が

渉外職を上回っていたが、いずれも低率であった。現時点での顧客企業からの両立支援についての問い

合わせ状況は、「問い合わせあり」が５％であったが、今後の両立支援に関する相談には、約６割の機関

が産業保健総合支援センターをはじめとする外部機関との連携を含めた対応を検討していた。両立支援

に関わる好事例や両立支援における労働衛生機関の役割についての意見は、８機関から提出があった。 

今後は「事業場における治療と職業生活の両立支援のためのガイドライン」の認知率向上、求められ

る外部支援の整備などに取り組む必要があると考えられた。
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A．目的 

近年、がんなどの疾病に罹患した労働者の治療

と職業生活の両立支援は、国における最重要課題

となっており、がん 1)、脳卒中 2)、難病 3)など幅広

い疾病についての知見が集積しつつある。しかし、

重篤な疾病に罹患した患者は、復職や復職後の就

労継続が困難な場合があり、ことに中小企業は一

般に人的資源、金銭的資源が大企業に比べて乏し

く、疾病を抱えた労働者の就労支援についても差

があると考えられるが 4）、これまでの治療と就労

の両立支援についての研究では、常勤の産業保健

職のいる事業場を対象とするもの、専属産業医の

割合が高い大企業を中心とするものなどが多い 1), 

2), 5)。また、中小企業における産業保健活動の中核

である企業外労働衛生機関（労衛機関）の、顧客

企業や保険者への両立支援に関するサービスの提

供については、情報がほとんどない 6）。そこで、

両立支援活動における労衛機関の実態と要望の把

握および好事例の収集を目的として、インタビュ

ー調査及びアンケート調査を実施した。本報告書

ではアンケート調査について述べる。 

 
B. 方法 

既存の類似研究が存在しなかったため、アンケ

ートに用いる調査票は研究代表者、分担研究者、

研究協力者および他の分担研究者等で検討して作

成した。調査票の項目として、①労衛機関として

の治療と職業生活の両立支援のための現在の顧客

サービス、今後取り組みたいこと、②労衛機関の

両立支援を推進するために必要な外部支援、③労

衛機関職員の治療と職業生活の両立支援に関する

研修受講実績の有無及びその内容、④厚生労働省

「事業場における治療と職業生活の両立支援のた

めのガイドライン」7)についての労衛機関に所属す

る産業保健専門職（医師、看護職など）と渉外職

の認知度、⑤顧客企業から労衛機関への両立支援

についての問い合わせの有無とその内容、⑥顧客

企業などから労衛機関に対して両立支援に関する

相談があった場合の対処方法、⑦労衛機関におけ

る両立支援に関わる好事例及び両立支援における

労衛機関の役割についての意見、⑧労衛機関の常

勤労働者数、⑨労衛機関の常勤医師数及び産業医

数、⑩労衛機関の常勤看護職数及び保健師数、⑪

労衛機関の顧客事業場数及び健康診断実施総数、

⑫労衛機関の所在地である。実際の調査票は本報

告書の末尾に添付する。 

アンケート調査は、平成 30 年１月 19 日に、全

国労働衛生団体連合会（全衛連）の会員のうち、

インタビュー調査を実施した 10 機関を除外した

111 機関に郵送した。平成 30 年２月 19 日に全機

関に向けて督促を行い、平成 30 年３月 19 日まで

に回答を得た 66 機関（回答率 59％）を分析対象

とした。 

 
C. 結果 

１． 対象機関の基本属性 

 アンケートに回答した労衛機関の基本的な情報

を図１、表１に示す。労働衛生機関の規模では、

労働者数 50 人未満が 20％、労働者数 50～99 人

規模が 20％、労働者数 100～199 人規模が 33％と

多数を占めた。年間の健診概数は 10 万人（中央値）、

常勤医師数は６名（中央値）、常勤看護職数は 10

名（中央値）であった。 

 
２． 両立支援の組織的な取り組み概要 

 労衛機関の両立支援のための「現在」の組織的

取り組み、「今後」組織的に取り組みたいこと、取

り組む予定がないことについての集計結果を図２

に示す。 

両立支援に関する事業場担当者や当該労働者か
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らの相談への支援は、13-15％の機関で取り組まれ

ていた。いずれの項目に対しても、40％前後の労

衛機関が今後取り組みたいと回答していた。 

 
３． 両立支援を推進するために必要な外部支

援 

 労衛機関が両立支援を推進するために必要な外

部資源についての意見のまとめを表２に示す。 

「医師や看護職などの専門職向けの教育研修」

（53％）、「労働衛生機関の経営層向けの教育研修」

（44％）、「疾病を疑う所見のある健診・検診の受

診者向けの両立支援制度や支援機関の情報提供用

の冊子やウェブサイトなどのツール」（42％）、「顧

客である企業や保険者向けの啓発活動」（41％）が

上位の項目であった。 

また質問 2-6 の「外部機関からの助言や支援」

について、支援を得たいと回答した 27％の機関の

内訳を表３に示す。別紙「治療と職業生活の両立

支援機関リスト」（本報告書の末尾に添付）を参考

に回答を得たところ、産業保健総合支援センター

（27％）、労災病院治療就労両立支援センター

（11％）が上位であった。 

 
４． 「事業場における治療と職業生活の両立

支援のためのガイドライン」の認知度、治療と職

業生活の両立支援に関する研修の受講状況、顧客

企業からの両立支援についての問い合わせ状況 

「事業場における治療と職業生活の両立支援の

ためのガイドライン」の認知度について、図３に

示す。“ガイドラインの存在を知っており、十分に

内容を理解している”、“ガイドラインの存在を知

っており、ある程度、内容を理解している。”と回

答した比率は、専門職（10％、27％）が渉外職（５％、

16％）を上回った。 

治療と職業生活の両立支援に関する研修の受講

状況について、受講ありと回答したのは 10 機関で

あり、うち３機関は産業保健総合支援センターの

研修を利用していた。 

顧客企業からの両立支援についての問い合わせ

状況については、「問い合わせあり」が 4.5％、「問

い合わせ無し」が 94.0％、「回答無し」が 1.5％で

あった。 

 
５． 顧客企業などから両立支援に関する相談

があった場合の対応 

顧客企業などから両立支援に関する相談があっ

た場合の対応についてのまとめを図４に示す。“自

機関で対応できないので断る”と回答した機関が

33％、“外部機関を紹介する”が 34％、“外部機関

に相談する”が 18％、“自機関で対応する”が７％

であった。 

“外部機関を紹介する”と回答した機関につい

て紹介先の内訳を表４に示す。「１．産業保健総合

支援センター」（60％）が最上位であり、次いで「２．

労災病院治療就労両立支援センター」（7％）、「８．

ハローワーク」（5％）であった。“外部機関に相談

する” と回答した機関について紹介先の内訳を表

５に示す。「１．産業保健総合支援センター」（55％）、

「２．労災病院治療就労両立支援センター」（20％）

が上位であった。 

 
６． 両立支援について好事例の収集及び労衛

機関の役割について 

好事例または労衛機関の役割についての記載が

あったのは８機関（12％）であり、事例対応や研

修参加の奨励などが含まれていた。 

 
D. 考察  

 平成 29 年 10 月に公表された全衛連会員機関実

勢調査結果報告書 8)によれば、会員機関の「１施
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設平均の常勤就業者数」は 180 人であり、「職域・

一般健診・特殊健診の１施設平均実施件数」は 11

万 5559 件であった。今回のアンケート調査に回

答した 66 の労衛機関はこの水準に近い集団と言

える。 

 労衛機関の両立支援のための組織的取り組みに

ついては、まだ実際に取り組んでいる機関は少な

いもののいずれの取り組みに対しても 40％前後

の機関が「今後、取り組みたい」と回答しており、

労衛機関の両立支援の取り組みが活性化していく

ことが期待される結果であった。なお、「疾病を疑

う所見のある健診・検診の受診者向けの両立支援

制度や支援機関の情報提供用の冊子やウェブサイ

トなどのツール」は「今後、取り組みたい」との

回答の同率２位（44％）で上位であったが、別途

実施した労衛機関向けのインタビュー調査では、

「確定診断がついていない段階の有所見者の不安

を増強させる」などの理由から慎重な意見も多か

ったため、受診者全般に向けたツールとすること

が適切と考えられる。 

両立支援を推進するために必要な外部支援では、

「医師や看護職などの専門職向けの教育研修」、

「労衛機関の経営層向けの教育研修」、「疾病を疑

う所見のある健診・検診の受診者向けの両立支援

制度や支援機関の情報提供用の冊子やウェブサイ

トなどのツール」などが上位であった。対象を労

衛機関の専門職に限定したものではないが、都道

府県の医師会や産業保健総合支援センターにおい

て、両立支援に関する研修は徐々に増加しており、

このような研修を専門職が受講し、嘱託産業医や

嘱託産業看護職として従事する企業の安全衛生委

員会などで情報発信し、企業向けの啓発を進める

ことも可能だと考えられる。「労衛機関の経営層向

けの教育研修」について、別途実施したインタビ

ュー調査において、労衛機関の役割として、「渉外

職から顧客への情報提供」があがっており、また

労衛機関の経営層は渉外職の経験者が多数含まれ

ていることから、渉外職を主な対象とする労衛機

関向けの啓発ツールを作成することで経営層も含

めた啓発が可能となると期待できる。その際、イ

ンタビュー調査で得られた好事例や健康経営の取

り組みとの関連性を紹介することで、労衛機関の

経営層や渉外職の興味を引くよう心掛けることも

必要であろう。「疾病を疑う所見のある健診・検診

の受診者向けの両立支援制度や支援機関の情報提

供用の冊子やウェブサイトなどのツール」につい

て、すでに述べた通り、健診・検診の全受診者向

けの両立支援に関する啓発ツールとすることが適

切と考えられる。本研究の分担研究者である渡辺

は、神奈川産業保健総合支援センターが作成した

『両立支援カード』を県内の大学病院の外来受付

に配架し両立支援の普及啓発に役立てる試みを行

っている。出張健康診断会場や労衛機関の人間ド

ック・健康診断フロアに、健診・検診の全受診者

向けの簡単な内容の両立支援に関する啓発ツール

を配架することは、渡辺の試み同様に多くの人た

ちへの両立支援の普及啓発に役立つ可能性がある。 

「事業場における治療と職業生活の両立支援の

ためのガイドライン」の認知度は、専門職、渉外

職ともに十分ではなかった。両立支援の基礎知識

を修得するのに有用なガイドラインであり、取り

組み推進の基本と考えられるため、今後、認知度

を高める取り組みが必要と考えられる。 

 治療と職業生活の両立支援に関する研修は、受

講実績ありとの回答が 10 機関にとどまったが、

“両立支援を推進するために必要な外部支援”で

「医師や看護職などの専門職向けの教育研修」を

多くの労衛機関が希望していたことを考慮すると、

各労衛機関が受講のための自助努力の強化や各種

団体からのさらなる機会提供が必要と考えられた。 
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 顧客企業などから両立支援に関する相談に対し

て、約 60％の機関が何らかの対応をすると回答し

た。紹介する外部機関としては、両立支援促進員

が配備され総合的な対応を任せられる「産業保健

総合支援センター」（60％）が一位であり、「労災

病院治療就労両立支援センター」（７％）が続いた。

相談する外部機関においても、「産業保健総合支援

センター」（55％）が第一位であり、二位は「労災

病院治療就労両立支援センター」（20％）であった。

別途実施したインタビュー調査では、医療機関等

と労衛機関の合同の勉強会を実施することの提案

があった。メンタルヘルス領域では、京都、大阪

などで精神科医と産業医の定例勉強会を開催し、

連携強化に役立っている例もある 9)。今後、「産業

保健総合支援センター」、「労災病院治療就労両立

支援センター」など支援や相談の対象として上位

にあがった機関を対象に取り組みが広がることが

望ましい。 

 労衛機関の両立支援の取り組みがまだ始まった

ばかりであるためか好事例は十分に収集できなか

ったが、別途実施したインタビュー調査では、契

約企業において産業医などの産業保健職による両

立支援や顧客向けのイベントやセミナーの実施、

健康経営の一部としての顧客の取り組みの後押し、

渉外職による顧客からの相談対応や情報提供など

の好事例が収集されており、今後、このような取

り組みを紹介することで多くの機関の両立支援活

動が前進することが期待できる。 

 両立支援についての労衛機関の役割についても

格別の意見は寄せられなかったが、やはり別途実

施したインタビュー調査にて、渉外職や産業保健

職などによる顧客企業や保険者向けの啓発や情報

提供の必要性についての意見が複数あがった。小

規模事業場などでは、労衛機関の渉外職は身近な

相談相手と考えられるため、渉外職が知識を身に

付け顧客への啓発を行うことは両立支援の普及に

役立つ可能性がある。また、そのような事業場で

両立支援に関わる課題が認識された際にも、渉外

職が起点となり各種専門職と連携して適切な対応

につなげることが期待される。 

 
 今回の労衛機関向けのアンケート調査により、

労衛機関において顧客事業場向けの治療と職業生

活の両立支援サービスの提供が始まっており、今

後の取り組みへの意欲を有する機関が多いことが

確認された。今後は「事業場における治療と職業

生活の両立支援のためのガイドライン」の認知率

向上、求められる外部支援の整備等に取り組む必

要があると考えられた。 

平成 29 年度の労衛機関向けのアンケート調査

およびインタビュー調査の結果を踏まえて、平成

30 年度は「健診・検診の受診者向け『両立支援カ

ード』の開発」、「企業外労働衛生機関向けの啓発

ツールの作成」などに取り組む予定である。 

 
本アンケート調査の実施のために、多大な尽力

をいただいた全国労働衛生団体連合会および同会

専務理事の只野祐氏に対して、この場を借りて深

く感謝の意を表する。 

 
E. 健康危険情報 

 なし 

 
F. 研究発表 

森口次郎、鳰原由子、大橋史子、江口尚、井上彰

臣、只野祐、堤明純．企業外労働衛生機関におけ

る治療と職業生活の両立支援についてのアンケー

ト調査分析．第 59 回日本人間ドック学会学術大会 

 
G. 知的財産権の出願・登録 
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表1　対象労働衛生機関の概要

10万 2000 6 4 10 5
いずれも中央値で示す

年間
健診概数

常勤
保健師数

常勤
医師数

常勤
看護職数

常勤
産業医数

顧客
事業場数
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【企業外労働衛生機関における治療と職業生活の両立支援についての実態調査】

 

記入日    年   月   日 

 

１． 貴機関の顧客へのサービスとして、治療と職業生活の両立支援のために「現在」組織的に取り

組まれていることや「今後」組織的に取り組みたいことについて該当するものがあれば、□にレ

点をつけてください。その他にもある場合は⑥、⑦などに具体的に内容をご教示ください。 

  現在、組

織として 

取り組ん

でいる 

今後、組

織として 

取り組み

たい 

取り組む 

予定はな

い 

1.  両立支援に関する研修 □ □ □ 

2.  両立支援に関する制度・体制等の整備の支援 □ □ □ 

3.  事業場担当者からの両立支援に関する相談対応 □ □ □ 

4.  両立支援を必要とする労働者に対する、貴機関 

スタッフによる両立支援の実施 

□ □ □ 

5.  両立支援に関する情報提供（冊子やウェブサイト） □ □ □ 

6.  その他１（                 ） □ □ □ 

7.  その他２（                 ） □ □ □ 

 

 

※治療と職業生活の両立支援とは：事業場が、がん、脳卒中などの疾病を抱える方々に対して、適切な就業

上の措置や治療に対する配慮を行い、治療と職業生活が両立できるように支援することです。 

※本調査は労働衛生機関の「医師、看護職などの産業保健専門職に回答いただく」ことを前提に作成しまし

たが、一部は回答のために他職種などからの情報収集が必要な内容を含みます。 

※アンケートの回答および提出をもって、本研究に同意いただいたものとさせていただきます。 

アンケート調査へのご協力のお願い 

 この調査は、平成 29年度労災疾病臨床研究事業費補助金「治療と就労の両立支援のための事業場内外

の産業保健スタッフと医療機関の連携モデルとその活動評価指標の開発に関する研究」（研究代表者：堤明

純（北里大学医学部公衆衛生学単位・教授）、分担研究者：森口次郎（一般財団法人京都工場保健会・理

事））の一部として実施しております。 

近年、がんなどの疾病に罹患した労働者の治療と職業生活の両立支援は、国における最重要課題となっ

ています。しかし、中小企業における産業保健活動の中核である企業外労働衛生機関の、顧客への両立支

援に関するサービスの提供については、情報がほとんどありません。そこで、本調査では、両立支援活動に

おける企業外労働衛生機関の実態と要望の把握および好事例の収集を目的としています。アンケートの内

容は、A３用紙両面 1枚です。回答時間は約 10分です。 

今回の調査は無記名で御願いをしています。そのため、アンケート提出後に撤回することが出来ません。

ご回答いただきました内容は、下記研究担当者のもとで厳重に管理され、匿名性を確保して集団として統計

解析をいたしますので、法人名などの情報が他に知れることも、何らかの不利益が生じることも一切ありませ

んので、ご安心ください。 

何卒ご協力のほどよろしくお願い申し上げます。 

ご不明な点等がございましたら、下記の連絡先までお知らせください。 

2017年 12月 

連絡先：一般財団法人京都工場保健会 産業保健推進本部 森口次郎・原田 達 

〒604-8871 京都市中京区壬生朱雀町４－１ ノアーズアーク京都朱雀２F TEL：075-205-5067  
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２． 貴機関が治療と職業生活の両立支援を推進するために必要な外部支援があれば、□にレ点を

つけてください（複数回答可）。 

□1専門職（医師、看護職など）向けの教育研修 

□2労働衛生機関の経営層向けの教育研修 

□3顧客である企業や健康保険組合向けの啓発活動 

□4 疾病を疑う所見のある健診・検診の受診者向けの両立支援制度や支援機関の情報提供用の

冊子やウェブサイトなどのツール 

□5専門職向けの両立支援制度や支援機関の情報提供用の冊子やウェブサイトなどのツール 

□6外部機関からの助言や支援 

→具体的な外部機関名を記載ください。 

※本調査では、労働衛生機関の外部機関（資源）の利用についての情報を必要としていま

す。思いつく限りの機関を列挙してください。その際には、別紙「治療と職業生活の両立支援

機関リスト」も必要に応じて参照ください。 

 

□7医療機関との両立支援のための連携強化 

□8その他 

 

 

３． 貴機関の職員の中で、治療と職業生活の両立支援に関する研修を受けた方はいますか。ある

場合は実施機関や研修名や内容をわかる範囲で具体的にお答えください。 

実施機関 研修名や内容 

  

  

 

４． 平成 28 年 2月に厚生労働省から公表された「事業場における治療と職業生活の両立支援のた

めのガイドライン」について、貴機関の産業保健に関連する専門職（医師、看護職など）と、顧客

からの問い合わせに対応する渉外職の認知度について、パーセンテージでお答えください。各

部門の合計が「100％」となるようにご留意ください。 
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  専門職 渉外職 

1.  ガイドラインの存在を知っており、 十分

に内容を理解している 

（    ）% （    ）% 

2.  ガイドラインの存在を知っており、 ある

程度、内容を理解している。 

（    ）% （    ）% 

3.  ガイドラインの存在は知っているが、内

容は知らない 

（    ）% （    ）% 

4.  ガイドラインの存在を知らない 

 

（    ）% （    ）% 

 

５． これまでに顧客の企業から、貴機関に対して、両立支援について問い合わせがありましたか。 

□1あった 

→その内容を具体的に記載してください。 

 

□2なかった 

 

６． 貴機関に対して、顧客企業などから両立支援に関する相談があった場合に、どのように対応し

ますか（複数回答可）。 

□1自機関で対応できないので断る 

□2外部機関を紹介する 

→具体的な機関名を記載してください。 

※本調査では、労働衛生機関の外部機関（資源）の利用についての情報を必要としています。

思いつく限りの機関を列挙してください。その際には、別紙「治療と職業生活の両立支援機関リ

スト」も必要に応じて参照ください。 

 

□3外部機関に相談する 

→具体的な機関名を記載してください。（６．②の※を確認ください） 

 

□4どこにも相談せず、自機関で対応する 

□5その他 
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７． 本調査では両立支援について好事例の収集を行っております。貴機関で行っている取り組みや、

取り組む予定の事例がございましたら、ご記入ください。また、両立支援について、企業外労働

衛生機関の役割について、何かコメントがありましたら、よろしくお願いします。 

 

 

８． 貴機関の常勤（所定労働時間を勤務する）労働者の数をお答えください（□にレ点をつけてくださ

い）。 

□1 50人未満    □2 50～99人   □3 100～199人   □4 200～299人  

□5 300～399人  □6 400～499人  □7 500～599人   □8 600人以上 

 

９． ①貴機関の常勤医師の数をお答えください   （      名） 

②そのうち、産業医資格を有する医師の数       （      名） 

③広告可能な臨床専門医師の数        （      名） 

 

１０． 貴機関の常勤看護職の数をお答えください。       保健師 （     名） 

看護師 （    名） 

准看護師（    名） 

 

１１． 貴機関のおよその顧客事業場数をお答えください。       （       事業場） 

貴機関のおよその健康診断実施総数をお答えください。 （          件） 

 

１２． 貴機関の所在地を教えて下さい。 

□1 北海道   □2 東北    □3 関東       □4 北陸・甲信越    

□5 東海     □6 近畿     □7 中国・四国  □8 九州・沖縄 

 

お忙しいところをご協力いただき、誠にありがとうございました。 
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治療と職業生活の両立支援機関リスト 

１．産業保健総合支援センター 

両立支援促進員が事業場での教育啓発や患者（労働者）と事業場との個別調整支援などを

行っている。一部の病院では出張相談窓口も開設している。 

 

２．労災病院治療就労両立支援センター 

がん、糖尿病、脳卒中、メンタルヘルスの 4 分野について、復職コーディネーターなど

のチームが患者、医療、企業の調整を図り、休業から職場復帰や治療と就労の両立支援に

取り組んでいる。また、事例を蓄積し、医療機関向けのマニュアルの作成・普及を行って

いる。 

 

３．医療機関の相談支援センター 

がん診療連携拠点病院等の医療機関に設置されており、医療ソーシャルワーカーや看護

職などの相談員が治療やお金、仕事や生活等の相談や支援を行っている。 

 

４．難病相談支援センター 

面接、電話等で医師による医療相談と看護職、医療ソーシャルワーカーなどの相談員に

よる療養生活相談を行っている。ハローワークに設置された難病患者就職サポーターと連

携し、難病患者の就職や雇用継続などの就労支援も行っている。 

 

５．高次脳機能障害支援拠点機関 

各都道府県に高次脳機能障害支援に関する制度の紹介や相談窓口が設置されている。ハ

ローワークや地域障害者職業センター、障害者就業・生活支援センター等と連携した就労

支援を実施している。 

 

６．若年性認知症支援コーディネーター 

各都道府県に専門知識のあるコーディネーターが配置され、患者本人や家族の不安など

への相談対応、利用できる制度・サービスの情報提供や医療機関との連携、就労支援、社

会保障の情報提供や手続き支援などを実施している。 

 

７．障害者職業センター 

障害者に対する専門的な職業リハビリテーションを行う。また、障害者職業カウンセラ

ー等を配置し、ハローワーク、障害者就業・生活支援センターとの連携のもと、就職や職

場復帰を目指す障害者、障害者雇用を検討している事業者、障害者の就労支援をする関係

機関へ支援・サービスを実施している。 

 

８．ハローワーク 

－63－



疾病の特性を踏まえた職業紹介や在職中に発症した患者の雇用継続、企業への求人条件

の緩和指導等の総合的な支援を行っている。また、専門相談員ががん診療連携拠点病院等

と連携して、がん患者へのハローワークでの職業相談、拠点病院等での出張相談などを行

っている。さらに、難病患者就職サポーターが配置され、難病相談支援センターと連携し、

難病患者の就職や雇用継続の支援を行っている。 

 

９．就労移行支援事業所 

障害者や難病等のある方への就職をサポートする通所型福祉サービス機関。医師の診断

や自治体の判断等で就職に困難が認められる対象者が利用でき、就職活動のサポートや職

場への定着支援を行っている。 

 

１０．社会保険労務士 

    社労士はその中でも人材に関する専門家であり、「労働及び社会保険に関する法令の円滑

な実施に寄与するとともに、事業の健全な発達と労働者等の福祉の向上に資すること」を

目的として、業務を行いる。両立支援についても、情報提供を行っている。 

 

１１．キャリアコンサルタント 

ハローワークや人材派遣、企業人事部門などに所属し、労働者の職業の選択、職業生活

設計又は職業能力の開発及び向上に関する相談や助言及び指導を行っている。 

 

１２．企業外労働衛生機関・健診機関 

  企業の健康診断や作業環境測定、産業医活動などのサービスを提供し、主に大企業と比較

して十分な資源が社内に無い、中小企業の産業保健活動全般の支援を行っている。 

 

１３．企業内外の労働組合 

    賃金や労働時間などの労働条件の改善を図るために企業内外に労働者がつくる団体組織。

組合員の雇用を維持し改善するための働きかけを行っている。 

 

１４．欠番 

 

１５．労働局や労働基準監督署 

  各都道府県に設置される地域両立支援推進チームの事務局として、関係者とのネットワーク

構築や各取り組みの効果的な連携に努めている。また、労働者の職業生活と家庭生活の両立

支援や女性の活躍推進に取り組む事業者や事業者団体に対して、両立支援等助成金を支給し

ている。 

 

１６．医師会（都道府県あるいは地区） 
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    地域両立支援推進チームに、産業保健総合支援センター、医療機関、労働組合などととも

に参加している。また認定産業医制度の研修のなかで治療と職業生活の両立支援について

の情報を産業医に提供している。 

以上 
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平成30年度 労災疾病臨床研究事業費補助金 

「治療と就労の両立支援のための事業場内外の産業保健スタッフと医療機関の連携モデルとその活動評

価指標の開発に関する研究」 (170401―2) 研究代表者：堤 明純 

分担研究報告書 

 

企業外労働衛生機関向けの啓発ツールおよび 

健診・検診の全受診者向け「両立支援カード」の作成 

 

【分担研究者】京都工場保健会 理事   森口 次郎 

【研究協力者】北里大学医学部公衆衛生学単位 教授 堤 明純  

【研究協力者】北里大学医学部 講師   江口 尚 

【研究協力者】株式会社イトーキ人事統括部 保健師 鳰原 由子 

 

研究要旨 

平成 29年度の本研究において、企業外労働衛生機関（労衛機関）へのインタビュー調査とアンケート

調査を実施した。その結果、労衛機関が両立支援を推進するために必要な外部資源として、「医師や看護

職などの専門職向けの教育研修」（53％）、に次いで、「労働衛生機関の経営層向けの教育研修」（44％）、

「疾病を疑う所見のある健診・検診の受診者向けの両立支援制度や支援機関の情報提供用の冊子やウェ

ブサイトなどのツール」（42％）が上位であった。また複数の機関より、渉外職から顧客に対し情報提供

の機会を持つことの重要性、および健診・検診の受診者向けのツールは疾病を疑う所見のある受診者だ

けでなく「全受診者向け」とすることが適切との意見が述べられた。 

これらの結果を参考に、「企業外労働衛生機関向けの啓発ツール」として、労衛機関の経営層はある程

度の割合で渉外職出身者を含むことを考慮し、渉外職向けの事業場における両立支援の好事例を紹介す

る漫画を開発した。合わせて、名刺サイズのカードに産業保健総合支援センターおよび全国労働衛生団

体連合会の連絡先などを記載した「健診・検診の全受診者向け『両立支援カード』」を作成した。 

平成 31年度は、関係者からの意見を参考に開発したツールの改善および企業外労働衛生機関と労災病

院治療就労両立支援センターの連携による両立支援モデルの構築に取り組む予定である。 
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A．目的 

近年、がんなどの疾病に罹患した労働者の治療

と職業生活の両立支援は、国における最重要課題

となっており、がん 1)、脳卒中 2)、難病 3)など幅広

い疾病についての知見が集積しつつある。しかし、

重篤な疾病に罹患した患者は、復職や復職後の就

労継続が困難な場合があり、ことに中小企業は一

般に人的資源、金銭的資源が大企業に比べて乏し

く、疾病を抱えた労働者の就労支援についても差

があると考えられるが 4）、これまでの治療と就労

の両立支援についての研究では、常勤の産業保健

職のいる事業場を対象とするもの、専属産業医の

割合が高い大企業を中心とするものなどが多い 1), 

2), 5)。また、中小企業における産業保健活動の中

核である企業外労働衛生機関（労衛機関）の、顧

客企業や保険者への両立支援に関するサービスの

提供については、情報がほとんどない 6）。 

 

これらの現状から、平成 29 年度の本研究では、

両立支援活動における労衛機関の実態と要望の把

握および好事例の収集を目的として、全国健康増

進協会（全健協）に加盟する９機関及び西日本産

業衛生会へのインタビュー調査及び全国労働衛生

団体連合会（全衛連）の会員 111 機関へのアンケ

ート調査（回答数 66 機関、回答率 59％）を実施

した。 

全健協等の機関へのインタビュー調査では、先

進的な労衛機関では産業保健職による事例対応な

どによる顧客企業向けの治療と職業生活の両立支

援サービスの提供が行われており、独自の好事例

も散見されることが明らかとなった。全衛連会員

機関へのアンケート調査では、労衛機関では顧客

事業場向けの治療と職業生活の両立支援サービス

の提供が始まっており、さらなる取り組みへの意

欲が確認され、今後はガイドラインの認知率向上、

労衛機関の専門職や経営層向けの研修、健診・検

診受診者向けの啓発ツールなどの外部支援の整備

に取り組む必要があると考えられた 7）。 

これらの結果より平成 30年度は、中小企業の治

療と就労の両立支援を促進することを目的に、特

に労衛機関の役割についての認識を高めるための

啓発ツールの作成に取り組むこととした。 

 

B. 方法 

研究代表者、分担研究者、研究協力者で平成 29

年度の調査結果を精査した。 

 

１．企業外労働衛生機関向けの啓発ツール 

アンケート調査で労衛機関が両立支援を推進す

るために必要な外部資源として、「労衛機関の経営

層向けの教育研修」が 44％と高い比率を占めたこ

と、インタビュー調査で労衛機関の役割への回答

として「渉外職や産業保健職などによる顧客企業

や保険者向けの啓発や情報提供」が最多であった

こと、さらに労衛機関の経営層にはある程度の割

合で渉外職出身者が含まれることなどから、労衛

機関の渉外職向けの啓発ツールを作成することと

した。 

ツールには、インタビュー調査等で得られた好

事例の要素（労衛機関職員による両立支援に関わ

る事例対応、顧客の企業や保険者向けのセミナー

やイベントを利用した啓発など）や紹介する外部

機関の一位（60％）であった産業保健総合支援セ

ンターの情報を含めることとした。ツールの形態

には、分担研究者の江口らが作成した「中小企業

における治療と仕事の両立支援のススメ」8）を参

考に漫画形式とした。 

 

２．健診・検診全受診者向けの啓発ツール 

アンケート調査で労衛機関が両立支援を推進す
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るために必要な外部資源として、「健診・健診受診

者向けの啓発ツール」（42％）が高い比率を占めた

ことと、インタビュー調査で３機関より健診・検

診の有所見者のみならず全受診者向けの両立支援

に関する啓発ツールが望ましいとの意見が提出さ

れたことから、出張健診会場や労衛機関施設で実

施される健診・検診の全受診者向けの両立支援に

関する啓発ツールを作成することとした。 

ツールの形態は、本研究の分担研究者である渡

辺 哲を中心に神奈川産業保健総合支援センター

が作成したがん患者向けの『両立支援カード』9）

を参考に、出張健診会場や労衛機関の人間ドッ

ク・健診フロアに配架する、健診・検診の全受診

者向けの「両立支援カード」とした。 

「両立支援カード」は名刺サイズとし、両立支

援促進員が配備され総合的な対応を任せられる産

業保健総合支援センターと健診・検診を実施する

労衛機関と様々な連携を図ることができる全衛連

の連絡先を記載することとした。  

 

C. 結果 

１．企業外労働衛生機関向けの啓発ツール 

 完成した労衛機関渉外職向けの啓発漫画ツール

を参考資料１（研究成果の刊行に関する一覧表 

も参照）に示す。 

 

２．健診・検診全受診者向けの啓発ツール 

 作成中の健診・検診の全受診者向けの「両立支

援カード」を参考資料２に示す。 

 なお、連絡先を記載した全衛連に問い合わせが

あった際にスムーズに対応できるための準備とし

て、近日中に全衛連会員機関に対して両立支援対

応の可否に関するアンケート調査を実施し、その

結果に基づき適切に誘導できる体制を構築する予

定である。 

 

D. 考察  

 作成した労衛機関向けの啓発ツールと健診・検

診全受診者向けの啓発ツールは、いずれも平成 29

年度の本研究で実施した労衛機関を対象としたイ

ンタビュー調査、アンケート調査の結果を参考に

作成されており、多くの労衛機関で利用しやすい

内容になっていると考えられる。 

 

労衛機関向けの啓発ツールの対象を、平成 29年

度のインタビュー調査とアンケート調査の結果を

参考に渉外職とした。小規模事業場などでは、産

業医選任義務がなく健診関連の活動に留まること

が少なくない。そのような事業場にとって最も身

近で相談相手となりえる労衛機関職員は渉外職と

考えられるため、渉外職が知識を身に付け顧客へ

の啓発を行うことは両立支援の普及に役立つ可能

性がある。また、小規模事業場などで両立支援に

関わる課題が認識された際に、経営者や担当者か

ら労衛機関の渉外職に問い合わせがありえるため、

渉外職が一定の知識を持ち、各種専門職と連携し

て適切な対応につなげることが期待される。本ツ

ールの配布を通じて、労衛機関、顧客である中小

企業経営者への両立支援に関する啓発を進めたい。 

平成 29 年度の調査で、労衛機関渉外職のうち、

「事業場における治療と職業生活の両立支援のた

めのガイドライン」を理解している者の比率は

21％にとどまっており、そのように馴染みが薄い

産業保健上の課題に興味を持ち、理解するきっか

けとする際、漫画という形式は効果的であると推

察される。 

労衛機関向けの啓発ツールは、平成 31年度に一

部の労衛機関の渉外職、産業保健職などから意見

を収集して、改善を検討する予定である。 
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健診・検診全受診者向けの啓発ツールは試作版

を完成させたのち、事業場健診・検診や被扶養者

健診・検診などの会場で実際に配架し、アンケー

ト調査により受診者の意見を収集して、改善を検

討する予定である。 

 分担研究者である渡辺らが作成した患者向けの

両立支援カードは、神奈川県内４大学の大学病院

から支援対象者を紹介し、神奈川産業保健総合支

援センターと関東労災病院治療就労両立支援セン

ターの連携を柱として両立支援を行う枠組み（神

奈川モデル）の中で、患者向けの啓発ツールとし

て利用され始めている 9）。平成 29 年度の本研究の

労衛機関向けのアンケート調査で、「労災病院治療

終了両立支援センター」は、紹介する外部機関と

相談する外部機関において、産業保健総合支援セ

ンターに次いで第二位であり（回答率７％、20％）、

その他の両立支援機関よりも労衛機関との連携が

進みやすいと考えられる。平成 31 年度の本研究で

は、分担研究者である久保田と共同で、労働衛生

機関と労災病院治療就労両立支援センターの連携

による両立支援モデルの構築を検討する予定であ

る。健康な労働者や被扶養者が受診する健診・検

診の現場で、両立支援についての啓発を行うこと

により、両立支援の取り組みが一層広まることが

期待される。 

  

平成 29 年度の労衛機関向けのアンケート調査

およびインタビュー調査の結果を踏まえて、平成

30 年度は「健診・検診の全受診者向け『両立支援

カード』の作成」、「企業外労働衛生機関の渉外職

向けの啓発ツールの作成」を行った。 

 平成 31年度は、関係者からの意見を参考に作成

したツールの改善および企業外労衛機関と労災病

院治療就労両立支援センターの連携による両立支

援モデルの構築に取り組む予定である。 

 

E. 健康危険情報 

 なし 
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参考資料２ 

健診・検診全受診者向け両立支援カード表面（上）および裏面（下）（案） 
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平成 30 年度 労災疾病臨床研究事業費補助金「治療と就労の両立支援のための事業場内外の産業保健ス

タッフと医療機関の連携モデルとその活動評価指標の開発に関する研究」（170401-2） 
分担研究報告書 

 
職場における一次予防に関する介入研究ならびに中小企業の両立支援に関する事例研究 

分担研究者 北居明（甲南大学経営学部・教授） 
 
研究要旨 本研究の目的は、治療と就労の両立支援のために、事業所内外の産業保健スタッフと医療機

関の連携の在り方について、連携モデルを構築し、その活動評価指標を開発することである。本年度の

活動は、①昨年度実施した事業所に対する対話型組織開発の経過を調査すること、②我が国の中小企業

を対象に、両立支援が従業員の行動や態度に与える影響を調査・分析することである。 
 
Ａ．研究目的 
 疾病の治療と就労を両立させるために、事業場

における治療と職業生活の両立支援のためのガイ

ドラインが策定され、関係機関の連携のためのマ

ニュアルやツールの開発が行われるようになった

が、ガイドラインが示す両立支援に関わる関係者

間の連携はより一層普及させていく必要がある。

特に時間や資源の制約のある中小企業においては、

情報やサービスを一元化したワンストップサービ

スの充実が求められる。本研究では、両立支援を

さらに進めるため、ソーシャルマーケティング調

査に基づいて関係者のニーズを明らかにし、好事

例調査に基づいて具体的な支援活動のためのツー

ルと情報発信法を整理し、関係者を有機的に連携

させた両立支援システムのモデルと、その活動に

対する、健康経営の観点も踏まえ、PDCA サイク

ルを念頭に置いた評価指標の提案を目的とする。 
 本研究の独自性は、中小企業支援に詳しい産業

保健と経営学の専門家のチームで、健康経営の観

点を踏まえた、支援活動、事業者による健康管理、

医療機関との連携に関する好事例の収集分析を行

い、支援モデルを開発する点にある。 
 本年度の目的は、健康経営ならびに両立支援の

好事例の探索および、両立支援が従業員に与える

影響を分析することにある。具体的活動として、

①健康経営の観点から、対話型組織開発を導入し

た企業のその後の経過、②中小企業における、両

立支援が従業員の行動や態度に与える影響に関す

るアンケート調査である。 
 
Ｂ．対象と方法 
 平成 29 年度に健康経営の観点から対話型組織

開発を実践した事業所について、介入研究を行っ

た。両立支援においては、関係者間の連携が重要

であり、組織開発によって連携が促進されること

を通じ、個人や組織の資源が増加することが期待

される。具体的には、メンタル不調者の増加に悩

む事業所に対し、産業医、健康保健室、事業所の

部長・課長クラスと連携して、対話型組織開発の

一手法である Appreciative Inquiry を行い、従業

員のワーク・エンゲージメントの変化について研

究を行った。ワーク・エンゲージメントは、社会

への貢献、生産性・イノベーション、従業員満足・

幸福等、より高い組織レベルの帰結に通じる概念

として、また、職場レベルでは、職場の一体感や

ハラスメントレスといった環境と並列して位置付

けられることもある。ワーク・エンゲージメント

を向上させるような良好な組織風土の醸成は、企

業で両立支援を進める必要条件になると考えられ

る。今年度は、その後の事業所の活動について報

告を行う。 
 もう一つは、中小企業における両立支援の認知
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が従業員のワーク・エンゲージメントや組織コミ

ットメントに与える影響を、アンケート調査を通

じて分析した結果について報告する。組織コミッ

トメントは、組織に対する従業員の愛着や一体感

を表し、このレベルが高くなると、定着率の向上

のみならず、より組織に対する貢献を行うことが

知られている。企業の CSR 活動やワーク・ファミ

リー・バランスに関する施策が従業員の組織コミ

ットメントを向上させる傾向があることは、先行

研究からもわかっている。しかし、両立支援に対

する取り組みが及ぼす影響については、これまで

研究が見当たらない。本報告では、特に両立支援

の取り組みが十分に普及しているとは言えない中

小企業において、そのような取り組みがどのよう

な影響を及ぼすのかを調査する。 
 
Ｃ．結果 
1.介入研究の経過について 
 平成 29 年９月から 11 月にかけて、メーカーＡ

社（グループの従業員数：約 36,000 人）の工場の

開発部門４課（約 80 名）に対し、Appreciative 
Inquiry と呼ばれる対話型組織開発を用いた介入

研究を行った。その結果、４つの課のうち３つの

課においてワーク・エンゲージメントの改善が見

られた。その後、平成 30 年５月と９月にインタビ

ュー調査、３月、10 月、11 月、平成 31 年１月に

参加観察を行った。 
 インタビュー調査の結果、組織開発後、仕事の

忙しさにはほとんど影響はないものの、一人では

なく、組織として動くことができるようになって

いるという。その中で、周りの人々が「割とやる」

などの新たな発見もあったという。また、周りが

何をやっているのかがわかるようになり、リーダ

ーも目配りできるようなったという声が聞かれた。

ストレスチェックの結果も、１年前に比べて４つ

の課全てに改善が見られ、新たな病気休職者もい

ない（平成 31 年１月現在）とのことであった。 
 このように、人々のコミュニケーションに改善

が見られ、雰囲気は確かによくなってきたという

感触を、多くのメンバーが持っていることが確認

できた。しかし、働き方の改善ならびに生産性や

創造性の改善には、直接結びついてはいないとの

ことであった。 
 そこで、対話型組織開発の取り組みを風土改善

に取り組んだ「いきいき職場 1.0」と定義し、平成

29 年３月には、さらにマネジメント改革や意識改

革にまで拡張を目指した「“働き方改革＋健康経営”

いきいき職場 2.0」が部長のイニチアシブによって

開始された。具体的には、「一人一人が自信をもっ

て新しい価値創造に取り組み、自己成長とオート

メーションの核心を実感できる職場」の実現を目

指し、ワークショップと具体的活動を展開する。

平成 29 年９月には対話型組織開発取り組み１年

を区切りとしてこれまでの取り組みの総括をメン

バー全員参加で行った。さらに、そのような職場

の実現を妨げる課題を全員が記名でカードに書い

て提出した。その結果、300 以上の課題があげら

れることになった。これらの課題は緊急度や難易

度に合わせて短期・中期・長期に分けられ、マネ

ージャ層が責任を持って解決することが宣言され

た。 
 次に、「いっちょやってみっか！」と題されたワ

ークショップが行われた。そこでは、メンバー全

員が「やってみたいこと」を「やりたいシート」

に書きだし、互いに閲覧する。メンバーは、自分

もやってみたいというアイデアがあったら、その

「やりたいシート」にシールを貼り、多くのシー

ルが集まった活動に取り組んでみるというもので

あった。その結果、65 個のアイデアが実行される

ことになった。 
 平成 29 年 11 月には、第２回のワークショップ

が開催された。そこでは、まず産業医から健康経

営に関する講演が行われ、その後、「いっちょやっ

てみっか！」活動の振り返り、そして前回提出さ

れた課題の中から緊急度が高いとされた課題に対

して、「本気でやってみっか！」と名付けられたワ

－76－



ークショップが開催された。そこでは、部長から

「いきいき生産性」という新たな指標が提示され

た。 
 

いきいき生産性 = 𝛽𝛽
𝛼𝛼 ×γ 

 
この式のβは、仕事における生産性や創造性を

向上させる要因であり、αは仕事上ムダとなる要

因である。γは「自分らしく働く」要因である。

メンバーは、αを下げる活動やβやγを向上させ

る活動について、アイデアを出し合った。その結

果、先の 65 の活動に加え、合計 100 以上のアイ

デアが生まれることになった。 
平成31年１月に第3回のワークショップが開催

され、事業部としての戦略を持つことが宣言され、

基幹職が策定することが報告された。前回からの

活動報告がなされ、「人間味のある職場になった」、

「困りごとが相談しやすい」、「『いきいきしてる？』

が合言葉になってきた」などの成果が聞かれた。 
対話型組織開発を行ってから１年になるが、こ

の職場では更なる活動が自走的に行われている。

部長自身も、「技術開発や製品開発はこれまでも重

視してきたが、それらを生み出す組織づくりの発

想がこれまでなかった」と述べておられ、ライン

がイニチアシブを取った自主的な活動となってい

る。ラインがイニチアシブを取ることで、組織の

業績や未来像とつながりを持った活動としてメン

バーに認識されるようになっているようである。 
しかし、これらは部長や課長だけでなく、健康

保健室や産業医からのアドバイスが重要な貢献を

している。メンバーも、上司に相談しにくいこと

は健康保健室や産業医に相談することで、職場で

言いにくい悩み事を抱えずに済むようになってい

る。また、部長が示した「いきいき生産性」は、

メンバーの多くが合言葉とする比喩となり、組織

変革を進める鍵概念となっているようであった。

さらに、いきいき生産性指標は、ともすれば対立

概念となってしまう「健康」と「経営」を、肯定

的に結びつける役割を果たしていると思われる。 
 
2.中小企業を対象としたアンケート調査の結果 
 平成 31 年度２月に、中小企業の従業員を対象と

した両立支援認知と従業員のワーク・エンゲージ

メントや組織コミットメントとの関係を分析する

ためのアンケート調査を行った。両立支援の項目

については、昨年度の報告書の井上・江口・堤

(2018)の 66 ページから 68 ページを参考にした。 
 対象となったのは、我が国のさまざまな中小企

業に勤務する従業員である。データ収集は、イン

ターネット調査会社に依頼した。その結果、206
名の方から回答を得た。平均年齢は 44.8 歳（最小

値 21 歳、最大値 74 歳）、性別は男性 131 名、女

性 75 名であった。回答者の仕事の内容および所属

する企業の業種は、表１と表２を参照されたい。 
 まず、各両立支援施策について、自社で実施さ

れているかどうかの認識を尋ねた（図１）。各施策

の実施の有無に対し、「はい」、「いいえ」、「わから

ない」のいずれかで答えていただくようにした。

その結果、全体的に半数を超えて実施されている

と認識されている施策はなく、中小企業における

両立支援施策の普及は道半ばであることが示唆さ

れている。 
 比較的実施されている施策を見ると、「人間ドッ

クや市町村が行う検診（がん検診など）の受診日

は勤務扱いとされている(36.9%)」、「一般健康診断

で有所見者となった場合、二次検査を受診しやす

いよう配慮されている(34.5%)」、「お互いに助け合

い、共に働く職場環境が整備されている(30.1%)」
などとなっている。一方、実施されていると認識

されていない施策を見ると、「治療と仕事の両立支

援に関する相談窓口が明確にされている(7.3%)」、
「従業員に対し、健康や治療と仕事の両立支援に

関する研修会が開催されている(9.2%)」、「日ごろ

から治療と仕事の両立支援の制度や体制について

情報提供が行なわれている(10.2％)」などとなって
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いる。つまり、中小企業の従業員に対しては両立

支援施策そのものの普及があまり進んでおらず、

特に相談窓口の設置や啓発活動が不足しているこ

とが示唆されている。ただし、これらについては

「わからない」という答えも一定数あり、従業員

側の意識がまだ希薄である可能性もある。 
 次に、これらの施策の認識とワーク・エンゲー

ジメントおよび組織コミットメントの関係を、分

散分析を通じて分析した（図２・図３）。なお、ワ

ーク・エンゲージメントは、日本版 UWES-9 を用

いた。これは、仕事に対する「活力」、「熱意」、「没

頭」を示す気分９項目について、それらを感じる

頻度によってワーク・エンゲージメントの強さを

測定するものである。尺度は、「まったくない(１
点)」から「毎日感じる(７点)」までの７点尺度で

ある。組織コミットメントは、「私は、私の職場で

起こる問題をあたかも自分の問題であるかのよう

に感じる」、「私は、私の職場の仲間に愛着を持っ

ている」、「私は、この会社・職場の一員であるこ

とを誇りに思う」の３項目について、「全く違う(１
点)」から「全くその通り(５点)」までの５点尺度

で答えていただいた。いずれも、各項目の平均値

をそれぞれの値とした。 
 図２と図３を見ると、ほとんどの施策において

統計的に有意差が見られたことがわかる（網掛け

の部分）。つまり、これらの施策について自社が行

っていると認識している従業員のワーク・エンゲ

ージメントや組織コミットメントが高い傾向があ

る。 
 平均値の高いものを見ると、ワーク・エンゲー

ジメントについては、「治療と仕事の両立支援に関

する相談窓口が明確にされている(4.800)」、「労働

安全衛生法上の措置が徹底され、疾病の早期発

見・早期治療や重症化防止が努められている

(4.769)」、「日ごろから治療と仕事の両立支援の制

度や体制について情報提供が行なわれている

(4.667)」などが高い。組織コミットメントについ

ては、「もし両立支援を求める申し出をする場合、

対応手順や関係者の役割が明確化されている

(3.603)」、「従業員に対し、健康や治療と仕事の両

立支援に関する研修会が開催されている(3.561)」、
「治療と仕事の両立支援に関する相談窓口が明確

にされている(3.533)」などの値が高い。つまり、

両立支援に関する相談窓口や手順、役割が明確化

され、研修会や情報提供によって従業員に周知徹

底していくことが、従業員の仕事に対する活力や

組織に対する愛着心を高めることにつながること

が示唆されている。 
 
Ｄ．考察 
1.介入研究から 
 今回は、昨年度に我々が行った対話型組織開発

のその後の経過について、主に参加観察とインタ

ビューを通じて調査した。その結果、対話型組織

開発によって改善したコミュニケーションをもと

に、組織開発だけでは踏み込めなかったマネジメ

ント改革や業務改革へと、自走的に活動が発展し

ていることが確認された。 
 これは、対話型組織開発というボトムアップの

活動に対し、それを発展させていくというミドル

（部長と課長）のコミットメントが加わることで

達成されている。また、それだけではなく、健康

保険室や産業医が従業員の状態について相談に乗

り、アドバイスをすることで、活動が「やりすぎ」

あるいは「やらされ感」に陥ることを防いでいる

と思われた。 
 今回の調査で、現場主導の対話型組織開発の課

題とその後の展開方法について、大きな示唆が得

られたことは意義深い。現場で発生した改善は、

その後より上の階層やスタッフを巻き込むことで、

より発展し、より職場の生産性や創造性に直接影

響する活動へと進化させることが可能であると考

えられる。 
 また、部長から提示された「いきいき生産性」

という概念は、職場の合言葉となると同時に、単

なる無駄の削減にとどまらない働き方改革に結び
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つく契機となりうるとも考えられる。多くの企業

で行われている働き方改革は、主にαの削減（例、

残業の削減）に焦点が当てられているように思わ

れる。しかし、いきいき生産性では、αの削減が

βやγの削減になってしまっては改善しない。無

駄を削減することは重要だが、同時に生産性や「自

分らしく働く」ことを考えなければならないこと

を、この指標は示している。 
 
2.アンケート調査から 
 今回は、従業員の立場から両立支援が彼らに与

える影響について調査を行った。その結果、我が

国の中小企業では、両立支援に対する認識がまだ

まだ不十分であることが明らかになった。しかし、

すべての施策が全く行われていないわけではなく、

中小企業においても両立支援が行われているとい

う認識があることは、喜ばしい発見でもある。 
 従業員のワーク・エンゲージメントや組織コミ

ットメントに対しては、ほとんどの施策が影響し

ていることが示唆された。中小企業は、両立支援

施策を従業員に認識されることで、彼らの仕事を

生き生きとさせ、会社への愛着心を向上させうる

ことが示された。特に、両立支援に関する相談窓

口や手順、役割が明確化され、研修会や情報提供

によって従業員に周知徹底していくことが効果的

であると思われる。 
 
Ｅ．結論 
 このように、我々の介入研究後に大きく発展を

見せた活動だが、課題も残されている。一つ目は、

他部署あるいは全社的な展開である。現在、本社

人事部スタッフがワークショップに関与し、アド

バイスを与えているが、どのように展開していく

かについては不透明である。また、働くメンバー

の本音の部分は、より詳細なインタビューを行わ

ないと解明できない。今後は、メンバーに対する

さらなるインタビュー調査や、他部署への展開の

可能性を探る予定である。 
 アンケート調査からは、中小企業が両立支援に

取り組み、従業員に周知させることで、彼らのワ

ーク・エンゲージメントや組織コミットメントを

向上させうることが示された。しかし、実際に両

立支援を必要としている従業員とそうではない従

業員では、求めている施策が異なる可能性がある。

今後は、従業員をタイプ別に分けて、効果的な施

策を探るといった分析が必要であろう。 
 
Ｇ．研究発表 
1.論文発表 
なし 

2.学会発表 
 なし 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む） 
1.特許取得 
 なし 
2.実用新案登録 
 なし 
3.その他 
 なし 
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表 1 回答者の仕事の内容 

仕事内容 度数 ％ 

管理職（課長職以上） 18 8.7 

専門職 22 10.7 

技術者 23 11.2 

事務職 72 35.0 

サービス 22 10.7 

技術を必要とする生産技能職 14 6.8 

機械を操作する生産技能職 15 7.3 

身体を使う作業の多い生産技能職 13 6.3 

その他 7 3.4 

合計 206 100.0 

 
表 2 回答者の所属する企業の業種 
業種 度数 ％ 

農業，林業 3 1.5 

建設業 24 11.7 
製造業 44 21.4 
情報通信業 8 3.9 
運輸業，郵便業 18 8.7 
卸売業，小売業 23 11.2 
金融業，保険業 1 .5 
不動産業，物品賃貸業 6 2.9 
学術研究，専門・技術サービス業 5 2.4 
宿泊業，飲食サービス業 5 2.4 

生活関連サービス業，娯楽業 6 2.9 

教育，学習支援業 8 3.9 

医療，福祉 21 10.2 
サービス業（他に分類されないもの） 24 11.7 
公務（他に分類されるものを除く） 1 .5 
分類不能の産業 9 4.4 
合計 206 100.0 
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平成 30 年度 厚生労働省 労災疾病臨床研究事業費補助金 
治療と就労の両立支援のための事業場内外の産業保健スタッフと医療機関の連携モデルと 

その活動評価指標の開発に関する研究 
（170401-2）研究代表者：堤 明純 

分担研究報告書 

 

治療と就労の両立支援の活動評価指標の開発： 

産業保健総合支援センターおよび企業外労働衛生機関の活動評価指標（案）の作成 
 

研究分担者 井上 彰臣 北里大学医学部・講師 
研究協力者 江口  尚 北里大学医学部・講師 
研究協力者 渡辺  哲 神奈川産業保健総合支援センター・所長 
研究協力者 森口 次郎 一般財団法人京都工場保健会・理事 
研究協力者 鳰原 由子 株式会社イトーキ人事統括部・保健師 
研究協力者 堤  明純 北里大学医学部・教授 

 
研究要旨 本研究は、疾病を抱える労働者の治療と就労の両立支援（以下、両立支援）に関わる関係者

や関係機関の連携をより一層普及させるため、PDCA サイクルを念頭に置いた関係機関の連携活動に関

する評価指標（以下、活動評価指標）を開発することを目的とする。３年計画の２年目である今年度は、

関係機関のうち、産業保健領域との関わりが深い産業保健総合支援センターおよび企業外労働衛生機関

に着目し、昨年度の文献レビューおよび他の研究分担者（以下、班員）の調査から得られた情報に基づ

き、これらの機関の活動評価指標（案）を作成することを目的とした。産業保健総合支援センターの活

動評価指標（案）を作成するにあたり、ステークホルダーである労働者健康安全機構に意見聴取を行う

とともに、先進的な取り組み（神奈川両立支援モデル）を実施している神奈川産業保健総合支援センタ

ー（渡辺班員）に具体的な取り組み内容に関する情報提供を依頼した。また、企業外労働衛生機関の活

動評価指標（案）を作成するにあたっては、昨年度、森口班員が実施した実態調査の結果に基づいて項

目案を作成し、専属・嘱託産業医の経験を持つ専門家や「労働衛生機関ネットワーク研究会」のメンバ

ーに項目案に対する意見聴取を行った。これらの一連のプロセスを経て作成した項目案に PDCA サイク

ルを念頭に置いた項目を追加し、（１）スタッフの確保・教育、（２）事業者以外を対象とした研修・セ

ミナーの実施、（３）近隣病院（大学病院や労災病院）との連携・多職種連携の強化、（４）周知広報・

両立支援カード／パンフレットの配布、（５）個別訪問支援・個別調整支援の促進の５カテゴリーから

なる産業保健総合支援センターの活動評価指標（案）と（１）情報提供・研修、（２）顧客事業場・本

人への支援、（３）外部専門機関との連携、（４）顧客事業場への支援ツールの提供、（５）自機関職員

の経営層の意思表明・支援ツールの提供の５カテゴリーからなる企業外労働衛生機関の活動評価指標

（案）を作成した。昨年度～今年度の一連の調査結果と意見聴取に基づいて作成した活動評価指標（案）

について、今後、各評価項目の重要度や難易度を検討しながら項目の取捨選択を行うとともに、いくつ

かの機関で実際に使用してもらい、項目の改善・充実を図っていく予定である。 
 
Ａ．研究目的 
 わが国では、がんや脳卒中などの疾病を抱える

労働者に対して事業場が適切な就業上の措置や

治療に対する配慮を行い、治療と職業生活を両立

できるようにするため「事業場における治療と職

業生活の両立支援のためのガイドライン」が策定

され（平成 28 年 2 月：厚生労働省）、両立支援に

関わる関係者や関係機関の連携を促進するため

のマニュアルやツールが開発されるようになっ

た。しかしながら、関係者間の連携については、

より一層の普及が求められており、関係者を有機

的に連携させた両立支援システムのモデル構築

と、PDCA サイクルを念頭に置いた連携活動に関

する評価指標（以下、活動評価指標）の開発が急

務となっている。 
 そこで昨年度は、活動評価指標を開発する事前

準備として、本評価指標に含めるべき項目を検討

するため、関係機関（労災病院治療就労両立支援

センター、疾患別拠点病院、産業保健総合支援セ

ンター、企業外労働衛生機関）における両立支援

の取り組みに関する先行研究の文献レビューを

行った（井上ら，2018）。 
 今年度は、関係機関のうち、産業保健領域との

関わりが深い産業保健総合支援センターおよび

企業外労働衛生機関に着目し、昨年度の文献レビ

ューおよび他の研究分担者（以下、班員）の調査

から得られた情報に基づき、これらの機関の活動

評価指標（案）を作成することを目的とした。 
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Ｂ．研究方法 
１．産業保健総合支援センターの活動評価指標

（案）の作成 
 昨年度実施した先行研究のレビュー（井上ら，

2018）および各都道府県の産業保健総合支援セン

ターのホームページから抽出された両立支援に

関する取り組み内容に基づいて項目案を作成し、

労働者健康安全機構に項目案に対する意見を求

めた。また、神奈川産業保健総合支援センターが

実施している「神奈川両立支援モデル」の取り組

みについて、渡辺班員に情報提供を依頼し、他の

産業保健総合支援センターでは実施されていな

い先進的な取り組み内容を抽出した。労働者健康

安全機構の意見と神奈川両立支援モデルの取り

組み内容を踏まえて項目案を修正した後、堤班長、

江口班員と討議し、PDCA サイクルを念頭に置い

た項目を追加し、活動評価指標（案）を作成した。 
 
２．企業外労働衛生機関の活動評価指標（案）の

作成 
 昨年度実施した先行研究のレビュー（井上ら，

2018）では、企業外労働衛生機関における両立支

援の取り組みについて報告された文献が皆無で

あったため、森口班員が企業外労働衛生機関を対

象に実施した実態調査の結果（森口・鳰原，2018）
に基づいて項目案を作成し、専属・嘱託産業医の

経験を持つ専門家に項目案に対する意見を求め

るとともに、森口班員、鳰原氏と項目案について

討議した。その後、項目案を修正し、森口班員を

通じて「労働衛生機関ネットワーク研究会」で修

正後の項目案に対する意見を求めた。本研究会で

挙げられた意見をもとに、再度項目案を修正する

とともに、堤班長、江口班員と討議し、産業保健

総合支援センターと同様、PDCA サイクルを念頭

に置いた項目を追加し、活動評価指標（案）を作

成した。 
 
（倫理面への配慮） 
 今年度実施した意見聴取は、開発中の活動評価

指標に対する意見を求めるものであり、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」（文部科

学省・厚生労働省）第１章 第２（１）で定義さ

れている「人を対象とする医学系研究」には該当

しないため、倫理審査の申請は行っていない。 
 
Ｃ．研究結果 
１．産業保健総合支援センターの活動評価指標

（案） 
 先行研究のレビューおよび各都道府県の産業

保健総合支援センターのホームページから、両立

支援に関する主な取り組み内容として、（１）事

業者啓発セミナー、（２）個別訪問支援、（３）個

別調整支援、（４）窓口での相談対応、（５）関係

機関との連携の５つが抽出できたため（このうち、

（１）～（４）は産業保健総合支援センターが実

施している主要なサービスである）、これらの取

り組みの実施状況をチェックするというコンセ

プトで項目案を作成した。 
 作成した項目案について、労働者健康安全機構

に意見を求めたところ、「これらの項目は、どの

産業保健総合支援センターでも、ほぼ全てにチェ

ックがつく（「はい」と回答する）と思われる」

という意見が挙げられた。また、労働者健康安全

機構を通じて、厚生労働省にも意見を求めたとこ

ろ、「産業保健総合支援センターのサービスの実

施状況は労働者健康安全機構内で評価すれば事

足りるため、本研究班で開発する活動評価指標は、

神奈川両立支援モデルのような先進的な取り組

みの実施状況を評価するような内容にするなど

の調整が必要かもしれない」という意見が挙げら

れた。 
 そこで、神奈川両立支援モデルでの取り組みに

ついて、渡辺班員に情報提供を依頼したところ、

近隣の大学病院や労災病院と連携を図っている

ことに加え、個別訪問支援や個別調整支援の相談

（申出）件数を増やすために、様々な周知啓発活

動を実施していることが明らかになったため、産

業保健総合支援センターが実施している（１）～

（４）の主要なサービス（前述参照）を更に円滑

に実施し、相談件数の増加とサービスの向上を目

指していくための取り組み状況をチェックする

というコンセプトに変更し、項目案の修正を行っ

た。修正した項目案は、その内容に応じて、（１）

スタッフの確保・教育、（２）事業者以外を対象

とした研修・セミナーの実施、（３）近隣病院（大

学病院や労災病院）との連携・多職種連携の強化、

（４）周知広報・両立支援カード／パンフレット

の配布、（５）個別訪問支援・個別調整支援の促

進の５カテゴリーに分類した。 
 その後、堤班長、江口班員、渡辺班員と討議し、

活動評価指標のコンセプトを教示文で明記する

とともに、単純に「全ての項目にチェックがつけ

ば取り組み完了」という項目だけでなく、PDCA
サイクルを念頭に置き、「研修内容が最新のもの

になるよう、常に情報をアップデートしている」

や「連携先の医療機関と定期的に連絡会議を開催

し、事例検討（好事例の積み上げ）を行っている」

など、随時、取り組みを見直し、スパイラルアッ

プを図ることができるような項目を盛り込んだ。

更に、残留リスクを最小限に抑えるため、項目案

に挙げられたもの以外に、両立支援の相談件数の

増加やサービスの向上を目的として取り組んだ

ことや、今後、取り組んでいきたいことを自由に

記載する欄を追加し、最終的な活動評価指標（案）
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とした。 
 
２．企業外労働衛生機関の活動評価指標（案） 
 森口班員が企業外労働衛生機関を対象に実施

した実態調査の結果（森口・鳰原，2018）から、

両立支援に関する主な取り組み内容として、（１）

情報提供・研修、（２）本人への支援、（３）顧客

事業場（保険者を含む）への支援、（４）外部専

門機関との連携、（５）独自ツールの作成の５つ

が抽出できたため、これらの取り組みの実施状況

をチェックし、両立支援の円滑な実施とサービス

の向上を目指していくというコンセプトで項目

案を作成した。 
 作成した項目案について、専属・嘱託産業医の

経験を持つ専門家に意見を求めるとともに、森口

班員、鳰原氏と議論したところ、「必要に応じて

休職中の労働者に対する健康診断の受診勧奨、栄

養指導、運動指導を行っている」など、企業外労

働衛生機関と病院が同一の経営母体であるため

に実施できた（他の企業外労働衛生機関では実施

が困難な）取り組み内容が含まれていることが明

らかになったため、このような項目を削除すると

ともに、「（５）独自ツールの作成については、『事

業場における治療と職業生活の両立支援のため

のガイドライン』（厚生労働省）や『治療と就労

の両立支援マニュアル』（労働者健康安全機構）

に掲載されている既存の様式を活用しているこ

とも評価対象にした方が良い」という意見が挙げ

られたため、既存ツールの活用に関する項目を追

加した。 
 上記のプロセスを経て修正した項目案につい

て、森口班員を通じて「労働衛生機関ネットワー

ク研究会」で意見を求めたところ、「対象とする

疾患を教示文で具体的に示すこと」や、具体的な

項目案として「自機関の経営層が両立支援に取り

組むことを意思表明している」、「両立支援に関す

る相談対応を行っている旨を周知している」など

が挙げられたため、これらの項目を含め、再度、

項目案の修正を行った。 
 その後、堤班長、江口班員と討議し、産業保健

総合支援センターと同様、活動評価指標のコンセ

プトを教示文で明記するとともに、PDCA サイク

ルを念頭に置いた項目を盛り込んだ。これにあわ

せて、項目案を（１）情報提供・研修、（２）顧

客事業場・本人への支援、（３）外部専門機関と

の連携、（４）顧客事業場への支援ツールの提供、

（５）自機関職員の経営層の意思表明・支援ツー

ルの提供の５カテゴリーに変更するとともに、項

目案に挙げられたもの以外に、両立支援のサービ

スの向上を目的として取り組んだことや、今後、

取り組んでいきたいことを自由に記載する欄を

追加し、最終的な活動評価指標（案）とした。 

 産業保健総合支援センターおよび企業外労働

衛生機関の活動評価指標（案）を付録に掲載した。

このうち、白抜きの項目は各機関の先進的な取り

組み内容に基づいて作成した項目、網かけの項目

は PDCA サイクルを念頭に置いて作成した項目

となっている。 
 
Ｄ．考察 
 今年度は、産業保健領域との関わりが深い産業

保健総合支援センターおよび企業外労働衛生機

関に着目し、ステークホルダーの意見を踏まえ、

PDCA サイクルを念頭に置いた両立支援の活動

評価指標（案）を作成した。 
 活動評価指標（案）に含めた項目は、いずれも

先進的に両立支援に取り組んでいる機関の活動

内容に基づくものであり、これから両立支援のサ

ービス向上に取り組んでいくことを検討してい

る産業保健総合支援センターや企業外労働衛生

機関の参考になるだけでなく、既にサービスの向

上に取り組んでいる機関においても、PDCA サイ

クルを回していくための参考になるものと考え

られる。とくに、これからサービスの向上に取り

組んでいくことを検討している機関では、白抜き

の項目にチェックがつくことを目標とし、これら

の項目に全てチェックがついた機関や、既にサー

ビスの向上に取り組んでいる機関では、網かけの

項目を定期的に（四半期に１回など）見直し、

PDCA サイクルを回してスパイラルアップを目

指していくことが具体的な使用方法として想定

される。 
 但し、今回作成した活動評価指標（案）は、あ

くまでも昨年度～今年度の一連の調査結果と意

見聴取の内容をもとに、評価項目をカテゴリー別

に列挙したものであるため、今後、各項目の重要

度や難易度を検討しながら項目の取捨選択を行

うとともに、いくつかの機関で実際に使用しても

らい、項目の改善・充実を図っていく予定である。 
 
Ｅ．結論 
 昨年度～今年度の一連の調査結果と意見聴取

の内容に基づき、産業保健総合支援センターおよ

び企業外労働衛生機関の活動評価指標（案）を作

成した。来年度は、いくつかの機関でトライアル

事業を実施し、意見聴取を通じて項目の改善・充

実を図り、活動評価指標の最終版を作成する予定

である。 
 
謝辞：活動評価指標（案）の作成に際し、貴重な

ご意見を賜りました、宇野浩一様、望月志浦様（独

立行政法人労働者健康安全機構）、重河順一様、

蒲谷竹美様、西尾泉様（神奈川産業保健総合支援

センター）、日野亜弥子先生（産業医科大学）、労
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働衛生機関ネットワーク研究会の先生方（立石清

一郎先生［産業医科大学］、岡田崇顧先生［高知

医療生活協同組合］、近藤祥先生［聖隷健康診断

センター］、坂本宣明先生［ヘルスデザイン株式

会社］、高木絵里子先生［コニカミノルタ株式会

社］、長尾望先生［君津健康センター］、原俊之先

生［北海道労働保健管理協会］、森朋子先生［福

岡労働衛生研究所］、山瀧一先生［君津健康セン

ター］、渡邉聖二先生［西日本産業衛生会］）に厚

く御礼申し上げます。 
 
Ｆ．健康危険情報 
 該当せず。 
 
Ｇ．研究発表 
１．論文発表 
井上彰臣.「組織的公正」が健康に与える影響. 安

全スタッフ 2018; 2314: 32–33. 
Inoue A, Tsutsumi A, Eguchi H, Kawakami N. 

Organizational justice and refraining from 
seeking medical care among Japanese em-
ployees: a 1-year prospective cohort study. 
Int J Behav Med 2018 Nov 27. [Epub ahead 
of print] 

 
２．学会発表 
井上彰臣, 川上憲人, 江口尚, 堤明純. 企業にお

ける組織的公正が労働者の受診抑制に及ぼす

影響：１年間の前向きコホート研究. 第 91 回

日本産業衛生学会, 2018 年 5 月, 熊本. 
森口次郎, 鳰原由子, 江口尚, 井上彰臣, 堤明純.

企業外労働衛生機関における治療と職業生

活の両立支援についてのインタビュー調査

分析. 第 91 回日本産業衛生学会, 2018 年 5
月, 熊本. 

森口次郎, 鳰原由子, 大橋史子, 江口尚, 井上彰

臣, 只野祐, 堤明純. 企業外労働衛生機関にお

ける治療と職業生活の両立支援についてのア

ンケート調査分析. 第 59 回日本人間ドック学

会学術大会, 2018 年 8 月, 新潟. 
井上彰臣. 産業ストレス領域における専門職・機

関間の連携推進に向けて－衛生・公衆衛生の

教育研究職の立場から－. 第 26 回日本産業ス

トレス学会, 2018 年 11 月, 東京. 
 
Ｈ．知的財産権の出願•登録状況(予定を含む。) 

 該当せず。 

 

Ｉ．文献 

森口次郎, 鳰原由子. 企業外労働衛生機関におけ

る治療と職業生活の両立支援についての実態

調査. 主任研究者 堤明純. 厚生労働省労災疾

病臨床研究事業費補助金「治療と就労の両立

支援のための事業場内外の産業保健スタッフ

と医療機関の連携モデルとその活動評価指標

の開発に関する研究」平成 29 年度総括・分担

研究報告書. 東京: 厚生労働省, 2018: 30–47. 
井上彰臣, 江口尚, 堤明純. 治療と就労の両立支

援の活動評価指標の開発：先行研究のレビュ

ーと面接調査. 主任研究者 堤明純. 厚生労働

省労災疾病臨床研究事業費補助金「治療と就

労の両立支援のための事業場内外の産業保健

スタッフと医療機関の連携モデルとその活動

評価指標の開発に関する研究」平成 29 年度総

括・分担研究報告書. 東京: 厚生労働省, 2018: 
56–87. 
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産業保健総合支援センターの活動評価指標（案） 

 

 以下の項目は，各都道府県の産業保健総合支援センター（以下，センター）で実施されている

「治療と仕事の両立支援」（※）の４つのサービス（事業者啓発セミナー，個別訪問支援，個別調

整支援，窓口での相談対応）を更に円滑に実施し，相談件数の増加とサービスの向上を目指して

いくための取り組みを列挙したものです。現在の貴センターにおける取り組み状況をチェックし

てみてください。 

 

（※）対象疾患は，がん，脳卒中，心疾患，糖尿病，肝炎，その他難病など，反復・継続して治

療が必要となる身体疾患とします。 

 

【活動評価指標の使い方】 

 全部で４つのセクションから構成されています。まずは白抜きの項目にチェックが付くことを

目指しましょう。白抜きの項目にチェックが付いたら，網かけの項目を（四半期に１回など）定

期的に見直し，PDCAサイクルを回してスパイラルアップを目指しましょう。 

 

記入年月日    年    月    日 

 

【スタッフの確保・教育】 

❑ 産業保健専門職として，両立支援を担当する保健師を採用している 

❑ 
両立支援促進員（社会保険労務士・保健師など）全員に，両立支援コーディネーター基礎

研修を受講させている 

❑ 
両立支援促進員に対し，「両立支援体制の構築」や「疾病別の両立支援対策」などの教育研

修を実施し，両立支援事業に必要な最新の情報やツールを提供している 

 

 

【事業者以外を対象とした研修・セミナーの実施】 

❑ 
産業保健スタッフ（産業医・産業看護職など）を対象に，両立支援に関する研修・セミナ

ーを積極的に行っている 

❑ 
医療関係者（診療医・看護師・医療ソーシャルワーカーなど）を対象に，両立支援に関す

る研修・セミナーを行っている 

❑ 労働者（患者）やその家族を対象に，両立支援に関するセミナーを行っている 

❑ 
研修・セミナーでは，終了時に受講者にアンケートを実施し，その結果を研修内容の見直

しやブラッシュアップに活用するほか，実施にあわせて相談等に対応している 

❑ 研修内容が最新のものになるよう，常に情報をアップデートしている 

 

（次のページに進んでください）

－88－



 

【近隣病院（大学病院や労災病院）との連携・多職種連携の強化】 

❑ 近隣の大学病院や労災病院と連携し，両立支援情報の共有化を図っている 

❑ 
連携先の医療機関でセンターによる支援が必要な事案を把握した際に情報を共有するた

めの共通書式（両立支援依頼書）を作成している 

❑ 
がん診療連携拠点病院や連携先の大学病院などの医療機関との協定により，両立支援（出

張）相談窓口の設置場所を拡大している 

❑ 
連携先の医療機関と定期的に連絡会議（※労働局が設置する「地域両立支援推進チーム」

の会議を除く）を開催し，事例検討（好事例の積み上げ）を行っている 

❑ 多職種が参加する検討会や交流会，研修会などを行い，多職種の連携強化を図っている。 

 

 

【周知広報・両立支援カード／パンフレットの配布】 

❑ 
産業保健フォーラム等のイベントや会議等のあらゆる機会を利用して，両立支援に係る事

業の周知広報を行っている 

❑ 
県および政令市等による疾病対策と連携して，医療関係者，事業者や人事労務担当者に対

し，研修やパンフレット等による周知啓発を効果的に行っている 

❑ 
医療機関に両立支援カードを配布し，主治医から労働者（患者）に渡して，両立支援を説

明してもらうよう依頼している 

❑ 
働き方改革推進支援センターと連携し，働き方改革の取り組みとして，中小企業・小規模

事業場に対して，両立支援や助成金制度に関する周知広報を効果的に実施している 

❑ 
労災病院等の医療機関，地域産業保健センター，保健福祉センター，県郡市医師会など，

両立支援カードやパンフレットを配置・配布してもらえるよう連携を拡大している 

 

 

【個別訪問支援・個別調整支援の促進】 

❑ 
両立支援促進員を地域ごとに委嘱する等，両立支援の実施体制を強化し，利用者アンケー

トやがん検診の取り組み状況等によりニーズを把握して個別訪問を積極的に行っている 

❑ 
両立支援促進員が，産業保健専門職（保健師）とともに，医療機関や職場の両立支援コー

ディネーターと相互に連携し，情報を共有する「両立支援チーム」を構築している 

 

（次のページに進んでください） 
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【自由記載】上記で挙げた項目以外に，「治療と仕事の両立支援」の相談件数の増加やサービ

スの向上を目的として貴センター内で取り組んだことや，今後，取り組んでいきたいことを自

由に記載してください。 

【取り組んだこと】 

 

 

 

【今後，取り組んでいきたいこと】 
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企業外労働衛生機関の活動評価指標（案） 

 

 以下の項目は，企業外労働衛生機関において「治療と仕事の両立支援」（※）を円滑に実施し，

サービスの向上を目指していくための取り組みを列挙したものです。現在の貴機関における取り

組み状況をチェックしてみてください。 

 

（※）対象疾患は，がん，脳卒中，心疾患，糖尿病，肝炎，その他難病など，反復・継続して治

療が必要となる身体疾患とします。 

 

【活動評価指標の使い方】 

 全部で５つのセクションから構成されています。まずは白抜きの項目にチェックが付くことを

目標にしましょう。白抜きの項目にチェックが付いたら，網かけの項目を（四半期に１回など）

定期的に見直し，PDCAサイクルを回してスパイラルアップを目指しましょう。 

 

記入年月日    年    月    日 

 

【情報提供・研修】 

❑ 
顧客事業場（保険者を含む：以下同様）を対象に，両立支援を含む研修や情報提供（冊子

の配付やウェブサイトの作成など）を行っている 

❑ 労働者を対象に，両立支援を含む研修や情報提供を行っている 

❑ 

自機関の職員（渉外職・医師や看護師などの専門職）が，両立支援に関する研修（外部専

門機関が主催する研修や，自機関が顧客事業場向けに実施している研修）を定期的に受講

している 

❑ 
研修終了時に受講者にアンケートを実施し，その結果を研修内容の見直しやブラッシュア

ップに活用している 

❑ 研修内容が最新のものになるよう，常に情報をアップデートしている 

 

【顧客事業場・本人への支援】 

❑ 顧客事業場の担当者からの両立支援に関する相談対応を行っている 

❑ 顧客事業場における両立支援に関する制度や体制等の整備を支援している 

❑ 両立支援を必要とする労働者（以下，本人）への相談対応を行っている 

❑ 
顧客事業場や本人に対し，両立支援に関する体制整備の支援や相談対応を行っている旨を

周知している 

 

（裏面に進んでください） 
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【外部専門機関との連携】 

❑ 
本人への相談対応の際，必要に応じて外部専門機関（例：産業保健総合支援センター，労

災病院治療就労両立支援センター，地域障害者職業センターなど）を紹介している 

❑ 本人への相談対応の際，必要に応じて外部専門機関に相談している 

❑ 本人への相談対応の際，主治医と連携を図っている 

❑ 必要に応じて本人の紹介や両立支援に関する相談ができる外部専門機関を拡大している 

❑ 外部専門機関や主治医と連携した好事例を積み上げ，自機関内で共有している 

 

【顧客事業場への支援ツールの提供】 

❑ 

顧客事業場に「事業場における治療と職業生活の両立支援のためのガイドライン」（厚生

労働省）や「治療と就労の両立支援マニュアル」（労働者健康安全機構）に掲載されてい

る既存の様式例を紹介している 

❑ 
顧客事業場向けに，両立支援に関するツール（主治医に意見を仰ぐためのフォーマットや

近隣の医療機関のリストなど）やマニュアルを独自に作成している 

❑ 
独自に作成した両立支援に関するツールやマニュアルについて，顧客事業場から意見を聴

取し，内容の見直しや改訂に活用している 

 

【自機関職員の経営層の意思表明・支援ツールの提供】 

❑ 自機関の経営層が両立支援に取り組むことを意思表明している 

❑ 
自機関の職員に「事業場における治療と職業生活の両立支援のためのガイドライン」や「治

療と就労の両立支援マニュアル」に掲載されている既存の様式例を周知している 

❑ 自機関の職員向けに，両立支援に関するツールやマニュアルを独自に作成している 

❑ 
独自に作成した両立支援に関するツールやマニュアルについて，自機関の職員から意見を

聴取し，内容の見直しや改訂に活用している 

 

【自由記載】上記で挙げた項目以外に，「治療と仕事の両立支援」のサービスの向上を目的と

して貴機関内で取り組んだことや，今後，取り組んでいきたいことを自由に記載してください。 

【取り組んだこと】 

 

 

 

【今後，取り組んでいきたいこと】 

 

 

 

－92－



平成 30年度労災疾病臨床研究事業費補助金 

「治療と就労の両立支援のための事業場内外の産業保健スタッフと医療機関の連携モデルとその活動評

価指標の開発に関する研究」 (170401―02) 

 

分担研究報告書 

 

当事者からの好事例の収集、支援モデル、活動評価指標の作成と検証、研究会開催 

 

             分担研究者 江口尚（北里大学医学部公衆衛生学・講師） 

             研究協力者 森本英樹（森本産業医事務所・代表） 

             研究協力者 平松利麻（トラヴェシア社会保険労務士事務所・代表） 

 

研究要旨：本研究の目的は、事業場における治療と職業生活の両立支援に関わる関係者間の連携を一層

進めていくために、両立支援を有効に進めるための、関係者（当事者、企業（経営者・人事担当者）、産

業保健スタッフ、産業保健総合支援センター、労災病院両立支援センター、疾患別拠点病院、労働衛生

機関）の活動のニーズを踏まえて、好事例収集などを行い、関係施設の活動を有機的に連携させた支援

モデルを構築することである。二年目に当たる今年度は、①両立支援における役割を把握するための衛

生管理者や社会保険労務士へのインタビュー調査による事例の収集、②当事者や関係者からの意見収集

のための昨年度に引き続き 2 回目の研究会の開催、③事例収集やツールを試行するための北里大学病院

内での就労支援に関する体制の構築、④両立支援に関する情報発信のためのホームページの充実、⑤昨

年度作成した成果物の配布と意見収集、を行った。その結果、①社会保険労務士を活用した事例の作成

とそれをもとにした中小企業経営者向けの社会保険労務士活用のためのマンガパンフレットの作成、②

研究会の開催による意見交換とアンケート調査による中小企業で両立支援を進める上での課題の抽出、

③がん患者を中心とした医療機関での就労支援担当医師としてのケース対応により、中小企業における

療養・就労両立支援指導料の運用の課題の把握、④研究班の成果物を掲載するなど昨年度開設したホー

ムページの内容を充実して情報発信、⑤成果物の配布、周知を行い、使用感についての情報収集、を行

った。中小企業におけるこれらの結果を踏まえて、平成 31年度の研究では、平成 29-30年度に構築した

成果物や協力体制をベースに、実際に運用を行うことで、より現場に活かせるような形になるようにブ

ラッシュアップすることが可能となった。 

 

Ａ．研究目的 

本研究では、事業場における治療と職業生活の

両立支援のためのガイドライン（2016 年 2月）が

示す両立支援に関わる関係者間の連携を一層進め

ていくために、産業保健学、臨床医学及び経営学

からなる研究班を組織し、両立支援を有効に進め

るための、関係者（当事者、企業（経営者・人事

担当者）、産業保健スタッフ、産業保健総合支援セ

ンター、労災病院両立支援センター、疾患別拠点

病院、労働衛生機関）の活動のニーズをソーシャ

ルマーケティングの手法で明らかにし、好事例収

集で明らかになる諸活動を核として、関係施設の

活動を有機的に連携させた支援モデルを構築する。

そのうえで、支援活動を評価する指標を開発し、

モデル事業を行ってこれらの検証を行う。特に、

活動評価指標には経営的視点を取り入れ、提供す
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る支援活動は、関係者の相談に応じて総合的な支

援に結びつけるワンストップサービスの構築を目

指し、中小企業の利便性向上を図る。 

初年度に当たる今年度の本分担研究の研究目的

は、両立支援が必要な当事者の状況の把握、両立

支援を行う関係者が連携する上での抱えている課

題の把握、両立支援を中小企業において進めるた

めのツールの開発、両立支援を進めるための情報

提供のためのホームページの開設、事例収集のた

めの北里大学病院内での体制を整備、を行った。 

二年目にあたる本年度は、①両立支援における

役割を把握するための衛生管理者や社会保険労務

士へのインタビュー調査による事例の収集、②当

事者や関係者からの意見収集のための昨年度に引

き続き 2 回目の研究会の開催、③事例収集やツー

ルを試行するための北里大学病院内での就労支援

に関する体制の構築、④両立支援に関する情報発

信のためのホームページの充実、⑤昨年度作成し

た成果物の配布と意見収集、を行うことを目的と

した。 

 

Ｂ．対象と方法 

１．衛生管理者や社会保険労務士へのインタビュ

ー調査による事例の収集 

１－１．対象者 

①衛生管理者 

大手企業で衛生管理者経験があり、現在、日本産

業衛生学会関東地方会で衛生管理者の組織化に取

り組んでいる對木博一氏に「事業所における仕事

と治療の両立支援について」というテーマで講演

を行っていただいた。その内容を録音して、テー

プお越しし、内容を検討した。 

②社会保険労務士 

2018年 11月 30日に 3名の社会保険労務士に対し

て、治療と仕事の両立支援への社会保険労務士と

しての関りについてインタビュー調査を行った。

場所は、TKP 東京駅八重洲カンファレンスセンタ

ーで行った。インタビューは電子レコーダーで録

音し逐語録を作成した。時間はそれぞれに対して

1 時間程度であった。その内容を録音してテープ

お越しし、内容を検討した。 

 

１－２．事例の作成 

講演やインタビューの内容をもとに、それぞれの

役割を中小企業経営者に対して啓発するための事

例作成を行った。 

 

２．研究会の開催 

 関係者からの両立支援に関する意見収集のため

に、第２回これからの治療と就業生活の両立支援

を考える研究会を開催した。 

日時 2018年 12月 22日（土）13:30～16:30 

場所 ヒューリックホール＆ヒューリックカンフ

ァレンス 

【研究班から】 

研究班の活動から見えてきたこと（北里大学医学

部公衆衛生学単位 教授 堤明純） 

【基調講演】 

中小企業経営者が治療と仕事の両立支援を進める

メリット、避けるデメリット（鳥飼総合法律事務

所 パートナー弁護士 小島 健一） 

【シンポジウム】 

産業医 兼 社会保険労務士の立場から（森本産業

医事務所 代表 森本 英樹（医師・社会保険労務

士）） 

衛生管理者・人事の立場から（合同会社アール 

CEO 對木 博一） 

企業外労働衛生機関の立場から（一般財団法人京

都工場保健会 理事 森口 次郎） 

当事者の立場から（一般社団法人 全国心臓病の子

どもを守る会 会員 吉田 夏未/事務局長 下堂

前 亨） 

 

３．北里大学病院内での両立支援体制の強化 

３－１．トータルサポートセンターでの就労支援

面談の実施 
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 北里大学病院内で、患者を対象とした治療と仕

事の両立支援を進めるために、北里大学病院の患

者相談窓口であるトータルサポートセンターに非

常勤医師として籍を得た。その上で、がん看護専

門看護師やソーシャルワーカーと協力体制を構築

した。 

  

４－２．院内向けの両立支援に関するセミナーの

開催 

①平成 30年度第 1回 

日時 2018年 6月 13日（水）14:00～19:30 

場所 北里大学 IPE棟 3F B1~3 教室 

プログラム内容 

1．講演 治療と仕事の両立支援の実際（産業医科

大学 保健センター 副センター長 立石清一郎

先生） 

2．事例検討 

3．意見交換会 

 

②平成 30年度第 2回 

日時 2018年 12月 3日（月）17:30～18:45 

場所 北里大学病院集団指導室 

プログラム内容 

事業所における仕事と治療の両立支援について

（合同会社アール 對木博一先生） 

 

③平成 30年度第 3回 

日時 2019年 2月 28 日（木）17:30～19:00 

場所 北里大学病院集団指導室 

プログラム内容 

治療と仕事の両立支援における心理学的意思決定

支援の方法（大阪大学大学院准教授・平井啓先生） 

 

４．ホームページの充実 

研究班の成果物と、研究会の内容の公開、両立支

援に関する知見をまとめるために、ホームページ

の内容の充実化を図った。 

URL：

http://www.med.kitasato-u.ac.jp/~publichealt

h/bs/ 

 

５．成果物の配布と意見収集 

相模原 MSW の会、神奈川両立支援チーム講演会、

第２回研究会、神奈川労務安全衛生協会主催セミ

ナー、東京都社会保険労務士会主催セミナー、認

定産業医研修会等で、成果物の配布や周知を行い、

広く意見を求めた。 

 

倫理的配慮 

社会保険労務士向けのインタビュー調査について

は、研究協力者によって産業医科大学倫理委員会

にて申請され、承認を得た。 

 

Ｃ．結果 

１． 衛生管理者や社会保険労務士へのインタビュ

ー調査による事例の収集 

 社会保険労務士へのインタビュー調査からは、

いくつかの事例を収拾することが出来た。社会保

険労務士が、中小企業における両立支援のケース

を多くに関わっていることを把握することができ

た。ただし、多くは、メンタルヘルス不調者への

対応経験を応用する形で対応がなされていた。そ

のため、身体疾患については、メンタルヘルス不

調で対応する精神疾患と比較しても、疾患の幅が

広く、そのことに戸惑いを持っていた。 

 社会保険労務士が対応するケースとして、がん

拠点病院での、患者さんからの相談のケースが多

くあった。病院相談をきっかけとした事例につい

ては、今回の事例の対象とはしなかった。 

 このようなインタビュー調査によって得られた

情報を基礎として、産業医のいない中小企業にお

いて、社会保険労務士を活用した事例として以下

のような事例を作成した。 
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図１ 社会保険労務士の事例 

 

この事例をもとに、中小企業経営者向けのマンガ

を作成した（資料１：研究成果の刊行に関する一

覧表参照）。 
 

 衛生管理者については、中小企業での期待され

る役割については、整理できたが、具体的な事例

については十分な情報が得られなかったため、事

例の作成には至らなかった。ただ、講演会では、

衛生管理者については、講演会において、「会社は

リハビリをするところではなく働くところ」「本人

のキャリアについても考慮する必要がある」「すべ

てを会社に押し付けられても困る」「主治医も本人

の職場の状況に関心を持ってほしい」という視点

が示され、病院から企業への一方通行の情報提供

ではなく、双方向での情報共有の必要性が指摘さ

れた。 

 

２．研究会の開催 

当日の参加者は 80名であった。アンケートは

53名から回収した。満足度については、満足が 43

名（81.1%）、どちらかと言えば満足が 7名（13.2%）、

未回答が 3名（5.7％）であった。関係者が有する

治療と仕事の両立支援に関する課題についても情

報収集した（表 1）。研究会では、両立支援に関係

する機関や専門職から多くの情報提供がなされた。
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それを情報共有するための報告書を作成した（資

料２：研究成果の刊行に関する一覧表参照）。演者

の報告や、その後の意見交換から両立支援が必要

な当事者や、それを支援する関係者の抱えている

課題について具体的に把握することが出来た。 

 

３．北里大学病院内での両立支援体制の構築支援 

３－１．トータルサポートセンターとの協力体制

の構築 

2018年 4月 1日から、トータルサポートセンタ

ーの非常勤医師として北里病院内で籍を確保した。

トータルサポートセンターのスタッフ（ソーシャ

ルワーカーとがん看護専門看護師）との、就労支

援に関する定期的なカンファレンスを月に 1-2回

のペースでを行った。その結果、就労支援担当医

師として 10例の患者さんの就労支援を行った。患

者さんは全てがん患者であった。そのうち、4例

について、療養・就労両立支援指導料に該当する

ケースを得られた。他の 6例については、面接の

み行い、療養・就労両立支援指導料の算定にはつ

ながらなかったが、職場に報告するときの留意事

項などを説明した。 

 院内がんサロンで就労についての講演会を行っ

た（2018年 9月 21日）。 

 就労支援担当医師としての経験から、患者さん

の就労に向けた準備状態を高めることが大切であ

ると考え、患者さん向けの就労支援セミナーを予

定している（2019年3月30日（土）10:00～12:00）。

この就労支援セミナーでは、疾患は特定せず復職

についての準備状態を高めるための就労支援担当

医師による講演と、個別相談を行う予定である。 

３－２．院内向けの両立支援に関するセミナーの

開催 

第 1回の院内向けの両立支援に関するセミナー

への参加者は、神奈川県内のがん拠点病院の担当

者が多く参加して、37 名であった。2018年 6月時

点では、県内のがん拠点病院においては、療養・

就労両立支援指導料の算定を開始した割合が、7

機関（18.9%）、事例の対応が始まっていたのはわ

ずか 1機関のみであった。第 2回の院内向けの両

立支援に関するセミナーの参加者は院内外から 30

名であった。 

この 2回のセミナーを通じて、先進的な取り組

みをしている医療機関の取り組みを踏まえたがん

拠点病院の担当者間での意見交換や、両立支援に

対する企業のリアルな考え方（例：会社はリハビ

リをするところではなく、仕事をするところ）を

知ることで、今後の事例対応について、有意義な

情報を収集することができるとともに、医療機関

が感じている中小企業で両立支援を進める上での

課題についても把握することができた。 

療養・就労両立支援指導料の算定の難しさにつ

いても情報共有できた。 

セミナーの内容は、院内外で情報共有を図るた

めに報告書として取りまとめ、研究班のホームペ

ージにアップロードした（資料３：研究成果の刊

行に関する一覧表参照）。 

 

４．ホームページの開設 

研究班の成果物と、研究会の内容の公開、両立

支援に関する知見をまとめるために、ホームペー

ジの内容の充実化をはかった。 

URL：

http://www.med.kitasato-u.ac.jp/~publichealt

h/bs/ 

 本ホームページに対しては、当事者や関係者か

ら、単に研究班の研究成果の情報発信にとどまら

ず、両立支援を進める上での課題の解決に資する

ような収集した事例の公表や、既存の研究をより

使いやすいように情報整理をする役割も期待され

た。 

 フェイスブックを通じて定期的に情報提供する

ことにより、より多くの方々にアクセスをしても

らうように努めた。 
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図 2 ホームページ 

 

Ｄ．考察 

１．衛生管理者や社会保険労務士へのインタビュ

ー調査による事例の収集 

社会保険労務士が対応した事例に基づいて、中

小企業に勤務する網膜色素変性症の患者の好事例

を作成した。ここで作成したマンガを、次年度で

は、モデルケースで使用して、中小企業における

両立支援の事例の蓄積を行っていきたい。 

衛生管理者については、まだまだ事例の蓄積が

なされていないことは示唆された。常勤の産業保

健スタッフがいない事業所では、衛生管理者の役

割が重要になってくると考えられることから、衛

生管理者が両立支援に関する知識を習得して、ス

キルアップする場が重要であろう。引き続き、事

例の収集に努めていきたい。 

 

２．研究会の開催 

今年度実施した第２回目の研究会では、当事者、

関係者から幅広い意見を収集することが出来た。

収集するされた意見は、昨年度と変わりはないが、

参加者数が 50%ほど増加したこと、特に社会保険

労務士の参加者が増加したことから、関心は高ま

っていると考えられた。一方で、中小企業で両立

支援を進まないという課題については、この 1年

間ではあまり変化はない印象であった。 

アンケートの結果から、講演会の内容について、

参加者からも一定の評価を得ることができたと考

えている。今年度の研究会で得らえれた意見と、

今後の調査研究の進捗を踏まえて、テーマを検討

して、関係者からの幅広い意見を収集できるよう

に平成 31年度も開催予定である。 

 

４．北里大学病院内での両立支援体制の構築支援 

４－１．トータルサポートセンターとの協力体制

の構築 

 今年度は、昨年度構築したトータルサポートセ

ンターで、患者さんの就労に関する相談にのり、

勤務先向けに意見書を作成することをサポートす

るための就労支援担当医師として、10例に対して

対応した。全てがん患者さんへの対応であり、そ

のうち 4例で療養・就労両立支援指導料の算定で

きた。 

 面談をする中で、一度面談をしたのちに、会社

と相談したうえで、その後の対応が不要のケース

が 5例ほどあった。5例とも、うまく復職ができ

ていた。患者さんにとっては、就労支援担当医師

との面談が、主治医以外の第三者に対して、仕事

の面から現在の自分の状況を振り返る機会となり、

その結果、勤務先に対して自分の状況をうまく説

明できることができたのではないかと感じている。 
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 復職を希望される患者さんの中には、復職する

気力はあるが、体力が戻っていない方もいた。患

者さん側が復職の準備ができない状態で、勤務先

との面談をしてしまい、復職に対して、勤務先が

不安に思うケースもあるのではないかと考えられ

た。こういった問題意識に立ち、面談前の準備状

態を高めるための院内のセミナーの開催を企画し

て、今年度中に実施予定である。 

 分担研究者も参加している神奈川両立支援連絡

会の場を活用して、当院での経験を共有し、他の

参加者と意見交換を行うことを通じて、次年度は

神奈川産業保健総合支援センターとの連携につい

ても取り組みたいと考えている。 

 

４－２．院内向けの両立支援に関するセミナーの

開催 

今年度は、2回のセミナーを開催することで、

院内においては、両立支援に関する情報提供につ

いて、一定の効果があったのではないかと考えら

れた。また、セミナーの内容は報告書を作成して、

研究班のホームページに掲載することで、情報共

有と情報発信を行った。この結果を踏まえて、こ

の 2年間の活動を踏まえて、次年度も、院内にと

どまらず、就労支援に関心のある地域の看護師や

医療ソーシャルワーカーとも連携して事例検討会

なども行っていく予定である。 

 

５．ホームページの開設 

治療と仕事の両立支援に関しては、多くの情報が

あることから、本研究班の活動報告だけではなく、

両立支援についての情報を整理することも必要に

なってくると考えられる。今後、厚生労働省や労

働者健康安全機構が治療と仕事の両立支援に関す

るポータルサイトを立ち上げる予定であることか

ら、次年度は、それらを補完できるようなホーム

ページの構築を行う予定である。 

 

Ｅ．結論 

今年度は、①社会保険労務士を活用した事例の

作成とそれをもとにした中小企業経営者向けの社

会保険労務士活用のためのマンガパンフレットの

作成、②研究会の開催による意見交換とアンケー

ト調査による中小企業で両立支援を進める上での

課題の抽出、③がん患者を中心とした医療機関で

の就労支援担当医師としてのケース対応により、

中小企業における療養・就労両立支援指導料の運

用の課題の把握、④研究班の成果物を掲載するな

ど昨年度開設したホームページの内容を充実して

情報発信、⑤成果物の配布、周知を行い、使用感

についての情報収集、を行った。これらの結果を

踏まえて、最終年度である平成 31年度の研究では、

これまでの 2 年間で蓄積した知見をもとに、実際

に、研究班で作成した成果物などの運用を行うこ

とで、それぞれの取り組みが、課題の解決につな

がり、その結果、より現場に活かせるような形に

なるようにブラッシュアップすることが可能とな

った。 

 

Ｇ．研究発表 

１．論文発表 

江口尚. 難病患者における治療と就労の両立支援. 

産業ストレス研究. 25(3), 325-334 (2018). 

江口尚. 治療と仕事の両立支援に関する研究―難

病患者の両立支援を中心に―. 産業医学ジャーナ

ル．42（2), (2018) 

 

２．学会発表 

江口尚. 中小企業における治療と仕事の両立支援

の推進のために. 公募企画 1 「治療と仕事の両

立を実現するために何が必要か？」. 第 28回日本

産業衛生学会全国協議会. 2018. 東京. 

江口尚, 堤明純, 井上彰臣, 可知悠子. 治療と仕

事の両立支援に関する事業所内ルールの作成と事

業所内研修の実施と両立支援の体制の充実度との

関連. 第 28回日本産業衛生学会全国協議会. 2017. 

東京. 
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江口尚, 田淵貴大. 日本の中高年者におけるがん

治療の就労への影響―中高年者縦断調査 9 年間の

分析から―. 第 77回日本公衆衛生学会. 2018. 鹿

児島. 

江口尚. 医療と職場で支える両立支援. 第 77 回

日本産業衛生学会東北地方会 第 22 回産業医協

議会. 2018. 仙台. 

江口尚. 仕事と介護との両立. シンポジウム４ 

両立支援と行動医学. 第 25 回日本行動医学会. 

2018. 徳島. 

江口尚. 中小企業における両立支援の実際ー一人

でも多くの方に治療と仕事の両立の機会を提供す

るためにー. ランチョンセミナー2.第 89回日本

衛生学会. 2019. 名古屋. 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況(予定を含む。) 

１．特許取得 

なし 

２．実用新案登録 

なし 

３．その他 

なし 

 

Ｉ．引用文献 

なし 
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2018年 12月 22日 

 

「これからの治療と就業生活の両立支援を考える研究会」アンケート 

 

 本日は、本研究会にご参加頂きましてありがとうございました。 

 大変、お手数ではございますが、アンケートへのご協力をお願い致します。研究班と致しましては、

今後も、年に 1 回程度、当研究班の研究の成果のご報告と意見交換、および両立支援に関する情報  

提供のためにこのような研究会を継続していく予定です。本アンケートは、今後の研究会を更に   

充実させていくための、参考資料とさせて頂きたいと考えております。 

 皆様の、ご意見を宜しくお願い致します。 

 

問1 あなたのお仕事を教えてください（例：社会保険労務士、行政、保健師、医師など） 

（                      ） 

 

問２ 本日の研究会の全体的な満足度はいかがでしたか？ 

（  ）満足          （  ）どちらかといえば満足  

（  ）どちらかと言えば不満足 （  ）不満足 

 

問３ 本研究会に参加された動機をご記入下さい。 

 

問４ 本日の研究会に参加されて良かった点、気づきのあった点をご記入下さい。 

 

問５ 本日の研究会に参加されて不満足だった点、期待はずれだった点をご記入下さい。 

 

問６ 両立支援を行う上で皆さんが抱えられている課題や、期待される支援をご記入ください。 

 

以上です。ご協力ありがとうございました。今後ともどうぞ宜しくお願い致します。 

「これからの治療と就業生活の両立支援を考える研究会」事務局 
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表 1 両立支援を行う上で皆さんが抱えられている課題、期待される支援 

ジョブ・コーチや両立支援に関する専門職等の活躍を期待したく思います 

ハードを整える必要がある支援もあるかと思いますが、まずはできることから取り組む文化を作っていくことに力

を注ぎたいと思っています。その為に様々な職種間での連携が進むと良いと思います。 

中規模企業（７００人 赤字業種）で末期患者の両立支援をしたが、「最期だから（有限だから）」というので無理

がきいた。（その人のための職をかまえてもらった）慢性的に続く方の場合、会社に無理がきかないのが大変で

ある。 

企業では人事部門が考い。（業務が多い）障害者雇用に関しても対応するマンパワーもなく看ゴ職もフィジカル

～メンタルまで業務が多く日々忙しい。 

５０人未満の企業での対応 

企業・事業場内で実際に両立支援のしくみかくりを進める上で総合的な処方箋を示してくれる機関・団体がない

（少ない）こと、又は企業・事業場自らが総合的支援を指導する上でのガイダンスを作ってくれる総合的情報セン

ターがない（少ない）こと←個人的には都道府県産業保健総合支援センターがになうベき（になえそこまでの機

能の充実に至っていない。 

社会保険（健康保険・厚生年金保険）を更に有効に活用して欲しい。特に障害年金は働きながらでも給付を受け

られることを理解していたゞきたい。パーキンソン病や小脳脊ズイ変性委縮症のように治らず徐々に機能が奪わ

れている疾病には傷病手当金→障害年活用して長期にわたり支援できます。（支援してます） 

両立支援に取組む専門家のネットワークづくり。 

私は公認心理師として病院や児童養護施設で働こうと思っています。今日話を聞いて専門職の分業やどの立場

も課題が多いことなどなどとてもたくさん考えることがありました。まずは今の大学の勉強を頑張ります。そしても

っと役に立てる人になりたいです。 

（障害年金は受給できていない）対応の情報がほしいです 

私の契約先企業の理解がまだまだうすい。 

従業員と会社側の対話。 

いろんな職種が力をあわせてチームで一人で一人をサポートする体制ができないかな？ 

両立支援に同和が．まだまだ広がっていないと感じます．とくに企業（中小）の関心は．低いと思っています． 

企業内で．障害者雇用について．学ぶような機会を増やす．または取り組みをはじめてほしい。今回のような．い

ろんな立場の人からの就労や両立支援についての意見をきくことができる機会をいただきありがとうございまし

た。大変．勉強になりました。 

・ぜいたくな視点かとも思うが、現状働いていけているが、新しい仕事ややってみたい仕事があるときに、病気を

ふまえつつチャレンジできるようになりたいと思っている。・ついていけない時に、職場を変える方向にもっていく

ような支援を期待します。 

・会社の理解不足をどう説明し、配慮実践していくか。・産業医が積極的に進めてた「両立支援」の実体験も役立

つと思いました。 

やはり現場と研究内容との落差が大きい 

主治医の立場での就労支援は大変重要かと思います。そのような立場で支援されている先生のご意見も伺える

機会があるとうれしいです。 

課題「個別のオーダメイド部分と、基本的な考え方や、普遍的な部分の切り分け、整理が出来てない議論が多い

こと。」と印象をもってます。 
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平成 30年度 第 1回 治療と仕事の両立支援研修会アンケート（2018年 6月 13日） 

 

 本日は研修会に参加いただきましてありがとうございました。この研修会は、厚生労働省の労災疾

病臨床研究事業費で運営されている研究班の支援を受けて実施をしています。この研究班では、治療

と仕事の両立支援を企業側で進めることを目的に研究を進めています。本日の研修会の評価を含めて、

医療機関で両立支援を進めるにあたっての当事者である皆様のご意見をいただければと思っています。

ご協力をいただけますと幸いです。 

 このアンケート内容は、氏名、所属、職種の情報は除いたうえで集計し、後日、本日ご参加いただ

きました皆様には報告をさせていただく予定にしております。 

 

氏名 職種 

所属 

 

1．今年の 4月から導入された「療養・就労両立支援指導料」について、あなたの所属する機関の取

り組み状況について教えて下さい。あてはまる選択肢に〇をつけて下さい。 

  1．算定する予定はない    

  2．算定に向けて現在検討中であるが、申請はしていない 

  3．近日中に算定を申請予定である  

  ４．すでに算定を開始している 

  5．すでに算定を開始し、事例対応が始まっている 

 

2．今回の研修会の満足度について。あてはまる選択肢に〇をつけて下さい。 

  1．満足 2．まあ満足 3．どちらともいえない 4．やや不満 5．不満 

 

３．今回の研修会で気づきのあったことを自由に記載下さい。 

 

 

 

 

 

 

４．今後、治療と仕事の両立支援に関して、研修会で取り上げて欲しいテーマを自由に記載ください。 

 

 

 

 

 

５．院内で治療と仕事の両立支援を行う上で障害となっている要因はありますか。自由に記載下さい。 

□ 特にない 

□ ある（以下に自由に記載ください） 
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６．患者さんの治療と仕事の両立支援を行っていく上で、企業側に求める、要望はありますか。 

□ 特にない 

□ ある（以下に自由に記載ください） 

 

 

 

 

 

 

 

７．その他、仕事と治療の両立支援を進める上でのご意見がございましたら、自由に記載ください。 

 

 

 

 

 

 

 

ご協力ありがとうございました。 
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表 2 医療機関の相談窓口から企業に求める要望 

患者へ寄る姿勢を持ってもらえると、協力関係がとれる。 

Ｐｔが病気について安心して相談できる場をつくってほしい。 

「ながらウォカー」など仕事を続ける理解。 

「病気を理由に解雇をしない」という就業規則を明記してほしい。 

病気を理由に解雇はしないでほしい。 

働き方のパターンが幾つかあると良いと思います。フレックスタイム制、時短、一時的にパートタイム制

に切りかえる等。働き方改革と国がうたう以上は、働き方のバリエーションがもっとあっても良いと思

う。 

企業が復職する上でどのような事を知りたいと思っているか具体的に知りたい 

あたり前で、どこも難しい（病院自身も）とわかるが、☆職員が必要時に休める業務形態の確立→（ほ

とんどの方で、休んでいる間のマンパワー、他のスタッフへの申し訳なさが大きな大きなストレスと口

にされる。）☆職場内での広報（企業でも、就職時に「病気で辞めない」という情報提供） 

規模の小さな会社や雇用形態が正社員でないことが大きな障害になると感じます。大規模は企業は、

やはり、しっかりサポート体制があると思います。 

病院から、直接会社（産業医）に診断書を依頼した際、まだ取り組みをご存知なかったためおしかりを

受けたことがありました。 

情報（病気）を共有することで、患者に不利が生じないこと・化学療法といっても副作用は、多々ありま

すので患者に聞かないとわからないこともあります 

病気の方は働けないという偏見を無くして頂きたい。 

患者である従業員が、仕事に対する不安をかかえているが、その気持ち思いを聞いて欲しい。 

「がん患者」に対する思いこみで判断をしないようにしてほしい。 

前向きに一緒に、患者さん（従業員）と取り組む姿勢がほしいです 

業務内容や労働時間の調整等がどうなっているのか、知りたい 企業の窓口はどうなっているのか知

れたら良いと思う 

両立支援体制、相談窓口の従業員への周知 

がん患者に対する偏見がまだまだあるような気がします。がんになっても働き続けることができる環境

を希望します。 
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